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は し が き

本 書 は 昨46年11月 か ら12月 に か け て,当 協 会 が派 遣 した遠 隔 情 報 処 理海

外 調 査 団(団 長 古河 潤 当協 会 専務 理事)が,ド イツ連邦 共 和 国 の 教 育 科学 省

(BundesministeriumftirBildungundWissenschaft)を 訪 問 した 際

入 手 した もの を当協 会 が 翻 訳 した もの で あ る。

ドイ ツ連 邦 共 和 国 にお け る'第2次 情 報 処 理振 興 計 画"は,1971年 か ら1975

年 まで の5年 間 の デー タ処 理促 進 に 関す る,ド ィッ連邦共 和 国政 府 の考 え方 を示

した もので あ る。 この計 画 は経 済,財 務,労 働,社 会秩 序,内 務,教 育科 学 な ど

の 各 連 邦 大 臣 の 講 ず る措 置 を含 んで お り,デ ータ処 理専 門協 議 会 な らび に科 学,

経 済,政 治,行 政,教 育各 専門 家 の 協 力 に よ って作 成 され た もので あ る。

この よ うな 意味 で,本 書 の 内容 は,わ が 国 の 関係者 に とって も参 考 に な る とこ

ろが 大 きい と考 え られ るの で ドィ ッ連邦 共 和 国 ・教 育 科学 省の 了承 を得 て こ こに

邦 訳版 を 刊行 す るこ とSし た もの で あ る。

なお,本 書 の 原題 は 「第2次 デ ー タ処理 計 画 」で あ るが,そ の 内容 か ら,本 邦

訳 にお い て は,題 名 を 「第2次 情 報 処理 振 興計 画 」 とした。

昭和47年3月

財 団法人 日本経営情報 開発協会
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導 入

1969年10月28日 の政府 声明 において,連 邦政府 はデータ処理の意味,重 要性 を明確 にし・

同時に,今 後強力 にこの分野 を財政 資金 によって促進す ることを宣言 した。

鯵

第2次 データ処理計画

第2次 デー タ処理計画 は,1971年 か ら1975年 迄 のデータ処理促進に関す る政府の考 え方 を

示 したものである。 計画は,経 済 ・財務,労 働 ・社会秩序,内 務,教 育 ・科学各連邦大臣の講ず る措

置 を含んでお り,デ ータ処理専門協議 会並 びに,科 学,経 済,政 治,行 政各専門家 の協力によって作

成 された ものである。

研究 ・開発作業で,特 に各管轄個 々の業務分野におけ るデー タ処理装置の新利用又 は改善等の為 の

ものは,こ れ迄通 り各管轄組織か ら資金 を得 るもの とす る。但 し第2次 デー タ処理 プログラムの諸 プ

ロジェク トと絶 えず調和をはか ることにす る。

`

構 成

第2次 デー タ処理 計画(以 下DP計 画 と略す,DatenverarbintlnyDV-DataPro-

cessing)は,先 ず ドイツ連邦共和国の データ処理 の現状,及 びこれ迄 の助 成措置に関す る概要 を

示 す。計画立案期間に予測 され た問題点を明示 し.目 的 を設定する。次いで ドィッ連邦共和 国におけ

るデータ処理の現状 と目的 とを対比す ることによって,将 来数年間の一連の助 成措 置を示す。 これ ら

の措置 は,1969年 か ら1970年 の 間に,連 邦教育科学大臣,連 邦防衛大臣の第1次 データ処理

計画及びこれ と同調 した連邦経済大 臣,及 び ドイツ学術研究会議の助成措置を通 じて得 た経験,成 果

に基 づいた ものである。

プログラムでは,予 測 される措置 それぞれに対 し財政 資金の必要を列記 してい る。 資金は1971年9

月か ら,数 年間に亘 る運邦財政資金 計画 に明示 され る。 本来 この計画に属 さないが,こ の為 に必要 と

認め られる措置の コス トは,第2次DP計 画 に明示 された資金需要(P88,第7表 参照)に は含 め ら

れ ない。従 って これ ら措 置の実施 は,そ れに対応す る財政 資金の用意があるか否かによ ってい る。

助成措置の一部については,連 邦及び各州が共同で資金援助 す るような,共 同使命の性格を持 つ も

の も存在す る。.

総 ・括

現状及びその評価

ドイツ連邦共和国において は,1971年 初頭で新規購入価額にして約116億DM(ド イ ツ'
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マルク)に あた る約21 ,800の データ処理装置がある。1978年 の推定をす ると,150・-280台 の 大型計

算機21,800・-24,500台 の中型計算機,70,000～100,000台 の 小型 計算 機 総価額270

～380億DMが 稼動す るこ とにな る
。

データ処理専門技能者 の不足,デ ータ処理応 用の重要分野が未 だ開拓 されていない。標準化 され た・

転用可能の ソフ トウエ ア ・パ ッケージが不足 してい る等の理由か ら,デ ータ処理応用に関す る現時点

における可能性 もまだ充分 くみ尽 ざれているとはいえない状態である。 ドィッ連邦共和国の1978

年 に おける,全 技能段階のデ ータ処理専門技能者 の需要数は.250,000～400,000人 と推定

され る。

ヨーロッパ ・ベースの データ処理 メーカーは,1971年 初 頭にお いて,中 ・大型装置の分野でそ

の価額か らみて約20%の 占 有率 を示 して いる。 ドィッ連邦共和 国の市場 を支配 しているのは,こ れ

迄 と同様 アメ リカ合衆国ベー スの会社 で,約80%の 市場 を占有 して いる。 これに対 し,ド イツ連邦

共和国の小型計算機市場 はヨーロッパ ・ベースのデータ処理 メーカーが支配 的で.75%以 上 の市場

占有率を示 してい る。

専門大学におけ るデータ処理装置の設置.並 びにそこにおけ るデータ処 理 研 究は,単 に科 学の分

野に限 ったデータ処理利用に は留ま らな くなってい る。 しか しなが らこれ迄 使用 されて来た ものでは,

もはや専門大学のあ らゆる分野におけ る研究 と理論に関するデータ処理の完成 を可能 とす るには充分

ではない。

助成目的

連邦政府 はこの第2次 デー タ処理計画によって,次 の様 な一般 的 目的 を追求す るものであ る。

一合理化及び生産性 向上 の手段 として
,経 済及 び科学の分野に,デ ータ処理 を広 く且つ強力に利用す

ること

一公共機関に よって行 なわれ るサービス及び国家行政 に関す る
,デ ータ処理装置を利用 した合理化及

び生産性向上

一最重要基幹技術 としてのデー タ処理 をマスターす ること

二著 し く拡大するデー タ処理 市場 におけ る競争 関係のバ ランス化

b

助成措置
`

第2次 データ処理計画の枠内で特に重要視 されてい るのは,教 育 とい う点であ る。あ らゆる能力 階

層のデータ処理要員 に対す る急激な需 要増 に応 じて,職 業的な知識 を仲介 し,適 切 な再教育 を保証す

る為 には,職 業教育そ して専門大学に,人 的,物 的前提条件 を用意 しなければな らない。

専門大学 のあらゆ る分野の研究 と理論におけるデー タ処理の インテグ レーションは,充 分且 つ容易

に利用できるような計算能力 があ って初めて可能 とな る。 ドィッ学術 研究協会 の計算装置設置計画,

専 門大学の拡張に関す る連邦助成の枠内にお ける計算機設置,及 び地 方大型計算セ ンター計画等 は,

ドィッ学術研究協会 によって専門的に調整 され るものである。

一2一



鯵

■

ら

専門大学 におけ るデータ処理分野の研究は,超 地方的な研究プログラム,情 報工学によって促進 さ

れる ものであ り,こ の プログラムは,基 本法91bに 基 づいて連邦及 び州によって協 同融資 され る。'

この場合情報工学の一般 的な基本 のみな らず,デ ータ処理の専門的な応用にまで拡張 され る。

連邦政府は,教 育計画委員会 においてデータ処理 を本来のデータ処理職業 を越えて,他 の専門分野

の教育及 びテス ト計画において も,適 切 に考慮 され る様 に尽力す るものである。すなわ ち.こ の 目的

はデー タ処理の有す る可能性 をす べての職 業分野及び学科について洗いっ くそうとす る点にある。

専門大学教師 に対す る需 要を満 たす為 に,特 に産業及び外国の専門家 を教師 として得なければな ら

ない。H(セ カ ンダリー)段 階におけ るデータ処理専門家 の教育及び専門学校 レベルにお けるそれ は,

地 方学校(デ ータ処理の職業教育 セ ンター)に おいて行 なわれるものである。こうした学校の拡張 と並び

に留学制度及び各種 コース計画によ って,こ れ らの学校の為に適切な教師陣を得 る様促進 して行 く。

データ処理の新応用に関す る開 発の為,研 究開 発作業を促進 し,シ ステム及 び応 用に関する知識 を

使用出来る様 にしなけれ ばな らない。 こ うした知識 をもって,公 共ないし私的 な分野において もデー

タ処理装置 を計画,決 定,合 理 化の参考手段 として利用出来 る様になる。促進 措置 として は,次 の様

な分野にまで拡張 され る。

一計算機 に援助 された情報
,企 画,決 定システム

ー教育制度におけ るデータ処理

一医学分野におけ るデータ処理

一計算機に援助 され た開 発及 び建設

一データ処理によ るプロセス ・コン トロール

上記の助 成措置を継続 な らびに補充 する事 において,特 に公共的な関連 のあ るデータ処理応用,'並

び に公共分野におけ るデータ処理応用(た とえば医学及び教育制度)の 為 に,選 び抜かれたデータ処

理 デモンス トレーション ・プロジェク トを実現す る。

標準化 されたゾフ トウエァ ・パ ッケ ージの開発 は,一 般経済におけ る大多数利用者 に対 しデ ータ処

理装置利用による著 しい合理化 を短期 間に達 成させて くれ るものである。

産 業分野におけ る助 成措置 は,ド イツ連邦共和国におけるデータ処理関係市場 に,適 切な競争状 態

を作 り出す事 に寄与す る。

政府財政 によ るデータ処理装置設置綱領 は,次 の事を確立す る。 すなわ ち,装 置及 びプログラムの

標準化に関す る技術 的な可能性 を洗 い出 し,そ の設置に当っては,ヨ ーロッパ ・ベースのメーカーが

少 な くとも自己の能力に応 じて一部分 それに参画す るとい う事 であ る。

データ処理企業 は,レ ンタル事業 のあ らか じめ行な う融資に際 して成長 を阻害 す る資本的な問題を

有 している。 これ を除 く為に.連 邦政 府は,果 して レンタル資金融資会社 を援助 す るべ きか,又 いか

にしてそれ を行な うか検討中で ある。『

これまでの措置を継続 す る場合,将 来 も又,次 の分野における産 業的研究 を援助金によって補助す

る。 その分野 とは.こ れをマスターす る事がデータ処理企業の将来 の競争力に とって,決 定的な意味

を持 ってい るものを指 してい る。
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この大 きな意味合 いか らして,大 型計算機参画者 システムの開発は,さ らに又 援助 されるべ きもの

である。中型ユ ニバ ーサル計算機及 びプロセス計算機の開発に関す る現在進行中の未来 指向的 プロジ

ェクトは,最 後まで行なわなければな らない。 さらに又市場接近分野におけ るデータ処理装置及び・ プ

ログラムの開発 に関する選 び抜 かれ たプロジェク トの促進 は,調 和した競争関係成 立に至 るまで継続

され る もの とす る。

ど

●
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1.出 発 点 にお け る状 況 及び そ の評 価

1.1ド イ ツ連 邦 共 和 国 に お け るこれ まで の デー タ処 理 利 用 状 況 と1978年 ま

で の予 測

6

∀

1.1.1装 置 保有数

1971年 初 頭,ド イツ連邦共和国においては,約21,800の デ ータ処理装置,新 購入価額約

116億DMが 設 置 されてい る芸

く 内 訳〉

・大型計算 機60台ma価 額7億DM

・中 型データ処理装置及 びプロセス計算機8 ,300台mx価 額97億DM

・小 型計算機13 ,500台 ※※※ 価額12億DM

1.1.2予 測

1978年 ま での推移 に関 し,デ ィーボル ド(D)及 び ジーメンス(S)が,予 測を してい る。 こ

の予測は特 に次の推 移直線 を分析 し,そ れに基づいたものであ る。

一中小企 業におけるデ ータ処理装置の進出

一新利用分野開発 によるポテンシャルな利用者圏の拡大

一現存利用者の分野におけ る投 入 データ処理装置数の増加

一各部分 マーケッ トの上限に除 々に近づ く事による保有数の延 び率低下

●

1978年 の 予測

1978年 初 頭 の装置保有 数は次の通 りにな っている。

・大型計算機150(D)～280(S)台

価額20億DM(D)～35億DM(S)

・中 型データ処理装置21,800(S)～24 ,450(D)台

価 額180億DM(D)～245億DM(S)

デ ィーボル ドドイッ有限責 任会社 の調査 によ ると,小 型 計算機の保有は,1975年 初頭で

41,000台 とな り,設 置 された装 置の価額 は40億DMに 達 す る。1978年 で の推 定伸 びは,小

型計算機70,000～100,000台,価 額 にして70～100億DMに な る。

注 ※ デf－ ボル ドドイッ有限責 任会社 の調査 による。

ma大 型 計算機:月 当 りレンタル価額,160,000DM以 上,又 は購 入価額8,000,000D
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M以 上。

中 型 デ ー タ処 理 装 置:月 当 り レ ン タ ル 価 額,4,000DM～160 ,000DM,又 は購 入 価

額,200,000DM～8,000,000DM。

線 小 型 計 算 機:自 由 プ ロ グ ラ ミ ン グ 可 能 の メ イ ン ス ト レ ー ジ を伴 い
,且 つ 購 入 価 額 約40,000

DM～200,000DM以 上 の キ ー ボ ー ド小 型 計 算 機

1.1.3国 際 比較

データ処理装置 の保有に関す る国際比較 は,次 の事によって非常 にむずか しい。す なわち 日本を除

いて公的又 は,各!一 カーに よって証 明 された統計がない,現 存す る私的な推 定は,不 完全 な資料に

基づいてお り,同 じ国そ して同 じ時点で も異な った数字があげ られている等 である。 これまで知 られ

ているすべての調査 に関す る批判的な検討 をヨーロッパ協 同体 のコ ミッションの依頼に よって ,市 場

調査企業であ るSORIS-Turinが 行 な った。 この場合,数 力国 に関 して装置の年間 レンタル価

額 と国民総生産の比率 を出してお り.こ の数字 は第1表 に示す通 りで ある。勿 論小型計算 機は,大 体

においてあ まり考慮 されてい ない。

第1表

国民総生産(GNP)に 対 す るレンタル価格 の比率鯛

1968年1197・ 年11975年1198・ 年

ドィッ連邦 共和国 …… 2.43.67.39.8

2.03.27.210.0

1.82.55.28.0

2.43.88.110.4

2.23.36.99.6

2.53.98.11CL3

5.97,710,311.0

フ ラ ン ス

イ タ リ ア

ベ ネ ル ク ス三 国 … … …

ヨ ー ロ ッパ 共 同 体 … …

イ ギ リ ス

ア メ リカ 合 衆 国 … … …

ど

アメ リカに対 する遅れ

時系列比較 によると,ヨ ーロッパにおけ る中 ・大型デ ータ処理装置の利用状況は,ア メ リカに対 し

て5年 間 も遅れている。 日本 に関す る数字は,SORISの 報告 には含まれてい ない。 日本電子計算

機株式会社(JECC)の 統 計に よると1970年3月 末 で6,718台,価 額17億USド ルが設置

されてい る。年間 レンタル価額 と国民総生産 との比率 は2.7%で あ る。

`

司

1.1.4利 用 状況

果 して ドイツ連邦共和国において,デ ータ処理 にょって生み出され る合理化及び生産性の向上に関

す る可能性を適切 に利用 され るか否 か,こ れについては現存データ処理装置数か らは限 られた範囲内

でしか結論づける事 がで きない。
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利用段階

特定応用システム並びにその為 に必要なデータ処理装置は,同 時に多数の応用分野に進出 してい る。

どの応用分野に関して も,個 別課題解決,個 別課題の部分 インテグレーションの為 のデータ処理応用

と完全 イ ンテグレー トされた情 報 システム(イ ンテグレー ション段階)が 区別 され る。あ る特定応用

分野のどの インテグ レーション段階において も,基 礎 的作業 にイノベーション段階が続 いてい る。 こ

の段階にあ っては,極 く少数の ものが,新 し い 応 用 システムを実験 するだけで,こ れに次いで,数

年間に亘 る実行 段階(デ ィフュージョン)が,そ の分野にお ける利用者数が限界値 に近 くな る迄続 く

のである。

従 って通常 の場合,個 々の インテグレーション段階がいかなる状況に迄達 してい るかを明示 する事

は,あ る特定の利用分野についてのみ可能であ る。 一般 的に確認 しうる事 は,現 在 ドイツ連邦共和国

・一 及び世界各 国一一 に設置 され てい るデータ処理装置は
,大 量作業及びルーチ ンワークに使用 され て

いる点である。

連邦 共和国におけ る主 な応用分野 を簡単に分析すると次の結果 になる。

○行政 面での利用

行政 分野にお ける個別課業の解決に関しては,デ ィフュージョン段階に到 達 してい る。例 えば住民

関係,税 率設定,人 事関係等 がこれに該 当す る。他の分野,例 えば郵便貯金,年 金計算サ ービス,年

末調整,賃 金計算等 につ いて は既に飽和状態に達せん とす る状況 であ る。

かな りの分野.例 えば財政,金 庫 ・計算関係では部分インテ グレーションがイノベーション段階に

なっている。地方 自治団体等 の分野にお ける完全 インテグ レーション,並 びにデータバンク及び情報

システム設立 を目指 す計画はまだ基礎段 階にある。

レ

○医学における利用

連邦政府厚生報告 ※に よると,1970年,ド イツ連邦共和国 において3,640病 院 の内,1.5%

が独 自のデータ処理装置 を,更 に4%が 外部計算 センターを利用 し百 ・る。一 主に計算,測 定データ

の処理に関す る個 々の課業 の為 一 。

個 々の疾病 グループ,例 えば甲状腺関係にっいて計算機を医学的診断に用 いるとい う特定の分野,

これに関 しては ドイツ連邦共和国で も既 に実施 されてい る個 々の事例があ る。 しかし普通 は目下基礎

段階にあ るとい うことがいえよ う。

病院 インフォメー ション ・システムはアメリカにおいて実際 に利 用 されてい る。 ドイツ連邦共和国に

おいては.早 くとも5年 後 に,例 えばハ ノーバー医科大学 にインテグレー トされ たシステムを実現 さ

せ る様計画中であ る。又英国において も,デ ータ処理の健康サー ビス利用の準備作業が と りあげ られ

ている。

※1970年12月18日 連邦議会印刷資料
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○教育での利用

専門大学における管理問題の処理(例 えば学生統計,学 生の登録及び取り消 し,俸 給 ・授業料計算)・

更 にこれ と比較す ると僅 かで はあ るが学校で も(学 生,教 師諸 データの管理,評 価,時 間割計画作成

テス ト評価)デ ー タ処理装置が利用されている。

計算機の援助 による授業の為にデ ータ処理装 置を利用す る事 は,や っと基礎段階にあ り・ テス ト段

階であ る。現時点ではこの場 合アメ リカで行な われた経験 を参考にした研究 ・開発作業 を主 に行なっ

てい る。専門大学及び成人教育におけ るテキス トダイアログでの計算機援助 による授業に関 して アメ

リカでは目下約3,000タ ー ミナル,ド イツ連邦共和国では約60タ ー ミナルが利用 されている。

○企業における経営経済面での利 用

トロイアルバ イ ト※の調査によれ ば,1969年 で は ドイツ連邦共和国の15.000に の ぼ るほぼ

大企業 ともくされ るものの内約42%が,自 己の装置又は外注作業に よって,個 々の問題を処理す る

為 にデー=タ処理 を用いてい る。1975年 に は約75%が デ ータ処理を利用す るこ とになるであろう。

従 って ドイツ連 邦 共 和 国においては,個 別 問 題 処 理の為 に中 ・大型 データ処 理 装 置 を利用す る

点に関してかな り進歩 してい る。又小企業 について も計算 センターサー ビス及び小型計算機の利用に

よって,著 しい成長が予想 され る。

課業の部分的 インテグレー トによ る処理に際 してのデー タ処理の投 入 一 例 えば,受 注,倉 庫,生

産 設備稼動の連結 一 は,こ れに対 し,イ ノベーション段階は既 に克服 してい るかのよ うに見 えなが

ら,こ の開発状態には達 してい ない。

"マ ネジメン ト情 報システム"に 関す る大 きな関心そして活発な論議 について,ま だ これが基礎段

階にあ り,当 初 の実験 では,こ れ迄完全な インテグレーショ ンを実現 できない問題点が現れて来てい

る事 を見過 ごしてはいけない。

※ 教育科学省 の依頼 によ りドイツ監査 信託株式会社 トロイアルバ イ トが行な った"進 歩的利用

者 ソフ トウエア開 発に関す る需要分析"

○ デー タ処理の技術面での利用

プロセス'コ ン トロールへの データ処理装置利用の点で,個 々の課業 に対 する もの はイノベーション

段階を超 えている。 トロイアルバ イ トの調査によ ると,1975年 に データ処理 を使用しよ うとす る

企業の8%は,プ ロセス ・コン トロールにデータ処理 を投入 しよ うとしてい る。

個 々の課題 の部分インテグ レー ションを必要 とす る比較的総合的な利用形態に関して は,イ ノベ ー

ション段 階に丁度達 しているよ うに思 われ る。 この調査の結果.70年 代 では企業の4%が デー タ処

理 を 計 算 機に基づ く開 発に,10%が 計算機に基づ くコンス トラク トに用いよ うとしてい ることが

明 らかである。

●

`

d
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■

,

1.1.5評 価

利用 に際す る問題点

非常 な進 歩と比 較的高い計算 機密度に もかかわ らず,デ ータ処理応用に関 して現在存在す る技術的

可能性 は,ま た充 分 くみ尽 されているとはいえない。 この分野における投 資は,そ の高 さか ら国民経

済的にかな りの ウエー トを占めてお りなが ら,合 理化 と生産性向上に関 して技術的 にまだ相応 の寄与

をしてい るとは言えない。 データ処理の投 入準備 そして その有効利用にっいては,デ ータ処理専門者

の不足 そ してデー タ処理の現時点での可能性に関す る知識不足 とい う事態 によって大 きく阻 まれてい

る。更 に加 えて,デ ータ処理の重要な分野は完全に根本か ら開拓 されてい るわけではない。標準化 さ

れ,融 通利用 され うるソフ トウエア ・パ ッケージの供給 不足 は,企 業個 々の プログラ.ム開発 とい う事

態をよび,こ れ によ って生ず る重復開発 はそれでな くと も問題点の山積す る分野に.パ ーソナル'シ

チュエーションの コス ト面における悪化 をまね くこととな った。

公的分野におけ るデー タ処理の意味

公的分野にお いて は将来特に,デ ータ処理 によ る合理 化,生 産性向上の可能性をよ り強 く利用 して

いかなければな らない。厚生制度,教 育関係 ,そ の他公共的 な問題領域が有する労働集約的サービス

は,急 上昇する人件費 と限定 された労働力に直面 してお り,将 来国民に対す る質的,量 的サー ビス改

善 は,機 械作業 で代用 しうる作業はすべて機械 にさせ るとい うことができて初 めて可能 とな る。 この

場 合データ処理 は,中 心的な役割 を果さなければな らないのであ る。

1.2人 員需要,現 在 の教 育 キ ャパ シテ ィ

■

〉

1.2.1デ ー タ処 理専門要員の保有数

データ処理 専門者の供給状 態は 目下著 しい不 足を示して いる。 データ処理分野に おい ては,1970

年末 約100,000の 専門技能者がおり,そ の内訳はユ ーザーで70,000,メ ー カーで30,000

とな っている。なおデータパ ンチを行な う女子 タイヒ。スト及び他 のデータ把握関係の作業 者はこれに含

まれない。

能力 を完全に備えたデータ処理員の不足状況にっいては,正 確 には示されないが,し かし次 の現象

にっいては明 らかであ る。

一労働市場 に起 因す る高賃金 レベル

ー データ処理組織 ,プ ログラ ミング,並 びに機械操作におけ る超過勤務時間に占め る割合の増大

一非常 に大 きな人 員変動及び退職者数

1.2.2デ ー タ処理要員の教育構造

これ迄の教育
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これ迄データ処理専門技能者の教育は,既 に習得 したか又はそれに就 いてい る職 業に付りn的に行 な

うものであ った。この教育 に大 きく貢献 してい るのはメーカー会社 大ユーザーそして何 らかの共同施設

的な ものであ った。

専門大学'

こ こ数年来,専 門大学,エ ンジニア学校,経 済専門 高等学校等の公共的教育機関で,デ ータ処理教

科 を設け る努力がな されつっある。連邦科学研 究大臣は,1968年 文 部大臣常任会議議長,科 学委

員会議長及び西 ドイツ学長会議議長に これ に関す る提案 をしている。

セカンダ リー段階]1及 び 専門学校

デー タ処理教育の最初の足掛 りは,セ カンダ リー段階H及 び専門学校 にある。

あ らゆる面に関す るデータ処理付加 教育 の可能性 を体系化す ることは,こ うした教育が充 分であり,

他 の職 業教育 との関連において も有意義 であ るとい うところで始 められ だのであ る。

現在受 けることので きるデー タ処理教育キ ャパシテ ィについては,第2表 の通 りであ る。

第2表

教育個所 卒業者数

専門大学

一専門科目としての情報工学教程 1,600 一

一付帯科 目としての情報工学教程(数 学 ,エ ンジニ ア科学,経 済,社 会科

学,法 律学) 700 150

情報工学教程を有する経済専門高等学校及びエンジニア学校 1,000 200

データ処理専門実業学校及び企業内教育施設

数学 ・技術 アシスタン ト及び情報技術者教 育(1～5学 期)を 含む 2,500 3,000

データ処理事務職員

これ迄 は企業内教育 1,200
『

メ ー カ ー主 催 コ ー ス

自社新採用人員に対す る もの(1～6月) 2,500 5,000

行 政 関係独 自の コース

公共行政のデー タ処理要員の為 に行な う(常 設ではない,コ ース期間は4

週間以 上,連 邦所管事項 としての企 画であ り,公 共団体によって行なわれ

たもの) 200 200

・出典"デ ータ処理専門要員教育"委 員会委員情報,連 邦所管当局 ・地方公共団体公示・教育科

学省の行な った専門大学に対 す るアンケー ト
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データ処理メーカー

更 に1970年 に おいては,メ ーカー主催 の1～6週 間のデータ処理装置に関する短期 コースに,

約75,000に 亘 る顧客側要員が参加 した。 しか し,何 回 も重ねて行 なわれ るコースを終了 し,従 っ

て重複して数え られ るとい う現象があ り,果 して デー タ処理専門 要員 として教育 された ものの数が ど

のくらいにな ってい るのか,又 この コースが再教育 とい う意味をどの程度有してお り,又 それが単 に

一般 的情 報を支 える為 の もので しかないのか不 明であ る
。

しか しこうした措置 は,急 激なデータ処理専門要員需要 を満足 させ るにはと うてい不足であ ること

は確かである。
4

,

1.2.3デ ー タ処理専門要員の将来需要

1.2.3.1総 需 要人員

連邦政府第2次 データ処理計画が,教 育問題に注意を集中 しなけれ ばな らない とい う事は当初か ら

疑い もなか った。 それ故必要専門要員の予測を行な った。

データ処理 利用者

データ処理装 置利用者の将来 の人員需要 は,通 常通 りデータ処理装置の予測数 を基 にして推定 して

いる。装置当 りの配置人員はその課題領域の如何に強 く左右 され る。中 ・大型装置に関しては目下の

ところ,装 置の大 きさによって2.4～27 .2名 の専門要員数 を上下 し,平 均すると8.2名 となる。

装置数の予測(1.1.2章)及 び中 ・大型装置平均要員数6.9～9、6名,小 型装置の人員数等 を考慮す

ると,デ ータ処理利用者全域に亘 って1978年 初 頭において専門要員需要数 は200 ,000～

330,000名 と なる。

●

レ

予測の不確実 な点

この予 測の不確実 な点 は第1に 装置現存数の長期的,確 実な予測が困難である事 ,第2に1装 置当

り専門要員の平 均数 に対す る技術的組織的推移の影響を評価 しなければな らない点であ る。デ ータ処

理を所有す る企 業で は大多数の従業員がその装置 と密接 な関係にあ り,又 総合的作業分野 との関係 ,

そして職場 と関連す る計算機又 はデータ端末装置の進 出,こ うした事 によって又限界線の問題が出て

くることになる。即 ち本来 の意味でのデータ処理要員に数え られ る従業員数は どれ くらいにな るか,

又 どの くらいの従業 員が その他の作業 との関係 か らして機能的にデータ処理 と関係 を有 しているか,

これ を決定す ることは益 々困難にな って きている。

データ処理 メーカー

メーカー企業 にお ける人員需要の計算 はAEG－ テ レフンケ ン,IBM及 び ジーメンス並 びに小型

計算機メーカーの数字を基 にしてい る。 メーカー各社 はその数字の基本 として,平 均 データ処理要員

成長率15%を 採 用 している。 この率は成長す る労働生産性によ って引渡価額の成長 率より低い。 こ
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れ に よ っ て メ ー カ ー各 社 の デ ー タ 処 理 専 門 要 員 の 需 要 数 は,1978年 初 頭 で50,000・-70,000名 と

な って い る。

1978年 総需 要

従 って1978年 初 頭 におけるデータ処理専門要員に関す る需 要をユーザL及 びメーカー両方 につ い

てみると,250,000～400,000名 とい うことがで きる。

1.2.3.2教 育グループ別の需要人員

次 に人員需要を,職 業教育,全 体専門大学 領域の種 々の レベ ルを修了 したそのグループによって分

けてみる。 このレベルにっいては更 にその教育方向が,よ り経営経済 的であるか又 は技術的 ・科学 的

な ものに区分 される。

`

データ処理ユーザ ー

1978年 初 頭利用全体の60%が 経 営経済,10%が 管理 的な方向に利用 され ることになろうが,

現在では両者合計で約80%で あ る。他の利用は主に技術及び科学的な方向であ り・又将来 は医学,

教育学的な性格をおびた利用が考 え られ る。 マネ ジメ ン ト,シ ステム ・アナ リシス,シ ステム ・プラ

.ンニ ング及びデータ処理オーガニゼーション,プ ログラ ミング並びに機械操作等各 ファンクション分

野 における作業の為 に必要な教育の分析,そ してこれ らフ ァンクション分野の将来 の人事構造的 ウエ

ー トの分析に よる と,1978年 初 めにおいて,ユ ーザーサ イ ドの要員の30%は,情 報工学 を専門科

目又は補助科 目とす る専門大学教育 を必要 とす ることが明 らかである。約70%は セ カンダ リー段階

H又 は,専 門実業学校 レベ ルの職業教育 を受 けなければな らない。

データ処理 メーカー

メーカー会社の データ処理専門要員の50%に つ いて}£1978年 当初で,総 合専門大学におけ

る教程の教育を要求 され る。その内半分づっ がそれぞれ経営経済的なデータ処理作業 及び技術・科学的

なそれ とい う風になる。

保守,製 造,開 発関係 については,メ ーカー会社の データ処理要員の約30%が あ た り・ これに関

してはセ カンダ リー段階H又 は専門実 業学校 レベルでの,ハ ー ドウエア指 向のデー タ処 理 教 育(情

報電子技能者,情 報テクニカー)が 必要 とされ る。

残 り20%の デ ータ処理専門要員 についてはtセ カンダ リー段階ll又 は専門実業学校 レベル(デ ー

タ処理事務 員,情 報担 当者,経 営経済デー タ処理)で の ソフ トウエア指向的 データ処理教育が必要で

ある。

⑨

1978年 におけ る教育 グループ別総需要

総括 すると,1978年 初 めにおけるデー タ処理 要員は次 の様に種 々の教育 グループに配分 され る。

約66%の デ ータ処理専 門要員がセカンダ リー段 階ll又 は.専 門実業学校 レベルを修了
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●

即 ち約60%が ソ フ トウエ ア指 向

6%公 共 行政 に関す る準備職務修了

12%商 業 方面 の専門実業学校 レベルの修了(経 営経済 データ処理)

12%科 学,技 術方面 の専門実業学校 レベルの修 了(情 報技能者 ,こ れ迄 の数学,技 術 アシス

タン ト)

30%商 業 方面のセカンダ リー段階llの 修 了(デ ータ処理事務員)

約6%が ハ ー ドウエア指 向(情 報電子技能者及 び情報テクニカー)

約34%は 情 報工学 を専門科 目又は,補 助科 目として専門大学 を卒業した者。

この内

約66%は 経 営経済 を重点 とす る(補 助科 目として経営経済 を有す る情報学士及び補助科 目として

情 報工学を有す る経済学者)

約34%は 自然科学を重点 とす る(情 報学士;自 然科学補助科 目を有す る情報学士;理 工学 士,情

報工学専科)

1.3市 場 占 有 率

■

1.3.1デ ー タ 処 理 メー カー

アメ リカ各社 の覇権確立

高成長 を遂 げた産業,原 子 力研 究.宇 宙開発,防 衛 等の国家開発調達依頼,経 済,科 学,行 政 にお

け る現代的 マネジメン ト方法,大 きな国内市場 そして大戦後 ヨーロッパ経済の再 出発時点 での状 態等

は,ア メ リカの企業 に対 して,彼 等が アメ リカ市場 を超えて,中 ・大型データ処理装置に 関す るヨー

ロッパ市場 を実際的 には深刻な競争相手 もなく征服 す るこ とを容易にした。OECDの 研 究 にこれに

関する詳細が明 らかにされてい る。

ヨーロッパ におけ るアメリカ企 業の独占的な覇権確立 は,ド イツ連邦共和国の貿易自由化政 策に乗

じて,ド イツ連邦共和国におけ る深刻 な競争を殆ん ど不可能に した。但 し商業用小型計算機について

は.ア メリカも近年開発 し始 めたばか りであ り,こ れについては例外である。
■

第1次 デ ータ処理計画の効用

連邦教育科学省(当 時連邦科学研究省)の 第1次 データ処理計画,及 びそれ と歩調 を合せた連邦経

済 ・財務省(当 時連邦経済省)に よる市場改善発展の助成措置は,そ の目的の1つ に国内ベースの メ

ーカーの技術的助成 によって競争 関係の歪 みに対処す る目的があ った。

公的資金がアメリカの枠には達 しなかったとはい うものの,国 内 ベースのメーカーは公的 な助 成策に

よって ややその市場 での位置 を高 め ることがで きた。
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ドイツ連邦共和国におけるデータ処理市場

ドイツ連邦共和国においては.自 明の事 ではあ るが,こ れ迄 と同様 アメリカ ・ベ ースの会社 が市場 を

支配 してい る。1971年 当初,中 大型装 置の分野で,保 有価額か らみると約80%が アメ リカ製で,

IBMだ け で60%以 上 となってい る。

これ に対 しジーメンス/ッ ーゼ,AEG－ テ レフンケ ンは合計で約18%,そ の 他 ヨーロッパメー

カーは2%以 下 の数字 とな っている。 同じ く国家 的助成計 画(日 本は1957年 以来)を 有す る日本

及び イギ リスについてみ ると,国 内ベースの会社が市場 占有 価額 で,50%(日 本)及 び40%(イ

ギ リス)以 上 となってい る。

第3表 に示 す"中 型データ処理装置及 びプロセス ・コンピュータ"に 占め るプロセス ・コンピュー

タのみの割 合 を価額か らみると,6%で あ る。 このマーケ ットにっいては将来平均以上の成長率,年

間30%以 上 を予想で きるが,こ れに対 して もヨーロッパ ・ベースの会社 がその価額で約58%を 占

有 してい るのである。

ドイツ連邦共和国の小型計算機市場においては,ヨ ー ロッパ ・ベースのデータ処理企業 が75%の

占有率 を示 して トップに立 ってい る。 強い位置 づけ,国 内市場に於 ける経験か らして これに関 しては.

外国において も大 きな成果 をとげてい る。現在これ らの企業 はその生産の50%以 上 を輸出してい る

の であ る。

L

電気産 業 との比較

データ処理産業の現在及 び努力の方向 とな る市場 での位置 を判 断す るために,電 気産業 との比 較が

有意義であろ う。

西側諸 国で販売 された1969年 に おけるデ ータ処理装置の価額 をみ ると.ド イツ連邦共和国は

それ に2.6%の 割 合を示 してお り,西 ヨーロ ッパ諸 国をベース とする企業 は8.4%で あ る。 これを

電 気市場 にっいてみると,い ずれ も4倍 である。

アメ リカ及び ドイツ連邦共和国の最大企業のデー タ処理関係販売高の比率 は(IBMと ジ ーメン

ス),1969年 で40対1で あ った。 同 じく両国の電気事業 における最大企業の売上比率(ジ ェ

ネラル ・エ レク トリック社 とジーメンス)を みると3:1弱 であ った。

この比較 か ら,ド イツ連邦共和国におけ るデータ処理 は,電 気産業 の能力か ら推 して も,ま だ非常

に大 きな発展余力 と能力 を有 してい ることが明 らかであろう。

-●

経済政策及 び科学政策的諸観点

中・大型データ処理装置及び それに付属す る利用援助及 び コンピュータにおけ るヨーロッパ ・ベース

のメーカーの市場占有率の低 さ,こ れは次の ような経済 ・科学政 策的な理由か ら憂慮すべ きもの と思

われ る。

一競走は丁度
,全 体科 学技術発展のみな らず更に工業生産,医 学,教 育制度,コ ミュニケーション'

プ ロセスそして公的行政管理等に媒体 的効用 を有す る精神 的 ・技術的生産物で強いアンバ ランスの
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●

■

●

状態であ る。

一売 り上げが少 なす ぎるとヨーロ
ッパ・メーカ ーは長期 的にみて開発及び生産 を断念 しなければ ならない

か もしれない。 ヨーロッパで も数 力国,中 で もドィッ連邦共和国においては,ア メ リカ ・ベースの

数企業がデータ処理装置を製造 し,そ の装置発展 に寄与 し抱こもかかわらず,次 の様 な理由か ら,ヨ ー

ロッパ'ベ ースの生産性の高いデータ処理企 業の進出が国民経済的,科 学政策的な観点か ら望 まれ

るのであ る。

・目的に応 じた市場供給

大体 において製品 はアメ リカにおいて開発 された ものであ り.条 件 もアメ リカ市場 に基づいて

い る。俸給水準 と装置 レンタルの関係 にして も又企業規模 構造 にっいて もヨーロッパ事情 とは異

な っている。 ヨーロッパでは従 って他の システ ム解決 が必要である。

・デ ータ処理分野において生産性能力が有す る投 資財事業 での競争力 に対す る影響

データ処理装置 は,生 産 工程全般の操作 に も多 く用い られてい る。工業 プラン トを一式販売す

る場 合(例 えば圧延工場,発 電所,石 油 コンビナー ト)で も,同 時に,電 子計測,調 節.コ ン ト

ロール関係の ものが,統 合 された一つの部分 として引 き渡される。近い将来において
,機 械及 び装

・ 置の販売 ,輸 出が,付 属す るデータ処理装 置に大 き く影響 され るよ うになるであ ろう。高性能電

子 コン トロール,そ れに付随す るデータ処理装 置の提供者は販売され る工業 プラン トの企 画構想

に益 々大 きな影響力を有す るよ うにな る。

・インフラス トラクチ ュア産業に対す る刺激

データ処理企業によってな され るこの 刺激は,こ の企業 と伝統的に結 びついている関連企業に

対 して,新 式 機械,部 品そ して工作原料の開発 を可能 にす ることとな り,こ れ らは又他 の産業部

門 において も,よ り性能の高い生産物 を実現す ることとなる。

・科学者に対 する興味深い問題設定

データ処理企業の研究 ・開発セ ンターは一般的にその重 点を,企 業のベースがあるところに置

いてい る。従 って ドイツ連邦共和 国にベースのあるデータ処理企業は特 に,科 学者及 び開発技師

に対 し故郷 で才能 を発揮 させ るに適 してい るわけである。

他 の国 々で長い間行なわれてい る,国 内デー タ処理メ ーカーに対する国家援助 は,こ れ らメーカー

が 世界市場において,競 合相手に対しかな りの有利性 を持つ とい う作用をした。従 って ドイツ連邦共

和 国ベ ースのデータ処理企業に対す る国家 的援助は,現 在の競争の歪みを少 なくとも一 部排除す る程

度 の貢献をす る もの と思われ る。

国内市場 の支持力

ドイッ連邦共和国における大型 計算機の総販売価額はデ ィーボル ト・ドイツ有限責任会社の推 定で

1975年 約3億5,000万DM,1978年 で4億2,000万DMで あ る。 これに対 しジーメンス

が行 なった同期予測 によると,そ れぞれ4億2 ,000万DM及 び6億DMで あ る。

ドイツ連邦 共和国における中型 デー タ処理装置の総販売 価額 にっいて ジーメンスは.1975年 で
ぐ
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30億DM,1978年 で38億DMと 推 定 してい る。

上記の数字か らも明 らかな様に,中 大型装置 の市場 も ドイツのデ]タ 処理会社 に とって充分な将来

性 を持 ってお り,ド ィッ各社が この市場で行動 を起 こすことは,企 業政策的 にも又国民経済的に も有

意義であ り且つ必要な ことであ る。

第3表1971年1月1日 現在の ドイツ連邦共和国における コンピュー タ

保有価額に関する比率

(デ ィーボル ト・ドイツ社調べ)

ドイツ連邦,

共 和 国

(統 計)

大 型 コ ン ピ

ュ ー タ

中 型 コ ン ピ

ュ ー タ

(プ ロセス ・

コンピュー

タ 含 む)

小 型 コ ン ピ

ュ ー タ

内訳(分 野別)

公共
行政管理

科学
研究教育

価額10億 マ ルク
11.6
(100%)

0.7
(6%)

9.7
(83.7%)

1.2
(10.3%)

0.84
(7.2%)

0.86
(7.4%)

IBM

その 他 アメ リカ製

54.9%

191%

50.6%

42.2%

61.2%

17.3%

3.7(嶽

20.7%

,63.0%

9.5%

38.9%

21.8%

アメ リカ製合計 74.0% 92.8% 78.5% 24.4% 72.5% 60.7%

ジ ー メ ン ス/ツ ー ゼ

AEGテ レ フ ンケ ン

ニ ク ス ドル フ/ル ー フ※

フィ リップ ・エレク トロ リカ

キ ン ツ レ ー

そ の 他 ヨ ー ロ ッパ ベ ー ス

14.2%

2.7%

4.1%

2.2%

1.2%

1.6%

一

7.2%

一

一

一

『

16.9%

27%

-

0.5%

-

1.4%

一

『

41.3%

17.8%

i2.5%

4.0%

14.5%

45%

7.8%

0.7%

20.0%

11.5%,

0.6%

7.2%

ヨ ー ロ ッパ ベ ー ス の 合 計 26.0% 7.2% 21.5% 75.6% 27.5% 39.3%

'※IBMシ ス テム3モ デル10は,中 型機に示 されてい る。IBMシ ス テム3モ デル6は,

1972年 大 きく市場に進出 されて こよ うが,こ れ は小型機に入れ られ る。

wwRuf(ル ー フ)は ニクス ドル フの コンピュータを販売 してい る。

`

●

ここ数年 間の市場 におけ る成果か ら,1975年 に至 って国内ベースのメーカーは ドイツ連邦共和

国内の中大型 計算機保有総価額の最低25%,更 に1980年 で最 低30%を 占有することが可能 で

あると予想 で きる。

'
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大 型 コンピュー タ

中 型 コ ン ピ ュ ー タ

r含 むプロセスへ
kコ ンピュータ ノ

小型コン ピュー タ 総 計

アメ リカ・
ベースの

'

アメ リカ・
ベース
の他社

lBM 十

AEGテ レフンケ ン

ブイリツプ ス・
エレク トロニカ

ジーメンス/
ツーゼ

スーべ
。〉ツロ

社
「
他
ヨ
の

他社

ヨー ロッパ'ペ ース

の他社

IBM

ニクス ドルフ/

AEGテ レフンケ ン

フィ リップス・エ レク1ロ ニカ ニクス ドル フ/
ルーフ

公 共,行 政,経 営

ヨー・ツパ・ベースの他社 アメ リか ペースの他社

アメ リカ・

の他社

ジ ーメ ンス/ツ ーゼ

AEGテ レフ ンケ ン

ニ クス ドル フ/ル ーフ

フ ィ リッ プ ス ・コニレク トロ二 方

キン ツレ

ヨー ロ ッパ ・ベ ース

の他 社

ジー メ ンス/ツ ー ゼ

AEGテ レフンケン

ヨ一口ツパ・
ペースの他社

ヨー ロッパ ・ベ ース の他 社

ニ クス ドル フ/ル ー フ

フ ィ リップス ・エ レ ク トロ二方

キ ンツ レ

◆

1.3.2ソ フ トウエア企業

ソフ トウエア企業の規模'

国家 による開発依頼.調 達依頼 はアメ リカにおいて高性能の"ソ フ トウエア産業"の 発生 に大 きく

寄与 している。 これについては次 の2つ の数字に よって証明 され よう。即 ちアメ リカにおけるこの部

門最大 の企業は,従 業員5,000人 以 上,年 間売 り上げ1億 ドル以上 を有してい る。

ヨーロッパ ・ベースの ソフ トウエ ア企業は,こ れまでのところまだ,年 々売 り上げ を倍増 して きて

い るにかかわ らず,上 述のアメ リカのソフ トウエア企業規模には達 していない。 ドィッ連邦共和国の

1番 大 きな企業 で も現在従業員200名,年 間売上1,000万DMを 達 成 したにすぎない。
●

ソフ トウエ ア企業の業務内容

ソフ トウエア企業 の業務内容 は次のよ うな カテゴ リーに分け られ る。但 しこれ らカテゴ リーは経済

全体の意味か らそれぞれ異な った評価 を受け ることになる。

一 べニシック ・ソフ トウエアの開発

ベーシック ・ソフ トウエア(運 転 システム及 びコンパ イラ)は 通常,計 画 ・実 施に強い影響 を有

す るメーカーの依頼 によって作成 され る。即 ち伝統的にメーカー側に属す る業務 のサ ブシチ ュエー

ションとい うことが言 えよ う。 メーカー側におけ る質的 ・量的 な人員問題 そして ソフトウエア企業
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の特に高い生産性 がこの業務の移管の原因であ る。

一 コンサルテ ィング及び個別 プログラ ミング

ドイツ連邦共和国 に活動 するソフ トウエア企業 は実際的 にすべて,そ の大部分の利潤 をデ ータ処

理 ユーザ ーの コンサルテ ィングと個別の プログ ラミングに よって得てい る。経験豊 かな,メ ーカー

か ら分離 してい るコンサルテ ィング企業に よる中小企業へ の援助 は 一 特 に調達段階で 一一 大 きな

意味を有 している。 データ処理装置の規模,メ ーカーそして周辺機器等 の選択を誤 ると経 営経済的

に深 刻な結果 を もたらすこととなる。

コンサルテ ィングの枠内 で大抵の場合ソフ トウエア企業は又企業個 々の プログラム,シ ステムを

開発する。 こうした作業 は利用者側の専門要員 との密接な協力 で実施 される ものであるが,し か し

ソフ トウエア企業 はシステム形式では独立 してお り,責 任 を有する ものである。 この作業は純粋の

"外 注 プログラ ミング"と はは
っき り区別 しなければな らない。

デー タ処 理 の 普 及 に伴い,ソ フ トウエア企業によ って実施 された企業個 々のプログ ラ ミング も

大 きな意味 を持 って きてい る。 これは特 に中小企業の 分野 でい うことができる。 しかし大企業 にお

いて も,時 に よって現れ る,特 別 な資格 を必要 とす るよ うな問題 の為にエキスパー トの チームを常

にかかえてい るよ りは,コ ンサルテ ィング企業 を入れた方 がよ り経済的な場合 もあ りうる。

コンサルテ ィング企 業はこれに加 えて,様 々な企業 で得 た幅広い経験 があ り,こ れを利用す るこ

とがで きる。

一普遍化した利用者 システムの開発

各種企業の経験 は普遍化 された解決の前提 である。 その開発 は依頼に拘束されず,又 ソフ トウェ

ア企業に よってしば しば"貯 え"か らなされた ものである。

こ うしたシステムがポテ ンシ、ルなユーザーに提供 され うる以前に,大 きな出費が必要 となる。

こうした作業 に対 して,予 め行なう融資によ る高資本需要並びに大 きな リスクはこの事業分野の発

展 をさまたげ る結果 とな ってい る。

このような システム開発 が持つ全体経済 的な意味にっいては,軽 視 してはな らない。 まず国民経

済的に見て何事に もか え難 い程の重複開発回避,又 同一システ ムを何回 も用いることによって.企

業内並びに企業間の情 報の流れ を容易 にし,更 に情 報の 「ガラス張 り」が要求 される等の意味を持

ってい るのであ る。

亀

■

アメ リカ企業の競争利点

ソフ トウエア及び コンサルテ ィング企業の経済 的成果は,そ の知名度及び大型 プロジェク トへの参

加有無に強 く影響 される。 アメ リカ諸企業は市場に昔 か ら進 出してお り,非 常 に大 きく又国の大型 プ

ロジェク トに参加 していた等 の事 によ って,ヨ ーロッパ市 場へ も相 当に信頼性の点で有位に立 ちなが ら

進出 して来ているのであ る。特にその豊富な財力 は当初 の損失 を充分補 え る訳であ る。従 って ヨーロ

ッパの ソフ トウエア及び コンサルティング市場 もハー ドウエア市場 と同 じアンバ ランスな状況が発生

する危険性が存在す る。
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「

1.4企 業政策 と国家助成策

ヨーロッパ企業の マーケ ッ トに適合した企業 ポ リシーは,バ ランスの とれた競争状態 をつ くり出す

重要な前提条件である。利潤 を指 向する市場経済にあっては,上 記企業は,年 間成長率20%で しか

もその飽和状 態がまだまだ先 であるとい うよ うな市場で活動 し,そ れに応 じて計画,行 動する点 を考

慮 しなければな らない。

●

、

高度の資金需 要

この ような市場 に全体 に亘 って進 出してい く為 には,一 般的に大企業で さえ も独力で まかなうこと

のできない様な著 しい出費が必要 となることが多い。特 に初 めの数年間非常な財政問題が発生す る。

研 究 ・開発 そして高性能の市販装置作成までの大量の出費 は大部分,生 産開始前数年 間た発生す る。

データ処理装置 の レンタルによ って収入があ り,こ れで上記の予備段階での支 出並び に製造 ,営 業支

出を補充で きる状 態にな るのは,生 産 を開始 してか ら数年後にな る。更 に又 この市場 は年間成長率が

高いため,企 業が単に コンスタン トな市場占有率 を維持 しようとするだけで も,売 り上 げか らそれ相

応支出 を覚悟 しなければな らない。

◆

企業の戦略

全世界的市場に新 しく出現 してい る提供 者に とって最初 か ら,小 型計算か ら大型計算装置に至 る完

全な装置 に関す るスペク トルを提供 することは不可能であ り,ド イツのデータ処理企業は次 の様な戦

略 を考 えている。

2・3の 企業 は'
、データ処理市場への提供 に1つ の間隙 を発見 した。 これにっいては将来大 きな需要

が見込 まれ,又 当初 資本が限定 されてお りこれ で充分であ るとい った もの,即 ち,商 用小型 計算 機の

市場であった。

ジーメンス社 は,非 常 な売 り上げ増が期待 されたし,又 今後もされるであろ う中型デ ータ処理装置

の市場に焦点を合せた。

AEG－ テ レフンケ ン社 は.大 型 計算機分野に目を向けた。大型計算機 の利用者 は現 在主に科学関

係の計算 センターであ る。 この限定 された専門 的な範囲に限 ることによって,商 用 データ処理事業で

大 きな部分 を占める販売 コス トを比較的に少 な くお さえるこ とが出来 ると予想 したのである。

協力

研究,開 発,生 産,販 売に必 要な大量 出費のためAEG－ テ レフンケ ン社 とニクス ドル フコンヒ。ユ

ー タ株式会社 は
,大 型 計算機会社 に関す る交渉 を行なった。 こうした協定はあ らゆる市場における強

い国際競争の状態にかんがみ国民経済的に意味 を持 ってい る。将来予想 され る,大 ・中小型データ処理

装置及 びター ミナルの連合販売 にっいて も協力 の態勢が とられ ることになるであろう。
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又しか し,国 際的 枠内にあ って も協力への可能性 を追求 しなければな らない。現在外国の企業が抜

きんでた地位 にある開発を ドイツ連邦共和国が,又1歩1歩 その後を踏襲 して いこ うとす るこ とは意

味がな く,そ の上時間 と金の浪費 ともな る。

売 り上 げ拡張の為 には,こ れ までの経験か らして も,ア メリカの会社 とのライセンス契約が大 きなポイ

ン トになる。勿 論一方的な ライセンス契 約 は,市 場進 出の為 の短期的手 段にしかな らない。長期的 と

い うことになれば,両 者 の経済的な関心の調和の 上に ライセ ンス,ノ ウハ ウ及 び製品の交換を 目指す

契約 が必要であろう。 こうした取 り決めとして1964年 以来 のジーメンス社 とRCA(Radio

CorporationofAmerica)の ものがあった。又 ニクス ドルフ ・コンピュータ株式会社 は,

外国各社 と交渉 を進 めてい る。 こ うした事か ら,国 際市場において も真 の協力パ ー トナーとなるため

の技術 的,経 済的な地位 を ドイツ連邦 共和国 をベース とす るデータ処理 メーカーが確立す ることこそ

肝要である。大抵の場合,直 接輸出 よ りも協 力によった方が,外 国市場 をよ り良 く開拓で きる事 は周

知の通 りであ る。

`

,

1.5こ れ まで の助 成 措 置

1952年 か ら1970年 の間連邦及 び ドイツ学術 研究会(DFG)は,デ ータ処理助成 の為 に

7億5,000万DMを 支 出 している。第4表 はこれ迄行なわれた部分 プログラムの一覧である。

第4表 データ処理助成のための連邦及びDFGの 支出

1966年 末 まで 1967～1970年

の支出 の支出
(百 万 マルク) (百 万 マルク)

1952～1956:DFG計 算 装置に関す る重点計画 21
一

'

1957DFG計 算 装置調達 プログ ラム 115 85

1960ド イツ計算セ ンター(額 は土地,建 設措置,継 続出費

のための連邦資金 を含 む。 データ処理装置 はフォルク

ス ワーゲン財団およびDFGに よ って調達) 6 4

1960高 ・低エネルギー原子物理 な らびに原子 力医学用デー

タ処理装置(研 究センターは除 く) 16 19

1961連 邦経済 ・財務省の税率設定 調査方式の自動化の開

発 10 8

1963防 衛問題領域 を超 えた意味 をもっ連邦防衛省 のデータ

処理開発 ・研究 11 57

1966DFGの 情 報処理重 点計画 0.5 7

1967連 邦教育 ・科学省 に よる原子 力データ処理の助成 5

1967連 邦教育 ・科学省 の第1次 データ処理計画 162

●
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●

●

(内 訳)

a)デ ー タ処 理 技 術,シ ス テ ム ・プ ロ グ ラム お よ び 周

辺機器を含むデータ処理 システム,な らびにコンピュ

一夕企業および販売会社 におけ るコンピ
ュータ言語等

に関する研究および未来指向的な開発 (128)

b)コ ン ピ ュ ー タ利 用 (28)

c)科 学 的情報交換,情 報工業(個 別 プロジェク ト,

1970年11月 以 降の超地域情報工学研究 プログラ

ムに関す るもの) (6)

1967教 育 科 学 省 に よ る コ ン ピ ュ ー タ ・メ ー カ ー に お け る市

場調整のための技術開発の助成 113

(内 訳)

a)機 器 お よ び シ ス テ ム ・プ ロ グ ラ ム (87)

b)ユ ー ザ ー ズ ・プ ロ グ ラ ム (26)

1967連 邦労働研究所による中級 データ処理教育の助成 4

1967数 学 ・チータ処理有限会社 33

1968地 方 大型計算 センター 37

1968専 門大学拡張連邦助成の枠内の計算センター設立援助

(連 邦負担分) 24

1969DFG半 導体技術重点 計画 3

1969デ ー タ処 理,オ ー トメ ー シ ョ ン,半 導 体,電 子 工 学 分

野の特別研究領域 5

1970連 邦 経済 ・財務省によ る営業経済におけるデー タ処理

応用助成 3

1967か ら1970年 までの合計 569

1952か ら1966年 までの出費 180

これ までの合計 749

☆ この統計の中 に,原 子力研究セ ンター ・ドイツ宇宙研究 センター ・マックス'プ ランク協会各研究

所 ・連邦各研 究所におけるデータ処理に関す る支 出金 は含 まれていない。

☆1967～1970年 の支出の約60%が 専 門大学,そ の他公共施設,留 学金等にあて られ,約

40%が 一般企業に当て られている。

この統 計の中には,

・原子力研究セ ンター

・ドィッ宇宙航 空研究所
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・マ ックス ・プランク協会各研究所

・連邦各研究所

におけるデ ータ処理 に関する支出金は含まれていない。

1967～1970の 支 出の内60%が 専門 大学,そ の他 公共施設,留 学金等にあて られ,約40

%が 一 般営利企業に振 り当て られてい る。

以下 この詳細 及びこれ迄の助成策か らの経験 について記述 す る。

1.5.1専 門 大学及びデータ処理教育

DFGの 措 置

ドイツ学術研 究会議(DFG)の 助 成措置 は,科 学分野におけるデータ処理装置の利用,そ してデ

ータ処理分野におけ る研究に決定的 な貢献 をなした
。勿 論急成長の需要 を満たすにはDFGの 使用す

る資金 は充 分ではなかった。又計算 センターの運 営は,人 員面での不足によって円滑にいかないこと

もあった。

地方大型計算 センターの計画ではシュ トラー トガル ト,ミ ュンヘ ン,ベ ル リン,ハ ンブル グにデー

タ処理装置 を設置 した。

6

情 報工学研究プログラム

DFGに よ って用意 され た,専 門大学におけ るデータ処理研究人員,物 資は時間的に もその主旨に

ついて も限 られた ものであった。 それ故連邦教育科 学省 は州 と共同で,必 要 な幅で協調 した研究作業

と,そ して又専門大学にお ける研究,教 育分野 としての情報工学 の設立 を可能にす るよ うな超地 方的

な,情 報工学研究プログラムを想察 したのであ る。

作業促進法

セカンダ リー段階ll及 び専門実業学校 レベルでのデー タ処理教育の為の作業促進法律 の可能性 は,

これ まで完全に洗いつ くされた とはいえない。 データ処理事務員,デ ータ処理経営経済学士,数 学技

術 アシスタン ト,情 報電子 工技能者,同 テ クニカー等 の人員不足の克服 には,著 しく多数の教育施設

を必要 とす る。

1.5.2デ ー タ 処 理 利 用

公共的管理におけるプロジェク ト

第1次 データ処理計画にお いては,公 共 的問題 に対す るデータ処理利 用の為の開発,研 究作業促進

が予定 されていた。その結果第1次 データ処理計画による資金投入 によって ,公 共管理 において次の

様 なデータ処理利用 プロジェク トが促進 され た。

一連邦政府の報道情報局における政治情 報用情 報 システム

ー ドイツ特許局の情 報 システム
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6

⑳

一連邦経済 ・財務省における
.財 政,金 庫,計 算各 分野のインテグレー トした情 報 システム

ーケルン市における地方自治体問題の データ処理

一 データバ ンク及び刑事警察関係 プログラム ・システム

ー防衛庁 ドキ
ュメンテーション ↓セ ンターにおけ る機械資料 ドキュメンテーション

これ らプロジェク トはまだ完結 されていない。

これ らプロジェク トの内第1の もの及 びその他2 ,3の 政 府所管の計画(例 えば法律情 報 システム)

で は,数 学 ・データ処理研究有限責任会社が協力 してい る。

これ迄 の経験 によると,連 邦所管 の業務分野 と直接 関係のあるプロジェク トは,管 轄所管の担 当者

との密接 な協力及 びその者達 によるプロジェク ト作業の コン トロールを必要 とす る。従 ってこうした

プロジェク トへ の資金 について は,将 来原則 としてその都度 の所管機構の予算 にくみこまれ るべ きも

の であ ろう。教育科学省 の助成措置 は⑱各所管の領 域を越えてい るか,又 は非常に重要 な原則 的問題

が科学的 な解決 を必要 とす るとい うような場合に,適 用されて くる。

医学及 び教育制度 におけ るプロジェク ト

その他公的な問題の為 に,次 の様 なプロジェク トの助 成が開始 された。

一医学 におけるデータ処理(例 えば
,計 算機 に援助 された医学 的診断,ク リニック,化 学実験及び重

病患者監視の 自動化)及 び

一教育制度におけ るデ ータ処理(例 えば計算機 に援助 された講議
,教 育管理におけ るデ ータ処理の利
'

用)

更 に道路,鉄 道交通 の調整の為のデー タ処理 利用に関す る個別計画も促進 された。

医学,教 育及び交通の分野におけ る助成措置は,第2次 データ処理計画の経過期間中において も,

非 常に大 きな ウエー トが必要 となるであろう。

●

■

非公共的問題 の為 のデータ処理利用

これ迄の経験に基づいて,第1次 データ処理計画の期間中に,公 的な分野におけ るデータ処理利用

と並ん で,非 公的な分野で もこれ を入れ る必要性が出て来 るに至 った。これ は国民経済のあ らゆ る本

質 的領域において生 産性上昇と合理化の手段としてデータ処理を利用する前提 をつ くることを目的 とし

ている。 この為 鴨化学 ドキ ュメ ンテーション"プ ロジェク トが促進 された。 その他の プロジェク ト

(例 えば"計 算機 に援助 され る開発.建 設","計 算 機に援助 され るマネジメ ン ト情 報 システム")

は研 究によって準備 された。

経験

総括す ると次の点が確認 される。

一デー タ処理利用の分野においては通常
,デ ー タ処理プロジェク トとして相 当大 きな関連利用分野 を

把握 してい るような ものが選 ばれて.初 めて満促の い く進 歩をとげることがで きる。
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一大型のデータ処理利 用 プ ロジェク トは
,追 求 する目的を達 成 す る為に,厳 密 なフォーロー アップ

とコン トロールを必要 とす る。

1.5.3デ ー タ処理 装置の 技術構造及びシステム問題

助成の根拠

ドイツ連邦共和国内をベースとす るデータ処理 メーカーにおけ る研究 ・開発作業助成 は,1967

年 次 の理由か らテクノロジー ・ス トラクチ ャー及 びシステムプログ ラムの分野について開始 された。

一著名な科学者達に よると,ド イツ連邦共和国内の独 自の計算 機開発な くして,科 学 的に充分 な能力

をデータ処理 に もたせ るこ とはで きない。特に彼等 はタイム シェア リング特性 を有す る大型計算機

の開発 は,専 門大学の需要,こ うした未来指向的な問題設定によ る研究の充実を考 えた場合必須の も

の としてい る。

一 ドイツ連邦共和国ベースの メーカーは,国 内市場で10%し か 占めていない。 こ うした市場 の歪 み

は是正 され,バ ランスの とれた競争を可能 にすべきであ る。

効果

第1次 データ処理計画のこの部分 との関連 では,予 想 よ り多少遅れた とい うもののAEGテ レフン

ケン社のTR440を もって,専 門大学計算セ ンター及び研究施設用の充 分な競争力 を有す る装置の

発生 をみたわけである。 ジーメンス社 のデータ処理分野における売 り上げは一 購入 ベース計算 で 一

1965/66営 業 年度の5,000万DMか ら1969/70営 業年度の7億DMへ と上昇 した。 こ

れにっいて は,RCA(RadioCorporationofAmerica)と の,契 約関係が寄与 してい

る部分 もあろ う。特 に注 目すべ き上昇推移を示 しているのは,小 型計算機の メーカーである。 この分

野に対す る助 成資金 は中大型 機の場合 と比 較して,ご く僅 かで しかなかったに もかかわ らず こうした

好調を示 してい る。

データ処理 テクノロジー,装 置構造,シ ステム,ソ フ トウエア等の分野 にっいて実施 した調査の多

くは,こ れ迄市場 に提供 された製品に何 ほどの影 響も及ぼすこ とはできなかった。これ らの結果 は,将

来のデータ処理分野 のインフラス トラクチ ャーを改善す るのに役立つであろ う。

4

経験

この分野におけ るこれ迄 の促進活動の経験 として,次 の ものがあげ られる。

一プロジェク トの選 択に当 って は,そ のテクノロジカルな意味の他 に,市 場重要性 とい った点 も検討

す る。急激な技術革進,日 々変化す る市場の状態か らして,プ ロジェク トは常 に検討 し,場 合によ

って目的 を変更 しなければな らない。

一発生す る問題 を全体的に調整 し
,あ らゆ る場合に根本的に検討す ることは,資 金が常 に限定 されて

いることと人員的な不 足か ら不可能 である。 それ故国内,国 際的 レベルのノウハ ウの交換 を更に強

化し,重 複開発 を最小限に制限 すべ きである。
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一 巨額 の開発 コス トを検約す ることに なるメーカー間の機器の交換 は
,コ ンパ テ ィビリテ ィの 欠 如

によ って常に困難に直面 している。国際的に承認 された規格 ・標準をつ くる努力 を強化 し,又 将来

の規格化に適した特性 を調査す るよ うにしなければな らない。

も

・

■

、
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2.第2次 デ ー タ処 理 計 画 の 目 的

連邦共和国におけ るデータ処理 の現状.そ して直面す る問題点か ら明 らかな通 り,社 会の為 にデー

タ処理のポテ ンシャルな利用を完全 に行 な うためには,強 い助 成措 置が必要である。連邦政府は第2

次 データ処理 プログラムに よって,次 の様 な一般的 目的を追求す る ものであ る。

経済及び科 学におけ る生産性 向上

我国民経済の競争 力維持促進の為の合理化,生 産性向上の手段 として,デ ータ処理 を幅広 く,強 固

に,経 済,科 学の面で利用す る,そ の前提条件を創 り出す事。

この為の最 も重要 な前提 は,あ らゆる能力 レベルのデータ処理専門要員 を充 分な数に亘 って教育

す ることである。又専門大学においては,デ ータ処理研究(情 報工学研 究プログラム)及 び計算キ

ャパ シティの確立 を促進すべ きであ り,後 者 の措置は特に,科 学分野 におけ るデータ処理の技術的

投入に関す る前提 で もある。セカ ンダ リー段階H及 び専門大学 レベルの教育は,デ ータ処理職業 セ

ンターの組織的促進 によ って確立 され る。デ ー タ処理 の新 しい利用を開拓 し,経 済面におけるデ

ー タ処理装 置の投入 をスタンダー ド・プログラム ・パ ッケ ージの開発によ って合理化する。 データ

トランス ミッション ・ネッ トワー クの拡張,大 広帯域 の トランス ミッション方法に関する調査によ

り,デ ータ ・リモー ト ・プロセ ッシングの幅広 い利用を可能にす る。工業開発の促進 によって,経

済,科 学分野の利用者 に対 し装置,プ ログラムのよ り豊 富な提供 を行な う。機器,プ ログラムの コ

ンパ ティビリテ ィ強化をはか ることによ り,利 用者に対 し連結 システムの作成 と,装 置の選択にお

・ ける大 きな柔軟性 を可能 とす る。

公共サービスにおけ る生産性向 上

公共機関によって行 なわれ るサ ービス(国 家行政 を含む)の 合理 化及 び生産性向上.公 共サ ービス

に対す る要求 と,そ れ を満足 させ る為 の コス トにっいては,そ の上昇率において,国 民総生産の上昇

率 よ りも高 くなってい る。例 えば,健 康制度,教 育制度におけ るよ うな社会の要求 を今後 も満 たして

い く為 には,ま さしくこの公共 的分野にお いて,目 的 を明確 にした,集 中的なデータ処理利用が必要

である。

一般的 にデータ処理教育の改善 に関す る上記の措置 は,こ の目的に も合致 してい る。 これ は更に

連邦職員 ・官吏 に対す るデータ処理教育 特別措置によ って補充 され る。新利用方向開拓 に当 っては.

教 育制度,健 康制度,公 的行政管理におけるデータ処理投 入が特別 な重 点 とな る。 この場合数学 ・

データ処理研究有限会社 は,重 要 な任務を負 う。専門大学におけ る計算 キ ャパ シテ ィの確立 に当っ

ては,専 門大学管理及び専門大学病院の需要が関連 される。 デ ータ処理の公的管理行政での利用は

種 々の調整措置によって合理化す る。

令
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基幹技術 の克服

最 も重要 な基 幹技 術の1っ としてのデ ータ処理 のマスター,デ ータ処理装置のテ クノロジーは,電

子 工学の分野におけ る現代的開発のペースメーカーである。 ここで達成 され た.マ イクロ ・ミニュー

チュア及 び回路技術に関す る進歩 は情報通信技術,コ ン トロール技術,更 に コマーシャル ・ベースの

電子工学等 にその足掛 りを見い 出してい る。機械 ・器機工業 とコ ン トロール,制 御デ ータ処理の連結 は,

益 々密接 になってい る。

こうしてデータ処理 は,ド イツ投 資財産業の競争力を世界市場において,維 持促進す る事に貢献す

ることになる。

この 目的を達成 する為 に,Pico秒 回 路,ナ ノ秒高速ス トレー ジ,サ ブ ミニューチュァ組立技

術,グ ラフィック ・ス トレージ,レ ーザー ・ス トレージ,極 精密技術等の分野におけ る工業研究,開 発

を促進 する。専門大学におけ る基礎研 究は"半 導体技術"重 点計画の枠 にそい,又 情報工学研 究計

画の若干の研 究 グループによって強化 され る。

バ ランスのとれた競争状 態の創造

急激に拡張す るデータ処理市場におけるバ ランスの とれた市場の実現,同 時 に ドイ ツ連邦共和国を

ベース とす るデ ータ処理企業 に,国 内市場,更 にヨーロッパ,世 界市場での自己の生産性 に応 じた市

場占有率を獲得で きるよ うにす る。

データ処理専門員 の教 育に関す る措置 は,ド イツ連邦共和国の データ処 理 が有す る,充 分の能力を

備えた要員の不足 とい う阻害要因 を除 くことにな るであろ う。更に専門大学におけ るデー タ処理研究

の強化は大 きな実 を結ぶ ことにな るであろう。 レンタル事業によって発生す るメーカーの財政困難 を,

軽減で きるか否 か を検討する。 ドイツ連邦共和国をベース とす るデータ処理企業 にあっては,デ ータ

処理 テクノロジー,デ ータ処理 ス トラクチ ュア,コ ン ピュータ言語,人 間 ・機械関係等 の分野 にお

け る調査並びに機器,プ ロセス ・コンビ。ユ一夕,小 型データ処理装置,そ れに付属す るプ ログラム,

中 ・大型 ユニバー サル 計算 機の統一 ファー ミリーの開発を促進す る。

ドイツ連邦共和国 ベースの データ処理企業が,早 期且っ適切に,新 利用方向開 拓の プロジェク トに

参加す ることによ って,将 来の市場に対す る有利 な出発点 を得 る。標準及び規格,そ してその維持に

関する努力 は,メ ーカーの販売 を調和 させ,そ れに伴 って競争力 を向 上させ ることがで きる。公的分

野におけ るデータ処理装置の設置強 化は,市 場 の拡張を遂 げ る。

このメーカー製品の競合をよ り良 くす る,こ の分野におけ る装置設置の要綱を作成す る。価格 ・性

能比率が同等の場合 は,ヨ ーロ ッパ ・ベ ースのメーカーの装置を優先 とす る。
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3専 門大学領 域 にお け る措 置

専門大学領域 におけ る促進措 置として予定 されているのは,超 地域的な情 報工学研究計画,計 算キ

ャパシテ ィの拡大及び 一 インフラス トラクチャー改善 の為 一 経験交換の援助等で ある。 これ ら措

置はすべて,デ ータ処理分野 にお ける専門大学卒業者の教育改善 に貢献す る ものである。 一 連邦に

よる直接の教育施設助成 は,各 州の資金権 限の問題か ら不可能である一 。 デー タ処理専門要員の確

保 は,経 済.科 学,公 的サー ビスにおけ るデータ処理利用改善 を可能にし,ド イ ツ連邦共和国 をベー ∋

ス とす るメーカーが競争におい て直面す る困難な要因 を排除 して くれ ること とな る。但 しそれが,人

員問題に関す る限 りではあ ろ うが。専門大学領域 にお けるデータ処理研究の促進 は,革 新の導入によ

って ドイツ連邦共和国におけ るデータ処理の位置に とって も有効 である。計算 キ ャパ シテ ィを充 分確

保することは,と りもなお さず,あ らゆ る科学 分野におけ る研 究,理 論 の補助手段 としてデータ処

理の応用を推進 し,又 専門大学管理 ・同病院等 の能力 を高 めることにな る。

原則 的に は.研 究,理 論の補助 手段 として コンピュータを利用す るこ とは,科 学,技 術の あ らゆる

ディシプリンで,デ ータ処理を自明の もの として投入す る為の最善 の前提である とい う点が出発点 と

な る。 この限 りにあ っては,デ ータの可能性に関す る理 論講義 のすべてに利用す る為 に,計 算キ ャパ

シテ ィの確保を考慮 し,又 優先視 され る。

■

3.1教 育課 程

専門大学における情 報 工学課程

専門大学においては,目 下種 々の期 間を有す る次 の様な課程が設け られてお り,こ れは,重 点 とし

て一般情報工学の外に,技 術,経 営経済,管 理面での利用を指向する教育 を含んでいる。

一副科 目又 は補充科 目を伴 う情報工学 士
,例 えば経済学,電 子 工学,物 理,数 学,言 語学(デ ー タ処

理 システムの理論組織の設置,所 属 システムプログラムの開 発,新 応用法開拓 への協力)

一経営経済学士
,情 報工学専攻(経 済 ・管理の事業体 における総 合的なデータ処理 システムの形成,

及 びインプルメ ント,並 びにその インテグ レーション,経 営経済の具体的問題及び経過の方向)

一 工学士,情 報工学専攻(デ ー タ処理装置の部品及 びその グループ,デ ー タ トランス ミッション ・シ

ステム,デ ータ処理 システム等の研究,開 発 製造)

一 情報工学 を主課目とする
,学 校の情 報工学教師(デ ー タ処理職業教育センター,セ カンダ リー段階

II,職 業 教育等 に於 け る教育活動)

他の課程に於ける情報工学教育
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◆

■

医学,言 語学.法 律,建 築技術等上記外の分野に於 けるデータ処理の特殊化の為に は,現 状 に於い

てこの専門課 目に加 えて,情 報工学 を附加 的に教育する事が合 目的 に考え られ る。将来 こうした利用

が,特 殊課程の進 展 を必要 とする事が明 らかになるであろ う。

専門大学卒業者 でデータ処理 をご く当 り前 の もの として,操 作 出来 る訓練 を得た者は,そ の職業生

活においてデ ータ処理 の導入及びその新しい利 用を容易にす るであろう。

あらゆ る専門分野,特 にエ ンジニ ア,経 済学者,社 会学者,自 然科学者,医 学者,教 育学者,が そ

の通常の活動 を通 じてデータ処理 と機能的に接触 をする様 な分野 は,実 際指向のデータ処理講義及び

ゼ ミをこの学習方向の教育 プランに益 々取 り入れて行 かなければな らない。連邦政府 は,そ の憲法に

よ る可能性の枠内で これに尽 力する。

試験 プランの中には,、デ ータ処理 を同レベルの補助 課 目又は選択課目 として採用する。 とりあえず,

これまで予定 されていた補助課 目及び選択課目に変えて行 き,さ らに場合 により必要なキ ャパシティ

を拡張 した後,義 務課 目として教育課程の固定部分 とす る。連邦政府は,教 育 計画委員会において,

適 切な調整 をはか る様努力する。

3.2超 地域 的情報工学研究計画

科学 的ディシプ リンとしての情 報工学

情 報工学は,デ ー タ処理装置 のプログラ ミング,コ ンピュー タ言語,構 造の科学であ り,人 間機械

総合作用を含ん だその装置の利用方法論の科学である。情報工学及びデータ処理 システムのテクノロ

ジーは,デ ータ処理 の2本 の柱であ る。科学的なデ ィシプ リンとしての情 報工学の開発 は,デ ータ処

理の実際に於 ては,経 験 的規律の応 用にかな り遅れている。

この事は,過 去 にお けるデータ処理 システムの総合性の拡大 とい う点か ら非常 に大 きな問題 点 とな

って来た。更 に情報工学の理論は,体 系的 な処理 ,知 識分野の秩序等の不足に よってむずかしくなっ

ている。情報工学 の進展 によって,デ ータ処理の利用は,簡 素化 され,従 って その利用方法 も改善 さ

れて来 る。 こうして,人 員需要並 びに教育支出 を減少 させなが ら,よ り良 い問題解決を見 い出 して行

く事が出来 る。

■

情報工学計画

専 門 大 学におけ る教 師の緊 急な不 足に もかかわ らず,充 分に幅の広い科 学 的 基 礎を迅 速に作

り出 して行 く為に,研 究 計 画 を予 定 してい る。 それは,す でに情報工学の分野に活躍 している専門

大学 と協 同で,超 地域的に実施 される ものであ る。研 究計画は,基 本法の91bの 取 り決めに基づい

て連邦及 び各 州が協 同で促進 す る。 この場合,協 同資金でまかなわれ るものとして は.人 件費,及 び

物件費であ り,た とえばデータ処理装置の レンタル,運 転,保 守,旅 費,材 料,文 書,計 算時間によ

るレンタル費用,事 務所使用料,小 機器の取 得がこれに属す る。

これまでの考 え方によると,研 究計画には,80～100の 研 究 グループが介入 して来 る事にな っ
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ていた。 この場 合,助 成 を受け られ る研究グループは,情 報工学 を担 当す る研 究及び,理 論の統一単

位 として形成 され るグループであ るとされていた。75～80%の 研 究グル ープは,コ ンピュータ言

語,運 転 システム,計 算機組織,情 報管理,回 路技術等に予定 されてお りデータ処理 利用の基本問

題に当て られ るのは,20～25%に す ぎなか った。 データ処理利用の限定的 なこ うした取 り扱いは,

次の様 な考 え方か ら端 を発 してい るものであ る。すなわち一 新 しいデ ィシプ リン,情 報工学 に反 し

一 現存の専門分野 をして
,一 般的資金源の要求,そ して独自の努力 によって,,そ の 分野の方 法及び

教育内容 を現代化 し,デ ー タ処理に適 した ものに変形 して行 く事 が出来 る様に しなければな らない。

この事が実際 に起 るか否か と云 う疑惑 は,実 際 に根拠があ った訳であるが,そ の後特殊の利用 シス

テムの諸問題を情 報工学計画の中へ挿入す る結果 とな った。非常 に人員的なベ ースが,情 報工学にお

いては狭 く,こ れか ら更にあま りに多 くの人員を取 りす ぎる事のない様にする為,情 報工学を担当す

る研究理論の1単 位 と密接 な専門的協力が確立 されてい る場 合において,そ の都 度の利用分野 を担 当

する研究 理論単位 について も,こ の種の研究 グルー プを設置で きる もの とす る。

φ

計画の専門分野

13の 専門分野:

一 自動機器セオ リー及び フォーマルの言語

一 プログラム言語,ダ イヤログ言語並 びにその トランスレーター

一計算機組織
,回 路

一運転 システム

ー情報管理 のシステム

ー コンティニ アスシグナルのディジタル処理の方式

一 データ処理のテ クノロジー

ー ディジタル計算機による技術的 プロセスの 自動化

一計算機に援助 され たプラン
,設 計,コ ンス トラク ト

ー デ一夕処理の医学分野 におけ る利用方法

一教育学分野におけるデータ処理利用方法

一データ処理の経営経済 的利用方法

一公的行政及び法律にお けるデータ処理利用方法

上記の13に 亘 る専門分野において,基 礎研究の緊急課題 を選択 した。 これ らは20の 専 門大学に

おけ る,120～150の 研 究 グループで相互に調整 をはかり,他 の産業 プロジェク ト,利 用 プロジ

ェク トの促進 とあわせて処理 して行 くプログラムは,「 連邦 ・州情報工学委員会 」によって実施 をコ

ントロール され る。科学的な作業 は,そ れぞれ参加各専門大学の代表者1名 が属す る1つ の協議委員

会 と,研 究グル ープ リーダー及 びその他専門委員の所属す る個別の専門分野別委員会 によって調整 さ

れる。独自の作業,当 該の問題全体 の国際的 に見た状 態に関 して専門 分野のゼ ミナール及び特別な文

書に よって報告 する。 こ うして情 報工学の知識素材の総 合状 況 を把握 して い く。

`
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ドキュメンテーション及び情報 の科学促進 は,情 報工学研究計画の対象 ではな く,現 在準備 中の

これ と調整 を計 った特別 の連邦 計画の案件 であ る。 この計画に伴い,イ ンフォメー ション及び ドキ

ュメンテーションの分野 におけるインフラス トラクチ ャーを改善 し,性 能の高 い専門情報システム

の ネッ トワークを作 り上 げる。

超地域的情報工学研究計画の資金(単 位:100万DM)(ド イツ連邦教育科学書)

196719681969197019711972197319741975

57 13 27 40 50 60

3・3専 門 大 学 領域 にお け る計 画 キ ャパ シテ ィの拡 大 及 び地 方 大 型計 算 センター

●

■

●

計算キ ャパ シテ ィ拡大の計画

計算 キャパシテ ィ拡大に関する計画 は,総 合専門大学の教育 に基づ く専門大学領域の構造変革に端

を発している。需要推移か ら明 らかな様 に,空 間的に隣接 す る専門大学数校に とって,協 同解決が合

目的であ る場合は別 として,長 期 的に見 た場合,各 専門大学が(総 合専門大学)少 な くとも比較的大

型のデータ処理装置 を利用出来 る状 態にな らなければな らない。総合専門 大学 は,又 隣接す る大学 と

は無関係の研 究施設 とデー タ処理 の共 同利用に関す る協定を結ぶ事 も出来 る
。 この場合,計 算需要 の

一部を充足 させ る為 に
,地 域大型計算 センターの設立が行なわれる。

アメ リカにおけ る類似 プロジェク トは,非 常 に大 きな成果 をお さめているが,こ れでは個 々の計算

セ ンターを連絡 ネッ トワークにっな ぐ方向 に努力 を集中 してい る
。次の様 な利点 が達成 され る。

一計算 センター間の キャパ シテ ィのバ ランス化

一他 のセ ンターのプログラム ・ビブ リオテークの共同利用

一 計算セ ンターの設備運転に際す る調整

専門大学に対す る計算能力の供給 に関 しては,連 邦全域 に亘 る中期 計画 といった ものがこれ までの

ところない。 このため1971年8月.科 学委員会は,ド イツ学術研究会 と協 力の上,1975年 迄

の専門大学におけ る計算 キ ャパ シテ ィの確 立,そ れに必要 な資金に関す る答申を作成す るよ う依頼 さ

れた。バ ーテン'ヴ ュル ッテンベルク州の専門大学 に関す る,1973年 迄 のデー タ処理装置設置総

合計画が最近,同 州文部省か ら公表 され る。

当面の需要調査方法

1975年 迄 の大略の資金需要 に関す る当面予測を行な う場合,そ の補助 とな っそい る考 え方は,

ドィッ学術研究会議(DFG)の 計算装置委員会 との協力 によって出 され たものであり
,1975年

の需要は・これによって・専門大学領域にお けるデータ処理装置の以下に述 べ る機能を原点 として調

査 されてい る。
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一基本機能

全専門大学 のデ ータ処理 システムが満た さなければな らない基本機能 としては,次 のものが挙げ られ

る。

・フ ァイ リング及 び リモー ト・ファイ リングによって処理され る科学関係要 員の大型 プログラム

・学生の プログラ ミング教育の枠内におけ る,リ モー ト・ファイ リング ・システム及び ダイ アログ ●

システム におけ る多 数のテス ト廻 し,並 びに科学関係要員によ るシステムのイ ンターアクティヴな

利用

・計算 機利用の講議

・図書 館自動 化

・専門大学管理

これ ら基本機能を満たす為 には,学 生約500名 の小専門大学で,マ ルチ アクセス計算装置,購 入

価額約1,200万DMが 必 要 とな る。

計算需要 が比較的高い場合には,か な り大 きな記憶キ ャパ シティと広汎な周辺装置を備 えた,よ り

性能の高い マルチア クセス計算装置が考慮 され る。

非常 に大 きな計算需要 の場合,マ ルチアクセス・システムを拡大す る代 りに,特 に ファイリング又 はリモー

ト ・ファイ リングの為 に レイ アウ トした装置を備 えた方がよ り経済的であろう。学生数約30.000

の大 専門大学では,こ の基本機能の為 に1975年 で購入価格1台 当 り1,500～2,000万 の 大型

計算機2台 が必要であ る。 なお この場合事情 によ っては,最 後3っ の基本機能は小型装置 に移管す る

こともでき る。

総合専門大学 一つの,基 本機能充 足の為 に必要なデータ処理装 置の購入価額 は,700万DM(学

生1人 当 り約1,000DMを 更 に付加す る)と 推定 され る。

一計算機利用の開発 及びコンス トラク トの為 のプログ ラム ・システム

計算機 を利用 した開発及び コンス トラク トにおいては,学 生の実習及 び研 究に関連 して,イ ンター

アクテ ィブに利用 され,大 きなデータベース及 びプログラムベースに拠 らなければな らないよ うな・

大 きな プログラム ・システムが必要であ る。一分野当 り,こ れは事情 によっては専門大学の数個に亘

る専門領域 にとって意味を持 っているが(建 設及 び建築,機 械,電 子工学,造 船・航空宇宙技術等)

一総合専門大学 で,利 用者 数によって異 な るが,付 加的に,200～400万DMの 設備が必要 とな

る。 ・

㎏

一 リアル タイム ・システム

自然科学,理 工学,医 学 の分野においては,リ アルタイム課題 の為 に,独 立の プロセス計算機 衛

星計算機 デ ータ トランス ミッション及び結合等 の設備が必要 とされ る。この為 に支出 きれる額は,一

特別な実験装置及 び実験 用 エレク トロニクスを含まず 一 基 本 機 能 充 足のデータ処 理 装 置に関す
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る費用に対す る,指 定利用者 グル ープ分の割合の1/3と な っている。

一専門大学病院における病院情 報 システム

中央データ処理装置及び端末装置の総購入価額 は,1,000万DMに な る。当面は多量 の開発作業,

実験作業 を行 な う為.一 般的な利用は,1975年 以降になる予 定である。

o

－地域事情 による付加額

各地方に分散 してい る総 合専門大学で は,デ ータ ・トランス ミッション装備及び種 々の地域 にまた

がる部署 に機能を分配す る為 に有す る,デ ータ処理装置等の為20%迄 の付加 コス トを予想している。

連邦平均ではこの付加額 は10%を 予 測 してい る。

一極大容量の計算問題

科学の分野においてはある程度の数ではあ るが,極 大容量の計算問題が発生する。 この解決の為 に

大型計算機 スペク トルの上限の装置が必要である。 こ うした予備的な ものの余剰 コス トは約1 ,000

万DMで あ る。個 々の専門 大学又 は地方等の計算セ ンターは,こ うした専門分野の為 に,こ の様 な装

置で中央的に装備 され る。これ らの場 合,デ ータ処理装置の支出が,重 要研 究の為 に使用 され る資金

全体 と良 くバランスが とれているよ う留意す る。

以上の種 々の機能については,常 に特定のデータ処理装置 を当て るとい うよ うなこ とは しない。む

しろその時 の事情及び技 術的な進 歩によって,多 数の機能が同 じデー タ処理装置によって行なわれ る

とい った様 々な解決を行な うことが合理的であろ う二

■

資金需要予測

第5表.1975年 にお ける必要装置保有価額の推定 は,学 生数665 ,000で,専 門大学領域 に

おける計算 センター約50が 必 要 とい う想定に立 ってい る。

ここに把握 した装置保有量は,1975年 における もので,大 型多重索引 システム50 ,科 学 関係

要員の比較的大 きな プログラムを優先 して利用す る装置約20,及 び多数の中小型データ処理装置 を

含んでいる。科学的な進 歩の為 には,総 合専門大学全てについて,統 一的な計算 キャパ シテ ィ供 給構造

第5表1975年 専門大学分野及び地方計算セ ンターにおけ る必要装置保有価額

(※"Informatik"含 まず)

100万DM

専 門大学管理を含む基本機能

計算機利用の開発,コ ンス トラク ト60プ ロ グラム ・システム

1,000

180
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リアルタイム ・システム

専門大学病院6に おけ る病 院情報 シス テム

地域付加額

大型計算機業務5例.各1,000DM

210

60

150

50

※)超 地 域情 報工学研究 計画のデータ処理装置需要 は既 に3.2で 考慮済 み であ り,再 度記載せず。

を求め ることは望ましくない。

1971年 当初,科 学,研 究,教 育の利用 グループでは,価 額約8億DMの デ ータ処理装 置が設備

されてお り.原 子力研究所(GesellschaftfUrKernforschung)の 調 査 によると,そ

の内約2/3が 専門大学 分野 となっている。この数字 による と,こ れ ら装 置の約半 分は1968年 以

降め ものであ り,1975年 で はよ り利用度合いが高 くな るであろう。従 って約14億DMの 装置

("lnformatik"を 含 まず)が,第2次 デー タ処理 計画の期間中に,専 門大学分野及び地方大

型計算 センターに新設又 は,こ れ迄 の旧装置にかえて設置 されなけれ ばな らない。

地方大型計算 センター 、

DFGの 地 方大型計算 セ ンター設置計画は,過 渡期的に継続 されてい る。 この計画で設置され るの

は,多 数の利用者が計算 キ ャパ シテ ィを直接 利用で きるよ うにす るた め,主 にタイムシェア リング ・

システムである。 この為,1971～1975年 で連邦資金総額1億6,500万DMが み こまれてお

り,設 置費に対する所在地州負担15%を 考 慮 して,約2億DMの 設置価 額が算出 され る。

専門大学領域における助成措置

専門大学領域にお けるデータ処理装 置確保助成 は通常,基 本法第91aに 基 づき"専 門大学の拡張

及び新設"と い う連邦 ・州共同問題にな るもので,専 門大学建設助成法に よって規 定されてい る。 こ

の外にDFGが デ ータ処理装置 を調達 し,専 門大学に使用 させ ることがで きる。 ど うい う場 合に専門

大学 に対するデータ処理装置 が,専 門大学建設助成法 によ ってな され るか又は,DFGに よ ってなさ

れるかを決定 するためには,連 邦及 び州 の同意 が必要 であ る。

専門大学建設助成法に従 い,1971年7月19日 に決定 された第1次 基本計 画に基づいて,

1971～1975年 の間,そ の時の通知及 びまだ明 らかに されていなかった大型装置調達 の全体額 を

基礎 として,価 額2億 ～2.5億DMの デ ータ処理装置 の設置を予想 され る。DFGの 経 済計画におけ

るこれ迄 の計画,年 間約3,000万DMを 継続 してい った場 合,1971～1975年 でDFGは 約

1億5,000万DMに のぼ る装置 を設置で きることになる。

しかしこの額 にして も,地 方計算 センターの費用 を考慮 した場合に算 出され る投 資需要12億DM

を うめるには不充分であ り,こ の為,第2次 データ処理計画において,専 門大学におけ るデータ処理

装置確保の為更に資金 を見込んでい る。
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購入/レ ンタルに関す る決定

技術的進 歩及 び計算需 要の急上昇 といった点 か ら,特 定 目的に関 してはあ るいは,購 入す るよ りレ

ンタルを利用す る方がよ り経済的であるか もしれない。但 しこうした場合には,セ ン トラル ・ユニ ッ ト

と種 々の周辺機器 とを分けて取 り扱 う事が望 ましい。 レンタルの場合には,購 入オプションを伴 うレ

ンタル契約 を結 ぶのが合理的であろ う。 こうい うよ うな契約 は,一 面において,支 払額 の為に資金準

備 をしなけれ ばな らない とい うことがな く,財 政 の資金 流動をよ り良 くし,他 方においては又古い装

置等がまだ完全に教習 ・教育の目的を果たすことがで きる,又 は他の場所に移転 す るのが合理的である

等 の場合,コ ス トをあま りかけないでこれ を利 用で きる等 の利点 を有している。

正常 の需要 による計算,そ して充分な システム選 択が行なわれた とい う前提条件で,最 低5年 の使

用寿命 を基本 とす る。特に大型計算機にっいてはこれが該当 され る。

●

計算機設置の調整

上述の様式 によ る装置の設置については,相 互に調整 されなければな らない。

従 って各州 は,専 門大学建設助成法による基本計画に関す る通知 に,デ ータ処理装 置を別個 に明示

す るよ う求め られる。科学委員会 には基本計画に関する答 申を求 め,同 委員会 は答申を行な う前に,

デ ータ処理装置に関す る通知についてDFGの 専 門鑑定を得 る。

連邦 が基本法91b章 の取 り決めに基づいてその資金 を共同出資 してい るよ うな計画があ り,そ の枠

内でデータ処理装置が レンタル され る場合 は,DFGも その鑑定に参加す る。 これに伴 い専門的な総

合調整 が可能 となる。

継続 的 コス ト

デー タ処理装 置の設置に関す る連邦 資金の引き渡しについては,人 間 と設備 が充分に使用で きるとい

う点がポイン トとな る。

q 3.4経 験 交 流

●
専門大学教職 員の需要充足

情 報工学及 びデータ処理応 用の研究 ・理論の為 に全専門大学 分野で,約500～800の 専門大学

教職 員が必要であるが,現 在はその内儀 か しか用意されていない。 この不足 を修正す る為 に次の措置

が計画されている。

一外国人専門家 の獲得及 び国外 に就業す る ドィッ人データ処理 スペ シャリス トを
,ド イツ専門 大学の

教職員 にす る為回収する。

一データ処理 に関す る専門大学教職員養成の為
,セ ミナー及び コースを開催 し,こ れに世界の トップ

レベルの専門家 を招待 し,講 演 を依頼 す る。 ヨーロッパ共同体 はすでに,こ うしたコースを実施す
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る意図 を もってい る。 これで充分でない場 合は,数 学 ・デー タ処理研究所(GMD)が,付 加的に

催 しを計画す る。

その他,デ ータ処理分野におけ る専門大学教職員に関す る再教育の可能性 も拡大する。 その方策 と

してGMDの 情 報工学講議の中に,デ ータ処理産業の科学的専門家 の再教育 に発展 され るコース計画

を採用する。又 専門大学 は,ユ ーザー,デ ータ処理産業,大 型研究施設に働 く専門家 を,継 続的又は

一定期限教職 員 として得 る為 に努力す る
。

科学的経験の交流

データ処理分野 におけ る科 学的経験 の交流をよ り強化す る。その方策 として,ド イツ学生交換会 は

将来 も,ド イツ人データ処理科学者 の外 国留学 の為特別資金 を受 ける,情 報工学研究計画及びGMD

に客 員講師制度を採用す る。 国際 レベルのデ ータ処理大会 の ドイツ連邦共和 国開催及び,国 際会議等

の準備,実 施 に対す る ドィッ人データ処理専門 員の協 力等 を支援す る等があげ られ る。

釦

'
・経験 交流に関する資金(100万DM)

196719681969197019711972197319741975

O.05 O.1 0.1 0.3 34,326 6 6.6 7.8

・地 方大型計算セ ンター及び専門大学分 野におけ る計算 キ ャパ シテ ィ確立に要す る資金※(100

万DM)(連 邦教育科学省)

196719681969197019711972197319741975

地方大型計算センター

専 門 大 学

計

一752530 .230353535

-1560115185

-752530 .24595150220

※)専 門大学設立助成法及びDFGの 資金は含まず

、

一36一



4セ カ ン ダ リー段 階llの 職 業 教 育 並 び に

専 門 実 業 学校 レベ!レの 再 教 育等 の分 野

に お け るデ ー タ処 理 教 育

適切 な職 業資格試験修了のデー タ処理専門要 員の不足 は,デ ータ処理の利用にとって特に マイナ

スの影響 を及ぼす。 これ に対処 す るため"デ ータ処理職 業教育セ ンター"内 に充分な且 つメーカー

に依存 しない教育 キャパ シティを創立,設 置す る。 データ処理専門要員の良質 な教育は経済 の進 展

と職場の確 実性 を向 上させ る ものである。

■

4.1職 業 教 育

データ処理特別教育課程

職業教育 の分野において は,セ カンダ リー段階Hで,デ ータ処理関係の職業に関 して強力に教育す

る。 この点は特にデータ処理事務職員(オ ペ レータ,プ ログラマ,デ ータ処理専門事務員)及 び情報

電子技術士(デ ータ処理装置の製造及 び保 守)に 適用す る。

専門実用学校 レベルにおいては,情 報工学技術士(現 在の数学,技 術 アシスタン ト),経 営 経済 士

データ処理専攻(オ ーガニゼ ーション,プ ログラム,デ ータ処理 オーガナイザ,デ ー タ処理セール スマ

ン),デ ータ処理技能 士(情 報技術士)を 教育,再 教育す る。

●

データ処理の他教育過程への介入

事務職 員の職業教育の大半 の ものは,デ ータ処理知識の仲介 の分だけ拡大 され る。連邦経済 ・財務

省は連邦労働省 との同意の上に."職 業教育における,自 動化 されたデータ処理 の導入に関す る条例"

を発令す るか又 は問題 の事務職員教育令 を,デ ータ処理付加教育条例 によ って補充 する。 これによっ

て教育機関はデー タ処理に関す る付加教育 を自身又は外部機 関の助 力によ って仲介す る義務 を負 う。

連邦経済 ・財務省 は連邦労働省 との向意 によ って,更 に産業技術的教育職業,特 に電子技術関係職

業において,デ ータ処理の必要基礎 を仲介す るよ う働 きかけ る。

教育 の構造

セカ ンダ リー段階Hに おけ る初歩職業教育 は専 ら,企 業内教育 と職業学校 の コンビネーションに依

存 している。連邦政府1970年 年 報によれば,こ うした教育 と並んだ並行 システムで,完 全時間学

校が設け られ,特 に これに適 合す るよ うな職業教育部分を受 け もつ ことになってい る。 データ処理が

これに該 当す ることは確 かであろ う。

並行 システムにおいて も,新 しい企業 と学校の コンビネーシ ョンが考え られ る。即 ちブロック授 業
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といった形で,数 週間又は数カ月の時間間隔で,全 時 間授業 と企業内教育 を交代 に行な う方法がある。

初歩職業教育の上に積み重ね られ るのは職業再教育であ る。 現在 これを受け持 ってい るのは,事 務

及 び技術専 門実業学校又はこれ と同等の教育機 関である。

データ処理 関係 の分野で要求 され る作業内容 は他 とかな り異 なってお り,こ うした特殊性 に即応す

る為に,新 しいカ リキュラムを開 発してい く必要があろ う。この場 合各種 の教育段 階の間で出入 りが

で きる様に留意す る。更に適切な習熟 資格 レベルに達 し,充 分な職業経験 もあ るといった場合につい

ては,こ れ を修了することによって同時に専門大学の門戸 をそれに対 して開 くとい った事 も可能であ

ろう。

データ処理に関す る職業教育 センター

教育員の最適な投入そ して必要デ ータ処理装置の最適 の稼動 をはかる為 には,500～600人 を

収容す るよ うなデータ処理教育セ ンターに教育活動を集中することが必要であ る。 こうしたセ ンター

は教職員45,助 手10,加 えて管理部門 要員を必要 とす ることにな る。

セカンダ リー段階ll及 び専門実業学校におけ るデータ処理専門要 員用教育 キャパシテ ィは,短 期 に,

任意の範囲で これを拡大することはで きない。将来 の人員需要及び教育の需要の推定 は不確実な点が

あ る。特に現在の需要及び現在提案 されてい る措置が効力 を発揮するに至 る迄成長す る需要 回復か ら,

数年後の教育需要 を決定す ることはで きない。従 って教育キ ャパ シテ ィの拡大 は人事的な前提 と需要

に柔軟に合せ てい くもの とす る。

現存の約10に の ぼ るデータ処理職 業教 育セ ンターのキャパシティを,で きるだけ早 く拡張 して,

それぞれ600名 の参加者 を収容で きるようにす る。第1.2.3章 で推定 したデータ処理専門員需要か らす

ると,更 に20の デ ータ処理職業教育 センターを新設する必要があると考 え られ る。

連邦政府は連邦労働研究所(BA)に 対 し,第2次 データ処理計画の枠 内で予定 され てい るデータ

処理職業教育助成の実施を移管す る。BAは この為,現 在組織関係の措置計画,地 域区分.時 期的経

過等の準備 を実施中であ る。

,

データ処理産業における教育

今後の需要 を充足す る為 に,暫 定的ではあるがメ ーカー,ジ フ トウエ ァ会社,そ の他企業 にあ る教

育キャパシテ ィを利用 し,企 業内の変動によ って短期間に拡張す る。 この方法によれば,半 年間の コ

ースで,年 間約7,000名 の 専門要 員を付加的 に教育 することがで きると推定す る。

●

データ処理専門員数の推 移

図1は この レベルでのデ ータ処理専門員が これ らの措置によ って,時 期 的にどれ くらいになるかを

需要予測 と比 較 した ものであ る。 この場合,セ カンダ リー段階H又 は職 業専門学校 の修 了の為,ブ ロ

ック授業によって,デ ータ処理職 業教育 センターに は1又 は2学 期 留まる必要があ る事 を考慮 してい

る。
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図1セ カンダ リー段階H及 び専門実業学校修了のデータ処理専門員需要及び数(単 位1,000名)

公共管理行政関係予備職 員資格修了者は含 まず。

●

300
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1974

最大需要

推定 最小

現存10セ ンター

拡 張

デー タ処 理企業

現存専門員

注)斜 線の部分 は新設データ処理職業教育 センターで充足。

データ処理職業教育 センター1つ にっき,学 校建物,住 居設備,デ ータ処理装置,設 備,授 業補助

設備等 を含めて,1,500～3,000万DMが 必要 であ る。

●

4.2助 成 措置

インステ ィテユーショナルな助成

連邦労 働研究所は労 働促進法に従 い,職 業教育,再 教育,転 換教育に寄与す る機関に対 し援助金に

よって,イ ンステ ィテユーショナルに(通 常,建 設,拡 張貸付金,設 備設置援助金又 は貸付金),権

利要求 がな く,こ れ を助成す ることがで きる。特に正当な理由があれば,例 外的に設備の維持の助成

に も拡張 され る。

連邦研究所は,し かし資金的には失業保険の徴収等の限 られた資金 しか使用で きない。従 ってデー

タ処理職業教育 センターを必要なだけ助成 してい くとい うわけに はいかない。BAが デ ータ処理職業

教育セ ンターの助 成強化の為 に,連 邦労働省か らの連邦 資金 をあてよ うとい う元 々の意図 は,財 政政
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策的 な理由か ら実現 できなか った。 データ処理専門員の教育は,第2次 データ処理計画の目的達成に

関す る本質的 な前 提であ る為,BAに 関 す る第2次 デ ータ処理計画の他の重要措置 を後廻 しに して・

緊急需要に適応する資金 が,連 邦教育科学省 のデータ処理資金 か ら割 り当て られ ることにな る。

個人的助成の可能性

個人的助成は,連 邦教育促進法及び労働促進法に従 って可能である。特定の前提条件が満足される

限 り,上 記2法 によって促進に対する権利要求が存在する。

連邦教育促進法は,特 に職業上級学校,職 業専門学校,専 門実業学校の入学に関する教育促進 を予

定している。

労働促進法の枠内で,企 業的及び超企業的な職業教育,職 業再教育,転 換教育等の各措置への参加

を促進する。

-

■

・データ処理職業教育センターに対 するインスティテ ユーショナルな強化促進 資金(100万DM)

(連 邦 教育科学省)

19711972197319741975

7 20 60 75

4・3教 師の 教 育,再 教 育

データ処理職業教育 センターで新設20,拡 張10を 合計 した場合,1,000～1,500の 講 師が

付加的に必要である。授業の55～60%は 一 般的な数学,経 営経済学,技 術等の基礎で あ り.従 っ

てデータ処理授業に400～700の 講 師が付加的に必要 となる。 この為に は大学,専 門大学.教 育

専門大学(総 合専門大学)の 卒業者 を1～2年 のコースで一 受けて来た教育 によ って異な る・一 現

在の施設において教育 す る。

4.4デ ータ処理利用の従業員に対 ず る影 響調査

デ ータ処理投入の従業員 に与える影響に関す る調査の結果 は,経 済及び公共サ ービスにおけ るデ

ータ処理有効利用に寄与す る ものであ り,同 時に この結果 に基づいて,時 宜 を得 た適切な再教育並

びに適切 な人事計画によ る人事移動等が行なわれ る。又適切 なオリエンテーションに よってデータ

処理 導入に対する偏見 を回避す ることもで きる。

`

データ処理装置投入 は著 し く強化 されてい るに もかかわ らず,こ れまでの ところ,デ ータ処理投入の

及ぼす,職 場,組 織構造,従 業員構造,職 業の必要条件,労 働力需要に対す る影響 を特別に分析 した'

発言力 のある調査 はない。労働組織 と従業員に対す るデータ処理利用の影響調査 によって,人 間に適
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した作業 の形成,作 業員の順応性障害 の排除,デ ータ処理投 入助成等に貢献す る適切 な情 報を発見 し

なければな らない。 しっか りとした地盤のあ る情報があ って こそ,デ ータ処理投入強化の場 合に発生

して くるよ うな不安感,係 争等 が回避で きるのである。

上記 の調査は,特 に企業内協議制度及 び企業内教育 ・人事計画を も改善 す る。

4.5公 共管理行政関係従 業員 に対す るデー タ処理教育

公共管理行政におけるデータ処理の投入に際 しては,デ ータ処理知識と並んで管理行政の知識経

験を備えた専門能力者が必要である。従 って連邦所管各分野にこの種専門員を充分に教育しておく。

特殊な要素

公共行政管理におけるデータ処理 の投入に関 しては,経 営経済及び科学面での利用 とは種 々の点で

異 なってい るが,特 に管理行政がそのサ ービス課業 を法律規格に従 って遂 行 しなければな らない とい

う点 に違 いがあ る。 データ処理 によ る総 合管理業務の支持 の場合,こ の外に,管 轄の境界線 を越 える

ような作業経過変更が必要 とな って くる。データ処理一組 織変動に して も,従 って単 に現行法だけでな

く.公 共管理行政 の担 当者及 び種 々の業務の総合的な相互作用 を考慮 しなければな らない。 この為 に

はやは り管理行政 に関す る知識,経 験 そして又 データ処理 の特別知識 をもつことが前提 とな る。 デ ー

タ処理に関す る一般教育機関は大体の場合,公 共管理 のデータ処理専門要員の特殊要求 を満足 させて

くれ るよ うな用意 がない。従 ってデータ処理 分野に働 く公務員の為独自のデータ処理教育 が必要 にな

ることが多 い。

●

共同教育機関,

そ こで,公 的な管理行政 内におけ る教育の特殊要求 は大体一致 しているため,管 理行政各担 当機関

の多数が共通の教 育機 関をつ くる方向が有利 と考 え られ る。統一的分析方法の導入 ,管 理行政内の各

種活動の集約化は こ うした共同教育に よって促進 す るこ とがで きる。

データ処理関係 ユーザ ー総数に対す る管理行政の割 合か らす ると,連 邦,州,地 方公共 団体の公務

員の為に前記の規模の教育 センターを3～5設 立す る。

管理行政におけ るデータ処理教育は大体において,既 に習得 して しまってい る行政管理業務に対 す

る付加 的教育(職 業再教育)で あろ う。 この外少 しではあるが情 報工学を補助科 目として選択 した大

学卒業の公務 員及びデータ処理教育 を完全に うけたスペシャ リス トが必要で ある。 この割合について

は詳細 な調査 を要す る。

助成措置

あらゆる段階の行政管理関係データ処理教育の助成措置は次の事を包括する。

一データ処理教育教程に対する公務員の参加を助成す る
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一長期教育に参加す る者の代行者 の計画の確立(連 邦ではこのため中級職80 ,上 級職30の 職 位 を

予想 してい る)

一 行政管理のデータ処理専門実業学校の教職 員の教育 ,再 教育

一連邦 が教育の需要 を有 してお り
,こ れ が連邦 が援助(共 同援助)し てい る機関だけでは充足で きな

い場合に限 り,管 理行政用デ ータ処理専門 実業学校の費用 を一部負担す る

一公共機関のキ ャリアコース上の公務員の為 の教育 ステップにおけるデータ処理講座の挿入

■

⑱

一42一



タ

5.デ ー タ 処 理 利 用 の 促 進

5.1新 しい 利 用 方法 の開 拓

声

以下に示 す助 成措 置は次の様 な貢献 をなす。す なわ ち,経 済及 び公共機関によってなされ るサー

ビスにおいて合理化及び生産性 上昇の手段 として,デ ータ処理を投入す る諸前提の創造で ある。 ド

イツ連邦共和国 をベースとす るソフ トウエア企業及び デー タ処理装置 メーカーが促進 プロジェク ト

に適切 に参加す る事によ って,こ れ ら市場に競争能力のある地位 を得,競 争能力を向 上す る事が出

来 る。

データ処理装置 は,ほ とん どすべての業務 分野に利用す る事が出来 る。 しか し促進措置については,

考 え られ得 るすべての利用方法に可能だとは云 えない。 それはよ り効果的にす る為に,撰 択 された領

域 に目標 を合わせて行かなければな らない。

積分因子 的効果 を持 つ措置

これ らの確 認に もとついて連邦政府の考 えは,特 に積 分因子的効果 を伴 う助 成措 置が 必要であ る

とい う事 であ る。 これによって,デ ータ処理 システム(イ ンテ グレー トされた もの)の 開発及び利

用に イニ シアテ ィブをと り,次 の様な地位にまでこれ を持 って行 く。すなわち,こ の地位か らであれ

ば,シ ステムの維持,開 発,普 及等 が,ユ ーザー.そ の連 合体又 は利益協 同体,デ ータ処理サ ービス

企業又はデー タ処理産 業の独力 で続 け られて行 くと云 うものである。連邦政府は助 成措置の選 択に当

って次の様 な要因 を出発点 としてい る。

■

助成要因

一助 成措置に よって
,社 会に本質的な有利性 をもた らす と期待 され るもの

一助 成措置の結果 が
,公 共機関サ ービスの向 上改善 に役立 つ

一 当該の開発 を独力 で実施出来ない様なポテンシャルな多数 ユーザーがこの結果に需要を もつ

一助 成措置に伴 って標準化の効果があ る

一公的に資金によ って開発されたプログラムが将来助成 がな くとも
,更 に進 展す るとい う充分な見通

しがあ る。

一助成の結果 が一般 的に通用する
。(援 助金受領者 の適切額に至 るまでの開発 コス トに対す る自己負

担)

一 必要助成 資金の額 は.将 来 のデ ータ処理利 用の予定 と適切 な関係 にある。
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システム及び利 用に関す る知識

ら

公共 的及び非公共的領域の未来指 向的 なかつ,幅 広 い利用に関しては,デ ータ処理 を企画,決 定,

管 理の手段 として利用 し,デ ータ処理の技術的可能性 を完全に利用しつ くす為,必 要な システム及び

利用の知識 を総括す る。

研究及 び開発

次の目的の為 に研究及 び開発作業を促進 する。

一選択 した領 域のデータ処理装置利用可能性 に関す る調査

一 この利用分野 か らプログ ラミングまでの知識 の確 立

一利用可能 に至 るまでのプログラ ミング

ー プログラム ・システムを実際にテス トし
,総 括的に記録す る。

℃

モジュラーのプログ ラム及び問題指向的プログラム言語

プログラムの作成(問 題指向的ソフ トウエ ア ・パ ッケ ージ)に 当って,作 業 の重点 は,次 の様な プ

ログ ラムを得 る点にある。す なわち,1)そ の都度の ユーザーが自分の特別の要求にこれ を適 用出来

る様,モ ジューラーな構成 である事。2)応 用範 囲を広 くする為 に.特 定装置か ら,拘 束 され ない事。

同 じく重要な意味 を持 ってい るのが,問 題指向的 プログ ラム言語であ る。 これは,非 常 に高度の応用

コンフォー トを提供 し,個 々の利用分野に関す る特別 な要求(た とえば,情 報システム,プ ロセス調

節)を 満足 させて くれ る。 これ と関連 して,た とえば技術的な ミス及び乱 用に対処 してデータス トレ

ージの諸問題が取 り扱われなければな らない
。更に重点 とな るのは.特 定利用に必要なデータ把握.

デ ータインプッ ト,デ ータアウ トプッ ト等 の1/0機 器であ る。

プロジェグ ト担 当

作業の本質的な部分は,選 択 された長期 プ ロジェク トの枠内で実施 され る事 になろ う。 これ らのプ

ロジェク トの作業 は,通 常.効 果 をね らう為 にそれぞれ1っ の プロジェク ト担当が,管 轄す る。 この

プロジェク ト担 当は

一 プロジェク トの リテイル ・コーデ ィネーションを受 け継 ぐ。

一 それ ぞれの分野の研究開発作業の1部 を自 ら遂行す る。

一作業の本質的な部分 は.詳 細 を指定 して下請契約 に出す。(た とえぼ,専 門大学研 究所,ソ フトウエ

ア企業, .デー タ処理 メーカー)

一 場 合に より
,パ イロ ット ・システムのテス ト及び導入 を引 き受 け る。

プロジェク ト担当者 は,促 進 さるべ き開発 が実 際的要求に適用 した ものであ り,完 成 された解決法

が幅広 い利用に供 される事を証明する前提 について,検 討す る責任を有する。

◆

デ モ ン ス トレ ー シ ョ ン ・デ ー タ 処 理 プ ロ ジ ェ ク ト
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研究,開 発の助成 に関す る措置の継続及び補完 においては,公 的な領域(例 えば医学及 び教育)に

おけ るデータ処理利 用の為,特 に公 的利益に関連 す るよ うなデータ処理利用に際 し,デ モンストレーシ

ョン ・データ処理プ ロジェク トを実現す る。 これでは,作 成 した,通 常 使用で きるプログラム ・シス

テムの利用可能性 を実際的ルーティン運転 でデモ ンス トレー トする。これによ って,イ ノベーション段

階を出来 るだけ早 く通過 し,将 来 のデータ処 理市場を開拓 しよ うとす るものである。

,

成果 の コン トロール

開 発すべ きシステムに対する利用者 の要求 を常に認識 し,こ れ を考慮す る。又 一方 では,開 発 され

たシステムに関 して速 かに情報 を与 え る。 これ らの 目的の為 に,研 究 ・開発各機 関 と将来 のユーザー

グル ープの間に密接 な協力 と問題ない コンタク トを確立す る。 一 助成措 置の準備及び実施 一一 含む:

プ ロジェク ト ・コン トロール ー一 に当 って連邦教育科学省は専門委員会に諮問 した。 プロジェク トは

限定段 階及び2,3の 実 現段 階によって構成 される。

助成措置は次 に記述す る様 な選択 され た領域 にわた るものである。

5、1.1計 算 機利用による情報,処 理,決 定 システム

計算機 を利用した情報 システムは,決 定に要 し うる時間がます ます短か くな り,考 慮すべ きコンポ

ネン トは益 々数 を増 し,複 雑 に交 さくしてい るとい う事実を考 えた ものでなければな らない。国内外

の種 々の機関ではこの為,こ うした情報 システムの開発 を始 めてい る。

A

データバ ンク ・ソフ トウエア

高性能の情報 システムの組立ての前提 とな るの}ま,適 切 なデータバ ンク ・ソフ トウエア ・システム

であ る。開発は,使 用 された検索概念 の広汎 なコー ド化 を必要 とす るニュメ リックなシステムで始め

られた。最 近にな ってこの外に更に開発方向が明確にされたが,こ れはテキス ト'イ ンフォメ,一ショ

ンの直接処理を目的 とし,こ れにょ って本質的に よりフレキシブルに取 り扱われ るべ きシステムへ と進

行す る。 ここで現れ る言語学的問題 はまだ これか ら解決 しなければな らない。

特に経済的な解決 を もた らし且 つ次の要件を満たすシステムを助成する:

一広範囲に亘 る利用スペ ク トルを有 する

一参加企業に適 している

一モジ ュラーの構造 である

一発見 された情報 をそれぞれの利用者の プログラムを以
って更 に処理す ることので きる,限 定 された

部分位置を利用で きる。

助成の重点 となるのは更に,デ ータバ ンクの連結 システムの為 のソフ トウエ アの前提 をつ くること

であろ う。 これによ って,迅 速 な情 報交換及 び分散 したデータバ ンクの分業構造に対す る急成長の要

求に対す る見通 しを得 る。
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インテグレー トされた情 報 システム

経済.科 学及び行政管理 のインテグレー トされた情報 システムは,ま た基礎研究の段階であ る。 こ

れは指導的立場 にあるマネジメン トの決定 を援助 し,同 時 に又,個 々人では見通すことのできない,

多 岐 に亘 るインターディペ ンデンスをモデルに従 って,1つ の 総体企業 としての形につ くりあげ,作

成 された情 報 を決定に対す る意味をポイン トにして加工 し,密 な もの として提供 して くれ,更 に もう

一方では,情 報によって導き出 された 自動化機能 を自 ら操作す るのである。

この外に自動的に作業処理 の提案 を作成 し,ミ ドル ・マネジメン トをルーティンワークか ら解放す る

ことがで きる。例 えば,財 務処理,倉 庫処理.最 適機械 レイアウ ト,部 品調達が これである。決定の

補助 手段 と同時 に合理化の手 段で もある。 ここで解決 され るべ き問題 は,デ ータ処 理の領域 にほんの

一部が該当す るだけで
,大 部分の問題 は組織学によって解答を見い出 さなければならない。

¢

促進の重点

第2次 データ処理計画の枠においては,次 の調査が促進 され る。

一計算機利用情報 システムに よる決定 プロセスの相互作用の研究

一機能モデルの開発 とそのプログラムへ の伝達

一データ把握 と配分の方法 ,方 式 の開発

一継続的目的追求及び成果 コ ントロールの計算機利用方式の開発

5.1.2教 育 面におけるデー タ処理

授業 ・管理課業 の為 のデータ処理装置

現在及 び将来 の教育の使命 を考 えてみると,連 邦及び州は.現 代的 な授業手段 とい った ものを開発

し,確 立す るため援助 する必要がある。 アメ リカの事例 か らも明 らかな様 に.デ ータ処理装置は授業'

管理面の業務 を実施 し,成 果 を上げることがで きる。 しか し勿論一義 的に.ど の程度の効力.経 済性

が教育に対す るデータ処理導入か ら得 られ るかを断定す ることはで きない。従 って教育学 とデータ処

理の各専門家 の密接 な協力に よって,こ の利用分野の為の科学的 な基礎 をっ くりあげ,利 用者 システ

ムを開発す る。

この場合特に必要 なのは,

● 計算機利 用の授業

一授業の補助手段 としてデータ処理 を利用す る為 に,授 業 ダイアログ言 語 及 び受 信 ブレースを開

発 し,テ ス トす る。 目的はこれ を一般的に応用 し,且 つ種 々のデータ処理装置 との連結で も利用で

きるようにす る点 にある。

一実際的実験の為
,計 算機使用授業用の教材 を用意 し,授 業 プログラムに包括する。

一 テス トの 目的で
,教 育対象 の情 報システム及び シミュレーション ・システムを開発す る。

● 企画及び管理の為の データ処理

◆
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一授 業
,課 程,教 育各 計画の手段 として,又 テス トの実施,評 価 の為 にデ ータ処理を投 入で きるよ う

にす る目的 で,方 法及びプログラムを開発す る.

一 データ処理 の利用によって
,教 職員の一般管理作業 を軽減す る為,プ ログラムを開発

とい うことであろ う。

視聴覚方法

データ処理 システムの教育 面におけ る投入計画に当 っては,視 聴覚 によ る手段を考慮 し,特 にこれ

を更 に開 発す るよ うフォローアップす る。

,

作業の実施

研究,開 発 テス ト各作業 は,選 抜 された公的教育機関,教 育研究所,教 育技術及びデータ処理研

究所及びデータ処理企業において実施され る。

5.1.3医 学 面におけるデー タ処理

デー タ処理 は医学 において,病 院管理,医 学的監視,診 断,患 者 の処置,そ の他健康管理サー ビス

に も利用され うる。

病院管理

病 院管理にお いて は,現 在 一部の領域 にしか利用されていない。緊急に必要な労力軽減,そ れに伴

う関接 的な,診 断 及 び措 置の改善 に導 く,作 業 の流れ全体 の総括的な合理 化にっいてはまだまだで

あ り,今 後の開発 を待つ状態 であ る。

重症患者の監視

重症患者のオ ー トマテfッ ク監視 は,特 に危険状 態の早期認知及び生命危機を伴 う病気 におけ る病

状悪化の早期認知,並 びに危険の多い手 術におけ る病状悪 化の早 期確認を目指 してい る。 この為 には,

オルガニズムのいわゆ る ビタール及 びエ レメンタル各 ファンクションを常に把握 し,監 視 していなければ

な らない。 ビタール ファンクション経過 の把握及び評価(例 えば相関関係,ス ペク トル分析)の 為に

機器,方 式及び プログラムを開発する。

医療診断

医療診断の手段としてデー タ処理 を利用す ることは,医 師 を,困 難かっ緊急の診断,簡 単な質問の

いずれにおいて も援助 し,常 に全体包括的専門知識 を準備す ることができる。診断 目的の為に病 院及

び開業 医等が加入で きる総合ネ ッ トワークを開発す るよ う努力す る。 こうしたデータ処理の利用方法

を達成す る為 に研究,開 発作業 を促進 し,次 の事柄 を実施で きるよ うにす る。

一医師の作業方式 に適合 したダイアログ交 流をデータ処理装置 と医師の間に可能 とす る
。
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一診断方法の分析

一病 気の症状 をコンピュータに合せて把握 し,標 準化 し,記 録す る。

一症状,経 過,医 学 的測定値 と対応す る病気の関連 を確認 し,機 能モデルを開発す る。

一医学的診断及び治療の為
,適 応す る決定 を下す手段 とな るプログラムを開発する。

医学的測定値 の評価 と治療

更に一歩進 めて,医 学的デ ータ処理使用の インテグレー ションの為,シ ステム・ス トラクチャーに関

する調査 を実施す る。最終的には,医 学 的測定値の獲得,確 保,記 録,調 整,そ してダ イヤグラム把

握及びダイヤグラム処理,更 には患者の処置 の為 に,デ ータ処理利用の方法,方 式 を開発す る。
弓

5.1.4計 算 機利用の開発及びコンス トラク ト

製品開発及 び製造準備等,こ れ迄の個 々のデータ処理投 入か ら,こ うした第 一次的な応 用の場合に

現 われ る困難 は,プ ログラム ・システムの欠如 にあ り.統 一的な部品及び機能エ レメ ン トの不足 に起 因

することが明 らかであ る。

プログラム ・システムの開発

選抜 された技術分野(例 えば建築,造 船,機 械製造)に 関す るプログラ ム ・システムを開 発し,テ

ス トす る為に助成措 置が予定 されている。 この目的 とするところは,科 学 ・技 術 に亘 って最新の も

のによって開 発,コ ンス トラク ト作業 をで きるよ うにする,開 発時間を短縮 する,開 発.製 造 コス ト

を軽減することで ある。更に製品開発及び コンス トラクションに際 し必要 とな るすべてのデータ,例

えば,機 械データ,電 子及び機械各部品の特性,DIN規 格,製 造資料,現 場のキ ャパシテ ィ及び機

械稼動等 を根拠 とす るようにする。 システムは,開 発及 び コンス トラクションに際 しエ ンジニアを援

助 し,問 題解決の為,直 接 的な人間 一機械 一コミュニケー ションにおいて,プ ログラム及びデータを

コール ・アップで きるよ うな状態にす る。長期 的目標 としては,例 えばニコメ リックに コン トロール

され る工作機械の プログラム を通 じた コンス トラクションか ら製品の自動的機能 コン トロールまで行

な うよ うな開発に注 目する。

選抜 された分野に対す る集中

この分野におけ るデータ処理開発の促進 は,少 数の選 ばれた利用分野に集中 され る。 その分野 とは,

根 本的な調査 の結果,幅 広い,深 い意味を持 ってお り,完 成 した解決法が実際に多数企業で利用 され

る等が確認 された ものを言 う。

この利用分野の 使命 には又,規 定の要件下 におけ る開発生産物の作用のシ ミュレーションも含まれ

る。

■
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5.1.5デ ー タ処理装 置利用の プロセス ・コン トロール

プロセス計算機 による自動化

プロセス・データ処理 システム(プ ロセス計算 機)は,種 々のデー タ処理 システムの下にあ って独立

のグループを形成す る。 これは測定ゲ ージ及び調整装置を通 じて直接 にプ ロ セ ス と連結 されてお り

プロセスをプログラムに従 って操 作す る。益 々総合的になる自動化の問題 にあたって,プ ロセス計算

機への依頼度 が高 まるため,こ の分野の重要性 は更 に大 きくな る。

,
プロセス計算機利用の急上昇

生産領域 におけ るプロセス計算機の利用 は,こ こ数年 の間に最高の成長率を示す もの と予想 される。

この事 は又運 送 ・運輸,エ ネルギー配分及 び実験 室 自動化等の分野 にも同様 である。 上記経済分野 に

ついては,そ の作業 能力及び競争能力がオートメーション化の状態に依存してお り
,国 民経済的にみた

らウエー トが大 きい。 この点か ら性能の良い プロセス計算機の投入可能性が特 に大 きな意味 を有 して

くる。

システム分析,数 学 モデル,プ ログラム'シ ステム

第2次 データ処理計画においては,シ ステム分析,数 学的モデルによるプロセス記述.プ ロセス管

理の最善 化,デ ィジタル制御 ・操作等の為 の一般利用可能の方式並びにこれ ら方式 のテス トの プログ

ラム等の開発 を促進 す る。更 にプロセス計算機の プログラ ミングを単純化し,且 つ標準化す る。特に

これは プロセ ーデュア言語及び利用者及び小型計算機 プログラム・システムに該 当する。機器技術 はよ

り信頼性 のあ るものにし,計 測ゲージ及び調整機器 は,計 算機及び プロセス・コントロールス タンド並

びに人間に適 合しなければな らない。

・新利用分野開拓の為の資金(100万DM)(連 邦 教育科学省)

196719681969197019711972197319741975

0.8 1.6 7.7 18.2 49 87 105 116 122

ρ

5.2標 準 化 され た ソ フ ト ウ エ ア ・パ ッケ ー ジ

標準 化 された ソフ トウエア ・パ ッケージによって,経 済分野の利用者が多数,デ ータ処理 装置に

よって短期に合理化 を達成 することにな ろう。 ドィッ連邦共和国をベースとす るソフ トウエ ア企業

が開発作業に介入 して ぐることは,ソ フ トウエア市場における競争関係 を改善 す るこ とにな る。

前節 に公共及 び非公共 的分野に お け る新 しい データ処理応用に関 して促進措置 を列挙 したが,こ

の外に,上 記各要素 を考慮 した上で企業経済全体に対 して,質 量 とも充分なユーザーズ ・プ ログラム
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を供給するこ とを確保す る措置が必要であ る。

イノベーション段階に到達 したか又 は既にそれを超 えてしま った利用分野において は,目 的 を定め

た助成に よって普及 を著 しく早 めてい くものとす る。

公的 な資金 をできる限 り,有 効に投入す る為 には,広 範囲に亘 って標準化 された システムの開発が

促進 され る。何故な らば,こ れによって積 分因子的な効果が得 られ るか らである。方法的に確立 され

てい る,又 は既 に個 々の応用で成果があった とい った様な方式 に立脚す る利用者 システムは,僅 かな

費用で特別利用事例 に も適 しうる程度にジェネララィズ され,且 つ柔軟な もの とす る。 これには更に,

広汎 に機械か ら拘束 され ることがない とい うことも含 まれ る。

ユニヴ ァーサルなユ ーザーズ ・プ ログラム

特別な利 用分野 と無関係に利用す ることので きる基礎的な方式及び方法の内,2,3の ものについて

は既 に個 々の利用で成果 をあげる程 に迄 方法的に進展 してい る。

特 に重要 なのは,多 目的,例 えば リス トマンプレーション,デ ータス トレージ及 びデータ読 み取 り

等を有す るデータ管理 システムである。 この分野は基礎研究の為の広 いフィール ドを形成してい る段

階で もあるにもかかわらず 標準化 された システムを受けいれ るよ うな方式 一 特に特別 目的の為 ・一 利

用す ることがで きる。

もう一つの例 は,ま だあま り開拓 されていない コンピュータ ・グ ラフィックの分野で ある。個 々の

点で多 くの特徴を持つ現存 の方式 を普遍化す ることは,特 に,計 算機利用の コンス トラク トの様な重

要な分野は,コ ンピュータ ・グラフィックに適 したソフ トウエアを用いる事に よって,更 に開 発を進

め ることが できるとい う理由 か ら重要で ある。

t

ブランチ特有の利用者 ソフ トウエア

多 くの利用事例が現われるのは,特 定 ブランチ だけであ り,そ の典型的 な例 が,植 字機械の自動制御

又 は賃金 協約 による総額賃金の算出であろう。

しかし又,ユ ニヴ ァーサルな利用方式 とい うものは.ブ ランチ特有の利用 システム内での み実現 さ

れる ものであ る。

一般的な最善 化方式
。期限決定技術等 は実際時に1つ のブ ランチの特有の案件に常 に適合 しなけれ

ばな らない。 これに関する重要な根拠 は通常あ る特定の装 置規模 の利用可能性又は有効 な処理 とい う

ことにな る。 一

これ らの方式 はデ ータ処理 メーカーから使用 に供 され ない限 り,個 々の利用者が開発 し,そ して企

業個 々のプログラムによってテス トされるもので ある。 同一 ブランチの他企業 の目的の為にこ うした

システムを変更す ることは,通 常不可 能で ある。 こうした企業 の経験及 び類似 システムを有す る他 ブ

ランチの経験 を基盤 として,普 遍化 された解決 を実現す ることがで きる。

6
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措 置の実施

利用者(連 合会,同 盟等)及 び ソフトウエア企業 の共 同機関は,こ うした標準化 され たシス テムの

開発 を担 当す るのに適 してい る。

これ ら機関の非常 な努力にもかかわらず 今 日まだやっと開始段階を迎えたにすぎない。何故な らばこ

の開発 は,非 常 に高額の事前融資 資金そ して著しい リス クの"蓄 積"と 結 びついてい るか らである。

国家 的な援助 によ ってのみ,経 済界に対 して充 分な利用者 ソフ トウエアの提供 が確立 され うる。従

って標準化 され たソフ トウエア ・パ ッケ ージの開 発は,開 発 コス トへの援助金に よって助 成 され る。

この措置は経済全体,特 に中小企業の為 になる ものである。 こうした助成 は,ソ フ トウエア市場 の競

争 関係 のバ ランス化を実現 し,市 場への適切な占有率 を有 し,生 命力のあ るドイツ ・ソフ トウエア'

ブ ランチの発生 を容易にす るのに適 した手段 であ ると考 え られ る。

更 に,標 準化 された,機 械に拘束 された ソフ トウエアによ って,ソ フ トウエ ア不足の回避 に寄与す

るよ うに,デ ータ処理装置メーカーを刺 激する。

上記諸 機関は.連 邦経済 ・財務省に対 し適切 な開発 プロジェク トの援助金 を要求 す るこ とがで きる。

助成資格のあ る計画は,中 立専門家の支持 によ り,綱 領 に基 づいて選出され る。 プロジェク トの進行

及 び成果は定期的な.開 発 ・評価に関す る報告によってフォローアップす る。失敗 と認め られた場合

は助 成を中止す る。

開発結果 の広い普 及を確立 し.望 ましか らざる第2次 的作用 を排除するために,助 成 された プログ

ラム ・システムは,適 当な費用負担 によって一般 的にプロジェク ト担当者に渡 され る。

・標準化 された ソフ トウエ ア ・パ ッケージの資金(100万DM)(連 邦 経済 ・財務省)

196719681969197019711972197319741975

3 14 15 15 15 20

5.3そ の他の計画 枠外で融資 され る措置

以下.デ ータ処理 におけ る一般的性 能 を高 め,且 つデ ータ処理利用の普 及,改 善 を導 き出す ことに

寄与 す る連邦政府措置 を列挙する。

●

5.3。1中 小 企業の生産性 向上 のためのデータ処理投入 における特殊問題

中小企業 については,デ ータ処 理導入が特別な問題 をなげかけることとな る。

一 自己の装置 を運転す るについての経済性 は企業の最小規模が前提である
。従 ってデータ処 理導入は

コーパ ラテ ィブなベースでのみ可能であ ることが多いが.こ れ は長期間に亘 る交渉 の為,著 しい遅

滞 を結果 としてひ き起すこ ととな る。

一 データ処理の投入 が時期 尚早又時期 を逸 した とい った場合
,資 本ベースが小 さい為 に大 きな存続危

機の作用 を もた らす。
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一大企業 は時期的に早 すぎるデータ処理投入に よって
,例 え当初は非経済的であって も長期 的な競争

上の利点 を生み出すこ とがで きる。

一方 デ→ 処理導入が時宜 を得
,且 つ適切 な方法で行 なわれる限 り,丁 度 これに よって規模構造利不

利を事情 によ っては,解 消す ることがで きる。

こうした リスク及 びチャンスを認識 した上で,連 邦政府は中小企業の為 の構造政策(1970年

12月29日,BTVI/166)に お いて.調 整 をはか った一連の措置によ り,デ ータ処理導入 に

特別 なウエー トを置いてい るのである。

一データ処理装置の第1次 設置の為
,ERP－ 特 別資金か ら有利なクレジッ トを用意す る。

一 目的 を確 定 されたデータ処理 コンサルティングは
,ド ィッ経済 合理化会議(RKW)及 び連盟の コ

ンサルテ ィング機関が政府の援助 によ って実施す る,経 営 コンサル ティングの重要部分であ る。

一工作部門 のデータ処理共同装置の設立 は.連 邦財政か らの 資金援助 によって促進 され る。

一例 えば他 の経済分 野におけ る簿記及び企業 計算 センター等
,企 業 ・機能 を調整 的に受 け継 ぐ為 のデ

ータ処理共同機関の設立 を意図す る
。

一研究 ・開発依頼 をRKW
,経 済 管理委員会(AWV),ド ィ ッ工作研究所,各 連盟 コンサルテ ィン

グ機関及 び中産 階級研 究所 を通 じて与 える場合,中 小企業 におけるデータ処理利用を重点的に考慮

す る。

■

5.3.2行 政 管理におけるデータ処理利用の助成,拡 張及び調整

各 措置 は,行 政管理におけ る合理化及び生産性 上昇の為 にデータ処理の導入を合理化 し,そ の時

期 を早 める目的に資す るものである。

行政管理 におけ るデ→ 処 理装置は,今 日でも相 当程度,大 量作業及 びル ーチン作業の処理の為 に投

入されている。地方行政連邦各州及 び種 々の連邦行政管理分野におけ る将来のデータ処理利用計画は,

次の様な傾向 をはっきり示 している。 すなわ ち,総 合的な業務の為に インテグレー トされ たデー タ処

理 投 入の可 能 性 を広範囲に亘って利用し,そ れに伴 い 附 加 的 な用分野を開拓す るとい うものであ

る。連邦行政分野のこの種の大型データ処理計画の例について,そ の うち2,3の ものは1970年

4月17日(BT－ 印 刷物IV/648)の 連 邦行政におけ る電子 データ処理利用に関す る連邦政 府第

2次 報告 に細 かく述 べ られてい る。

⑲

5.3.2.1行 政管理におけるデー タ処理 利用の調整

調整 の必要性

行政管理 におけるデ ータ処理装置の導入及び利 用は,通 常 それ専門の管轄部署,又 は個 々の場 合に

、ついては,特 定部署 の該当 となる。 こうした事情 の もとでは,次 の目的の為 に,種 々の部署が協力す

る必要があ る。すなわち

一データ処理装置を出来 るかぎ り合理的に投 入す る
。
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一交錯 及び重複作業 を回避す る。

一 出来 るか ぎり各 システムの調和をはか る。

一 特に定期 的な経験交流を行な う
。

調整部署

こうした調整 を促進 す る為に,連 邦政府 は,連 邦議会の勧告に従 って1968年 この分野にお ける

特定課題について"連 邦行政管理 におけ るデータ処理に関す る連邦政府調整,コ ンサルティング部署 ・

(内 務省の場合,"調 整 部署")を 設 立 した。

同時 に,あ らゆる調整基本問 題に介入す る"連 邦行政管理におけるデータ処理調整 に関 する省内委

員会"を 設立 した。特別な調整問題 の解決の為に,こ の委員会か らさらに研究部会 をい くつ か設置 し

た。

連邦 と同様各 州 も又,調 整 機関 を設立 した。地 方行政分野におけるデータ処理利用は,各 州,地 方

上部連合会及びケル ンの行政管理 簡素化の為 の地 方行政 協同部署 によって調整 され る。

連邦,州,市 町村の協 力

す でにここ数年来,連 邦,州,市 町村並 びにその他行政管理 部署の間では,デ ータ処理の利用 に関

す る経験 交流を定期的に行 なってい る。1970年,協 力委員会 が設立 され,こ の委員会に調整部署,

各 州調整担 当者.地 方上部連合会並 びに行政管理簡素化の為の地方行政協同部署 が所属す る。更に,

連邦所管 と州 によって,デ ータ処理の利用に関す る協同構想 を作成す る種 々の研究会又 は委員会が設

立 された。

ρ

5.3.2.2市 場 拡『張効果を伴う調整の諸重 点

氏名 コー ドの導入

届 け出制度に関す る法律案(連 邦届け出法)は.1971年5月28日,連 邦閣議 によって決定 さ

れ,参 議 員の第1次 審議 を通過 した。 この法律案の中心 は,一 般的な氏名 コー ドの導入にあ り,こ の

氏名 コー ドに伴 い行政管理のあ らゆ る分野におけ るデータ処理利用の重要な前提が1つ 作 られ る事に

な る。 この分野 とは,人 事関係のデータが処理 されるところを云 っている。 この措置 は,他 方面に亘

ってデータ処理の新 しい利 用分野を開拓する事になろ う。

◆

法律制度におけ るデータ処理

データ処理の為 に法務大 臣及 び議 員の会議によ って設立 された委員会 は,法 務大 臣が議長 となって

お り,自 動化適応性に関 して検討す べ き法律分野を選び出 した。特に これに属す るもの として

一裁判費用及び出納

一督促関係

一土地登記簿関係
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があげ られる。

自動化に適 した規則 に関す る諸前提

自動化に関係 する法律及 び規定によ って,そ の実施が データ処理 を利用 して合理 化され,又 は始 め

て可能 とされ る事が出来,行 政管理法律分野における情 報 システム及びデータバ ンクの構成 を容易 に

し,又 間接的 にデータ処理の新利用分野 を開拓す る事が出来 る。

それ故,こ れを実現す る為 に,方 法規定及 び自動化規 定の為の統一的原則が作成 され る。

プログラム開発にお ける協力

データ処理の利用分野が,複 雑 化すればする程 それ だけ プログラム作成の為 の時 間及び人員 の支 出

が大 きくなる。 デ ータ処理関係の知識及び管理知識 を同 じ様 にそなえてい る専門要員の不足 は,管 理

行政 におけるデータ処理利用 の範囲及び時点 を決定す る ものであ る。

この為、不必要 な平行開 発は,こ れ によ って問題解決 方法 の二者択 一 といった競争を時期 尚早に中

断 してしま う事がない様 これ を回避す る。又一方,管 轄の境界 を超 えて次の様 な目的の為に協力が必

要である。

一 データ処理の既開拓応 用分野に新しい管理領域 を適 用す る。

一 同一状 態にあ る問題及 び業務において
,多 数の管理分野のプログラム又 はモデル を開発す る。

一多数の所管に関す る出来 るかぎり統一した尺度に従い
,又 は個別所管の援助 によって新しい応用分

野 を開発す る。

一暫定的 に強 まって来 るプ ログラム業務において個 々の管 理部署 を援助す る
。

数学 ・データ処理有限責任会社(7.2節 参 照)に おいて,新 しい種類 の問題解決 を担当する,官 庁

データ処理 システム部が設立 された。

計算 キャパ シティ利用におけ る協力

独 自のデータ処理装置をほ とん ど完全に稼動 させ る事の出来 る管理部署 は,今 日すでに,又 は近 い

将来独自の装置を備 える。 これに対し,新 しく独自の装置 を備 えつけるに は,計 算時間需要が,不 充

分であ ると考 えられ る部署 にっいては

一行政管理の既存装置の協 同利用

一他の行政管理部署 と協 同で協同データ処理装置を設置す る
,又 は

一管理行政外の装置 を計算時間に従 って借 用す る

と云 う事 になる。 これ を検討 する為 に,数 学 ・データ処理有限責任会社のデータ処理装置を利用す る

事が出来 る。

q

購入/レ ンタルの決定

行政管理 におけ る計算 キ ャパシティ需要の急成長 は,デ ータ処理装置を比較的短期間の後,よ り惟
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能の高い ものに置 きかえなければな らない とい う結果 を もた らす。 それ故,個 々の部署 における需要

を,ま った く別個に観察した場合,他 の部署における将来 の利用可能性 を考慮 し,装 置購入が経済的

であろうというにもかかわ らず,デ ータ処理の レンタルに決定 され る事 も考え られ る。購入/レ ンタルに

関する決 定原則及び行政管理の分野 におけ る,中 古データ処理装置の譲渡 に関する方法,こ の2つ は

従 って早急 に検討 しなければ ならない。

5.3.2.3管 理行政におけるデー タバン ク及び情報 システム

連邦の プロジェク ト

すでに連邦行政管理の各分野 について一連のデータバ ンク ・システム及び情報 システムが作成 され

ている。(5.3.4.1参 照)こ れに関す る詳細並 びにその他 のプロジェク トに関 しては,1970年4

月17日 の連邦行政管理データ処理利用に関す る第2次 連邦政 府報告(BT－ 印刷物IV/648)に

示 され る。

調整及 びコンサル ティング部署 は,各 部分部分のデー タバ ンク ・システム及び情報 システムをその発

生の間 にそれぞれ調和 を計 り,デ ータ素材の内容及び種類か ら意味があると認め られ る限 り1つ の連合

とす る。

この場合,議 会,政 府,連 邦行政の要請 によってい るインテ グレー トされた情報 シス テム,い わゆ

る連邦 データバ ンク ・システムを発生 させ る様にす る。

連邦の インテグ レー トされた情 報 システムは,封 鎖 された排他的 システムではあ り得 ない し,又 あ

ってはな らない。むしろ,連 邦情 報システムを連邦共和国にお ける出来 るだけ沢山の他の情報 シス テ

ムと結びつけ,こ れによって,分 業的,一 定取 り決 めに基 づいた"連 邦 の"組 織化 された全体 システ

ムを作 る様 に努力す る。連邦内務省 に設立 された省内作業 グル ープは,連 邦政府か ら,ド ィッ連邦 共

和国の この種一般 分業的なデータバンク ・システムの企画及び構成に関す る提案 を作成す る様に依頼 を

受 けた。 これ ら提案 は現在進 行中であ る。

●

'

5.3.3デ ー タ ・トランスミッシ ョン及びデー タ ・リモー ト処理

性能 の高いデータ ・トランス ミッションは分業デ ータバ ンクの連結 システム及び適切な端末機器

を通 じた多 数利用者に対す る相対的に大型のデータ処理能力の確保 とい う点の前提 である。 データ

トランス ミッシ ョン及 びデータ・リモー ト処理 の技術設備拡大及び ドイツ連邦郵便による新 トランス

ミッション技術の研究 はデータ処理の経済,科 学,行 政管理 における投入改善 に寄与す るもの とな

るであろう。

ドィッ連邦共和国は,こ れ まで実現 されたデ→ ・リモー ト処理 システムについてみる と,設 置デー

タ処理数 とは違い ヨーロッパ で第1位 を占めてはいない。 これに関する数字 として,第6表 に申大型

データ処理装置の数 とター ミナル数の比 較を示 した。
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第6表1970年7月1日 現在,中 大型 データ処理装置及び ター ミナル

設置数

中大型データ処
理 装 置

タ ー ミ ナ ル

ドイツ連邦共和国 7300 3200

英 国 6400 13000

フ ラ ン ス 5600 4000

ベ ネ ル ッ ク ス 2300 1800

ス イ ス 1100 1300

'

出典:・デ イーボル ド・ドイツ有限責任会社の調査 によ る。

5.3.3.1現 在 の 可 能 性

"Dateldie
nst・ とい う ス ロ ー ガ ン に 基 づ い て.ド イ ツ連 邦 郵 政 省(DBP)は,デ ー タ処 理

の 目 的 で,デ ータ ・トラ ン ス ミ ッ シ ョ ンの 為 に,そ の 通 信 ネ ッ トワ ー ク を 利 用 さ せ る一 連 の サ ー ビ ス を

提 供 し て い る 。

公的電話ネ・ッ トワークにおけ るデータ ・トランス ミッション

データ把 握.オ ーダー関係及び情 報案 内システム等,言 語 ア ウ トプッ トを伴 うものについては,

ビッ ト平行 キーを伴 う,電 話 ネッ トワーク内に提供 されたモデ ムが適 してい る。

中位の速度領域におけ るデータ ・トランス ミッションの分野において,速 度 段階200ビ ッ ト/S

及 び600/1200ビ ッ ト/Sと 並 んで新 しい速度 クラスとして,2400ビ ッ ト/Sを 伴 うトラ

ンス ミッションの導入可能性 について検討す る。 これ まで数 々の調査 を行 なったが,そ れは ドイツ連

邦郵政省の電話 ネッ トワークは2400ビ ッ ト/Sの デ ータ ・トランス ミッションに充分な ミス防止

を保証 する事 を証明 してい る。

テレックス及びダテックス各 ネッ トワーク

連邦郵政省のテ レックス ・ネッ トワークは,現 在8万 以上の加入者 を持 ち.世 界で も有数の電話 ネ

ットワークである。 この ネッ トワークを更 に補充 して,ド イツ連邦郵政省 は1967年200ボ ー

までの速度 によるデータ ・トランス ミッシ ョンの 目的で特別な ネッ トワー ク,す なわちダテ ックス ・

ネ ッ トワークを準備 す る事 になった。 これ までの ところ約400加 入者が このデータ ・リモー ト処

理 ネッ トワークが有す る可能性 を利用 している。

EDS－ ネ ッ ト ワ ー ク

ドイ ツ 連 邦 郵 政 省 は.1972年 テ レ ッ ク ス,ゲ ン テ ッ ク ス ・ネ ッ ト ワ ー クの 為 に 新 し い 電 子 デ ー
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タ交換 システム(EDS)を 開 始す る。 この システムは,9600ビ ッ ト/Sま でのデー タ ・トラン

ス ミッション速度及 びこれに加 えて,よ り高速度 の もの,た とえば48 ,000ビ ッ ト/Sに 適 してい

る。種 々の速度等級 の他に,EDSに お いては,種 々の加入者 を様 々な特権 をもたせ ることに よって

クラス分けす る事 が可能であ る。 これ は個 々の交信 に対す る必要性 に応 じて特別ネッ トワーク内 で行

なわれ る。

この シス テムは,そ の他加入者の作業処理 を著 しく軽減す る事が出来 る一連の特殊 サー ビスも行な

う。 テレックス及 びゲ ンテ ックスの改装 は約4億DMが 必 要 であ り,1975年 までには終 了す る。

■

レンタル回線のデータ ・トランス ミッション

データを大量 に伝達す るユーザ ーにおいては,ド ィッ連邦郵政省か ら固定回線を貸 りる事 が非 常に

多 い。 この為 には,電 報,電 話,広 帯回線が用意され る。

ダーテルサー ビスの拡 張

要求が非常 に上昇 してい る事 を考慮 した場 合,今 後数年間におい てダーテルサー ビス を需要に応 じ

て拡大す る必要があ る。 ドィッ連邦郵政省 はこの分野において,広 範囲な市場研究 を行ない需要確定

を援助 す る様 に努力 している。 ダー テルサ ービスの推移予測 は,国 内的観察だけに よるものでは あ り

得ない。 それ故,ド イツ連邦郵政省は,ヨ ーロ ッパ各通信管理 当局 と協力 して,広 範囲 に亘 る市場研

'究を実施す
る。 この調査は,1972年 末 予定 されてい る。

データリモ ー ト ・トランス ミッション及びデータ リモ ー ト処理 の将来 において予想 され る需要増 は,

ドイツ連邦郵政省 が,あ らか じめ準備す る事な くしては,到 底 解決 する事が出来ない数 々の問題点,

新 しい利用料 金政策,更 に特 に技術的な問題 を持 た らす事 になる。将来 の要求 を適 時に,直 接認識 し

なければならない。 この為,又 データ処理 利用に対 し,総 合的に刺激を与え る為,ド ィッ連邦郵政省

は,私 的な会社.デ ー タ リモー ト処理 ドイッダ ーテル有限責任会社 に資本参加 した。

5.3.3.2将 来 の デ ー タ ・トラ ン ス ミ ッシ ョン 技 術 の 研 究

通信技術中央局

ドイツ連邦郵政省 は通信技術中央局(FTS)の 研 究所にお いて,通 信 関係の研究作業 を独自で実

施中 であ る。 ここ数年 間認め られ る急激な交信量 の成長 を克服 し,又 高速 データ ・トランスミッション

及び映像電話等新 しいサー ビスの為 の準備 を行な うため,研 究所の主使命 は,研 究作業 を高性能の新

しい情報手段及 びシステムに関する提案をす ることにおかれてい る。

研究計画の重点 は,こ れ迄 の トランス ミッション技 術及 び交換技術か ら,あ らゆ る通信サー ビスに

統一的なディジタル技術の トランス ミッション方式へ転換 をめ ざす研究計画にある。

情報 トランス ミッションの新 しい方法

デ ィジタル ・トランス ミッション技術において は.よ り高速,よ り大量 の情 報の流れ とい う国際的
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な潮流があ るが,こ れは ドイツ連邦郵政省 に とって も最高の意味 を持 って くると予 測され る。 こうし

た背景で地理的な情 報路の大 きなインフォメーションの流れの測定技術的 な調査,伝 達及 び作成を優

先 的に行な う。数Kmの 距 離をはな した大型計算機2台 の間で、48kbit/sに よ る デ ー タ の

送 受 信 に 関 しその信頼性 をテス トし,良 い結果 を得た。48kbit/sの 同時性 データ ・トランス

ミッション用実験 ネッ トワークの導入 を準備 中である。 よ り高 いビッ ト数 の トランス ミッションは目

下実験室段階である。

新 しい 情 報 伝 達 システムによって,コ ミュニケーション方法の著 しい増加 が予想 されるが,そ の

技術的可能性及び特性 は更に研究 されて いる。 その1つ として広帯域情報伝達 システムがあ る。

広帯域回線は30～120GHZの フリークエンシー帯域 を伝達 できると予測 され るが,こ れによって,

約200,000電 話 回線が相応す るデー タの流れが伝達 できる。

"光 学情報技術"分 野 にっ いて は2っ の重点があ り
,1つ は大気圏を通 じて レーザー光線 を用いる

伝達 であ り,も う1つ はパルスの伝達の為に被覆 されたプラス繊維,い わゆ る光繊 維ケーブルを用い

る光学的 システ ムである。

冑

5.3.4管 轄 別研究

個 々の所管 におけるデータ処理の導入 に関 しては,こ れ ら独 自の開発によって着手 され,研 究 ・開

発依頼 を出す ことにな る。 これは,第2次 データ処理計画の資金からではなく,それぞれの所管の財政 に

よって資金調達 され る。次に2,3の そ の成果がデータ処理における一般的な能力 水準 を向上しうる と

い う例 を挙 げることにする。

5.3.4.1デ ー タバンク及び情報システム

連邦各所管 はそれぞれの業務分野に関してデータバンク及 び情報 システムの構成に着手 してい る。 これ

に属する もの としては次の ものがある。

政務関係資料 用デ 一夕バ ンク

ー連邦議会管理面における議 会資料の正式把握及び内容的解明の為
,機 械によ る ドキュメンテーショ

ン・システム を開発す るプロジェク ト
◎

.

政治情 報用データバ ンク

ー連邦政府報道
,情 報局にお ける"政 治 的内容 の情報ス トレージ及 び検索"プ ロジェク ト及び以下部

分プロジェク ト:

・情報準備 システム

1967年 来 インテグレー トされた情 報準備 システムのイ ンプルメントに取 り組んでいる。計算機

への記憶 と平行 してオ リジナル ・システムの記録 の為 マイクロフィルム ・システムを検討中

・情報交換 システム
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エージェン ト通報の為の計算機利用配分 システムの設置

・訂正方式 の自動化

数学 データ処理有限責任会社 との協力で,こ れ迄 必要であった。読 み込む目的情 報の(人 間,時

間集約的な)手 作業 による訂正 にかえる方式 を開発す る。

・自動テ キス ト分析

個別調査多数 を通 じて,自 動 テキス ト分析,自 動テキス ト ・インデックス及び テキス ト分類等の

方法を研究す る。

■

ソーシャル ・デ一夕バ ンク

ー社会政策的措置の緊急決定基礎 を得 る為の
,連 邦労働 ・社会秩序省 におけ るソーシャル ・データバ

ンク ・プロジェク ト

バ イ オ メ デ ィ カ ル な ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン及 び イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン

ー 連 邦 青少 年 ・家 庭 ・保 健 省 の 業 務 範 囲 に 属 す る
。 ド イ ツ 医 学 ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン及 び 情 報 研 究 所

(DIMDI)に お け る,ttバ イ オ メ デ ィカ ル ・ ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン及 び イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン"

プ ロ ジ ェ ク ト。 バ イ オ メ デ ィ カ ル 関 係 の 世 界 的 資 料 の ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン及 び イ ン フ ォ メ ー シ ョ

ンは,ア メリカ のNationalLibraryofMedicineに よ っ て 開 発 され た"Medical

LiteraAnalysisandRetrivalSystem(MEDLARS)"が 担 当 し 既 に

大 き な 成 果 をあ げ て い る。 バ イ オ メ デ ィ カ ル な ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン は,付 加 的 な 重 要 な デ ー タ の

把 握 に よ っ て 拡 大,補 充 し て い く 。

■

n.

交通デ一夕バ ンク

ー 連邦運 輸省における交通デー タバ ンク ・プロジェク ト

このバ ンクの中 には交通 システムに関す る重要デ ータはすべて,統 一的 な秩序標識に従 って把握 さ

れてお り,連 邦運輸省 内に発生す る計画 ・決定過程の為 に用意 され る。特に道路 データバ ンクの作

業は著し く進展 してい る。

一 ドイツ特許庁情報 システム ・プロジェク ト
。

この作業の 目的 は,ト ランスパ レンスの向上及び方式 の迅速 化に よって,ド イツ特許庁のサー ビス

機能を向 上させ ることにある。 これによって次の事が達成 され る:

・大量 ルーテ ィン作業の軽減

・庁内並びに庁 ・一般間の情 報交 換の改善

・情報準備改善 に よる庁の決 断援助

法律関係情報 システム

ー連邦法務省における法律情 報 システム ・プロジェク ト
'
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このプロ ジェク トの目的 は,決 定 された法律,裁 判所決定及 び法律文書等 の大量の情報 を克服する

ことにある。他のデータバ ンク,例 えば ドイツ連邦議会及 び ヨーロッパ共同体法律関係サー ビス等

の ドキ ュメンテーション ・システムとの連結 可能性 には特別の ウエー トを置いてい る。 コンピュー

タの法律 データ ・ス トレージ方法 の調和をはか るヨーロッパ議会 の専門家 委員会が行 なう調査に参

加す ることによって,ヨ ーロッパの他の法律 ドキュメ ンテーション ・システム との協力 を行な う・

統計デ一夕バ ンク

ー連邦統計庁にお ける統計 データバ ンクの プロジェク ト

この プロジェク トは,議 会,政 府,行 政 ・科 学,経 済各分野等広い使命を持 ってお り,こ の点特に

重要であ る。

農業経済情 報システム

ー連邦食料 ・農村省 におけ る情 報 ・企画 システムの プロジェク ト

農業経済情報 システムは次の事によ って,情 報交換 を改善 し,あ らゆ る企 画 ・決定担 当者の最善決

定補助 を可能 とする。即 ち,

・食料 ,農 林経済 関係文書並 びに実行中及び計画 された研究企画に関す る情 報,そ の ドキュメ ンテ

ーシ
ョン

・農業経済データバ ンクの枠内 におけ る,現 存統計資料の準備及 び利用

5.3.4.2防 衛 分野におけるデータ処理

軍事 目標 のデータ処理機器 につい ては民間使用 と比較 して,更 に付加的な要求 が加 わって来 る。即

ち簡単 さ,操 作性,運 動性,信 頼性,柔 軟性,補 修理性,環 境条件に対す る適応性 と耐性 等である。

兵器 システム又 は兵器補助 システムの中央,又 は特別機能,司 令 システム,戦 闘時技術 に必要なデー

タ処理 システムの構造及び プログラ ミングも,特 性 を有 してい る。

防衛研究は従 って次の もの を総括してい る。

一新 しい情報処理構造

一特殊 プログラミング言語及 び翻訳

一 自動的サンプル認識

一適応制御 プログラム

ー偵察及び位置測定機器用 リアルタイム ・データ処理

一人間一計算機 コミュニケ ーション

ー司令 システム確立 の為の組織理論的
,プ ログラ ミング ・システム技術的方法

一特殊デ ータ処理機器用新部品

一 デー タ処理 コンポーネ ントの耐輻射
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軍事用機器の開発 とな らんで,結 果 を非軍事 プ ロジェク トに利用 できるようなコンポーネン トを将

来利用の為に開発す る。 これに属 するもの としては,特 に大スク リーン映写装置,カ ラー ・サ イ ト機

器,モ ー ビル ・デ ィス ク ・ス トレージがある。

軍事,防 衛技術,管 理等 の 目的 に関する,こ れ迄す でに運転 されてい るデータ処 理 システムに加 え

て,決 定を援助す る為 に司令 ・情報 システムを作成する。

この為 に開発を行な ってい るデータバンク技術,及 びシステム・コンポー ネン トは戦闘力 目的並びに

一般的 マネジメ ントの必要性 に も利用 され うる
。

詳細には次 のプロジェク トが開発 され る。

一最高連邦防 衛司令の司令 システム用実験 システム

ー 計画の為の マネジメン ト情報 システム

ー陸軍司令用実験 システム(野 戦軍の作戦司令 を含む)

一 空軍司令の実験 システム(空 軍投入用意の整備 及び維持)及 び空軍戦闘力の作戦司令 に関す る実験

システム

ー海軍及 び海軍航空戦力司令に関す る作戦司令システム

ー道路上の交 通指 導 ・監視 システム

ー軍備に関す るマネジメン ト情報 システム

ー機械的文書 ドキ
ュメ ンテ ーシ ョン'シ ステム

伊
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6市 場バ ランスのための市場に適 した生産

ドイツ連邦共和国のデ ータ処理市場におけ る競争状態のバ ランス化 は,国 家的な助成 なくしては不

可能であ る。連邦政府 は第2次 データ処理計画において,次 の ような措置 を優先的に行な うことを意

図 してい る。即 ち成長助成 の為 に指定 された公的資金 を,市 場適正 な企業決定 が行なわれ る方向へ投

入す るとい うものである。 こ うした措置 として考 えられ るの は次の もので あ る。

一 レンタル資金倒劫

一装置
,プ ログラムの利用者 コンパテ ィビリテ ィの上昇,こ れによって.そ の メーカー選 択における

利用者のモ ビリテ ィが上昇 され る。

一次 のような商業政策及 び公的設備調達政策
,即 ち1つ のヨーロッパ共 同市場 をつ くる,歴 史的な要

因による,ヨ ーロッパ ・ベ ースのメーカーに対す る偏見を打破 す る。デ ータ処理装置設置の高度成長

が予想 される公的 な領域 に,ヨ ーロッパ ・ベースの企業をデータ処理装置他 メーカーとの競争か ら排

除す ることなしに,バ ランスの とれた競争関係 をっ くり出す等 のことである。

ぷ

しかしこれ らの措置 だけで,こ こ数年間に ドイツ連邦共和国ベースのデ ータ処理企業が国際競争力

を確立す るには充分で はない。それ故第2次 データ処理計画の枠内 において,一 策1次 データ処理

計画 とくらべて多少 その ウエー トが軽 くなった とはい うものの 一一 選択 された研究.開 発作業 を直接

付加金によって助成 され るもの とす る。

利用者 コンパティビリテ ィの高度化及び工業研究 ・開発の助成 は,経 済 ・科学及び行政管理におけ

るデ ータ処理利用改善に寄与 し,同 時 に大 きな連結 システムの運転が容易 にな り,且 つ機器 ・プログ

ラムの提供 が拡大 され る。 その外,ド イツ連邦共和国における工業研究 ・開発によって,他 の工業分

野において,基 幹技 術 としてデータ処理の基礎 が拡大 され ることとな る。

→

6.1レ ンタル資 金 融 資

データ処理装置は殆ん どレンタルによ ってい る。利用者 は次の様 な可能性 を常 に保有 してお きたい。

即ち古い装置又 は機器 を市場 に登場す るよ り性能の高 い ものと交換す る。又 は組織変動乃至業務の拡

大によって装置 に対す る要求 が変化す る場合には,そ れに応 じて 自己の装置 も適応 させる。例 えば小

型のセン トラル ・ユニ ッ トを大型 にか えるとい うものである。営業関係面 におけ るレンタル装置の占

める割合は.装 置価額 の80%以 上 とな ってい るが,こ れに対 し,技 術 ・科学 目的 に必要な装置は大

部分購入によってい る。
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レンタル期間

レンタル金は一般的に,5～6年 後に購入価格及び融資 コス トが補充 され るよ うに計算 されている。

この期間 は装置の予 想平均 レンタル期間に相応す る。 この事はデータ処理 メーカーに とっては,装 置

設置時点で発生したハ ー ドウエア及び ソフ トウエ ア開 発,作 成 の出費,投 入援助,教 育,予 備融資資

金等 の出費がや っと5～6年 後に なって完全に補充 され るとい う意味 を持 ってい る。

'

融資資金需要

この関係の事業は急上昇 してお り,か つての事業か らのレンタル金では新 しい レ ンタル 事 業 を融

資するには不充 分である。融資資金の需要 は非常 に大 きく,デ ータ処理事業の成長 にとって限定要素

とな りうる程であ る。1971年 ～1975年 の5年 間において,国 内ベースのデータ処理 メーカー

の生産量(顧 客価格 で)は55億DM～100億DMで,そ の市場占有率 を維持す るか又 は倍増す る

かで違 って くるであろ う。 この数字か ら,上 記期間における,レ ンタル事業に対 する純 融資 資金需要

は2億5,000万 ～4億5,000万DMと 計 算 され る。

リス ク

レンタル事業 によってメーカーは,装 置が5～6年 の必要 レンタル期間の経過前に返却 され,他 の

顧客に同一条件で更 にレンタルで きない という事 によって,非 常な財政負担 に直面す ることがあ る。

メーカーは,ク レジッ ト機 関の参加によ って,レ ンタル装 置融資の為 の レンタル資金融 資会社 を設

立する意図 を もってい る。 この会社 は メーカーか ら顧客 に貸 す装置のすべて又 は一部 を買い上げる。

レンタル金 は直接顧客か らか又 はメーカーを通 じて レンタル資金融資会社 に流れ る。 レンタル装置の

買い付け に必要な資金は会社 が 自由資本市場で調達す る。
鯵

助成必要性の検討

この場合,当 初企業危機が発生する可能性がある。連邦政府は,レ ンタル会社に,暫 定的な財政困

難を克服する為に保証する必要があるか否かを検討する。

6.2コ ン パ テ ィ ビ リ テ ィ

種 々のメーカーのデータ処理装置間のデータ及び プログラムの超企 業的な交換 は,常 にその意味を

増 して きてい る。交換が問題 な く行ない うることは,国 民経済的な全体利益 とな る。必要前提条件は,

デ ータ処理装置及び そのプログラムの一連の特性の コンパテ ィビ リティであ る。

規格化の問題点

大 きな市場占有率 を有す る企業 は,勿 論一般的 に自己の製品 と他 メーカ ー製品 との コンパテ ィビリ

ティを出来 るだけ高 くす るといった事には無関心である。買い換 えコストを指摘す ることに よって.こ
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れ迄 の顧客を確保 し,他 の装置に は使用で きないプログラムを大量 に提供 す るこ とによっ て 新 し い

顧客を得 ようとす る。 この市 場戦術は競争手段として合法的で あ る,し か しデ ータ処理 においてはこ

れが,幅 広い,合 理的な利用 を阻害す る構造を もたらす こととなる。 国内的及 び国際的な規格機関

(ド イツ規格 委員会 〔DNA〕,まtaま 国 際標準化機構 〔ISO〕)の 努力,そ して大 メーカーすべてが

参加す る調整(例 えば,EuropeanComputerManifacturesAssociation〔EC

MA〕 の枠内で)は 従 ってeく 範囲が限 られてお り,規 格は実現 されない だろうし,又 はそれが守 ら

れることがないであろ う。

公共関係 分野にお ける コンパテ ィビ リテ ィの綱領

しかし国 としてはこ うした規格に関心があ り,大 きな社会的利益 は,利 潤 最大化の関心 に反 して守

らなければな らない。従 って.例 えば国の発注におけ る購買の場合に実施 される国家的措置が重要 と

な る。この購買条件 の内最 も簡単且 っ自明の ものは,国 内的.国 際的規格の厳守,こ れがない場合 は,

規 格化され る特徴の将来の厳守を確保 す る約 束への要求であろ う。連邦,州,地 方 自治団体.外 国官

庁(特 にヨー ロッパ共 同体)等 各官庁 との協力で,官 庁関係 にお けるデ ータ処理装置の コンパティビ

リティの綱領 に関して相互理解 を深 めてい く。 コンパテ ィビリテ ィ及びその経済 的効果 に関する研究

は,緊 急 に促進 され るもの とす る。

■

■

データ処理産業に対す る利点

こうした努力 は利用者だけでなく,デ ータ処理産業の為 に もな る。種 々の会社 の機器及び プログラ

ムを同一利用システムであれば使用で きるな らば,メ ーカー として も独 自の生産スペク トル を軽減し,

それによって開発 コス トを節約 することがで きる。

6.3貿 易政 策及び公 的な調達

自由貿易政策

連邦政府 はその一般 的経済政策理念及び方式 と同じく,デ ータ処理分野について も貿易制限をせず,

それを排除す ることを正当 と考 える。 この事 は特に次の様な国 々との交渉に適用す ることである。即

ち輸入制限,公 的調達 におけ る国内 メーカー優先 一 例え同一能力でも,国 外 メーカーの方が安価であ

るとして も一 等 を,デ ータ処理分野におけ る国家 的経済促進手段 として利用してい る国で ある。 な

お連邦政府 は,国 内ベースのデ ータ処理企業は国外市場,特 に ヨーロッパ市場について も指 向してい

くことを指示す る。

、

公共的領域 の為の調達綱領

連邦内務省内にあ る連邦行 政 におけ る電子データ処理利用に関す る調整,及 び コンサルティング部

署 は,連 邦 資金に よるデータ処理装置調達に関する連邦政府 の綱領を作成す る。需要 調査,装 置及び
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プログラムの技術適性 の検討,契 約の作成等の原則 と並んで,こ の綱領は,次 の規 定を含んでい る。

即 ちそれによるとあらゆ る調達 に際 して,ヨ ーロソバ ・ベースの メーカーに も入札 させ る。価格 ・性能

比 が同程度 であれば,こ の メーカーに対 して,適 切 に機会 を与 える ものとす る。

統一的な評価方式 を確保す るため,本 質 的な利用分野に関して レプレゼ ンタティブなスタ ンダー ド

プログ ラム ●パ ッケージを決定 し,応 用す る(ベ ンチマーク ・テス ト)よ う努力す る。

連邦各州及 び地 方自治団体 と交渉 し,対 応す る綱領及び実際利用が同じくそこで も可能になるよう

努力す る。連邦政 府は,他 の ヨーロッパ諸 国及び ヨーロッパ外諸 国 も公的調達 に際 して全 く同様の取

り扱い を行 ない,こ うして ヨーロッパ企業に対 して充分大 きな市場が開かれ ることを期待す るものであ

る。

●

6.4工 業 レベ ル の研 究

工業 レベルのデータ処理研究の対 象は,

一 テクノロジー

ー デ一夕処理構造

一人間 ・機械相互作 用

一 コンピュータ言語

の分野である。

ρ

'

回路及 びス トレージ技術

過去においては,デ ータ処理装置のテクノロジカルな コンポーネン トの性 能は,そ の価格に関連 さ

せて見て,年 々急上昇 した。 これに よってデータ処理装置の価格 ・性能比の再 三に亘る非常 な改善 に

対 す る前提 がつ くられたのであ る。 こうした傾向 は将来 も又維持 されるこ とが充 分可能 である。 これ

以上の性能向上は単に よ り複雑 な問題解決 の為のよ り速 度の高い,適 切 なス トレージ能力 を有す るデ

ータ処理装置 を開発す る為 だけでな く,こ れ迄経済的な理由か らデータ処理投 入が閉め出されていた

ような問題の解決 の目的で,よ り安価なデータ処理装置を案出する為に も必要であ る。 この前提 は第

1に,次 の技術分野 における調査で あ る。

一 ピコ秒一回路

一 ナノ秒 一高速 ス トレージ

ーサブ ミニ ュチ ュァ構造技術

一 ギカ記号一グラフ ィソク・ス トレージ

(特 にレーザ ー ・ス トレージ)

一極精密技術

回路技術及びス トレージ技術 は,デ ータ処理装置のオペ レーション速度 の上昇に大 きな ウエ ートを

占めてお り,今 後 も又占め続け るであろ う。 しか し回路及 び高速 ス トレージの作業速度上昇 は,個 々
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の コンポーネン ト間における電子 シグナルの走行時間が速度上昇の限界要素 となるとい う事態を もた

らす。 この分野 の研究は従 って特に重要であ る。

精密技術

数10億 記 号(ギ ガ記号)の キ ャパ シティ'を有す るディジタル及び図的情報の為の大容量ス トレー

ジの利用可能性 は,こ こ数年 間利用者側か ら常に要請 されて来ている。 こうした希望 はまだ少 しの間

は,こ れ迄 通 りの方法,デ ィスク ・ス トレージ及びその他磁 気ス トレージによってしか満 たす ことが

で きない。極精密 技術分野 における調査によ って,よ り高い記録密度及びよ り早 い アクセスの技術的

前提 をつ くるもの とする。

4

光学的ス トレー ジ

長期 的に見た場合.新 しい ス トレ ー ジの プ リシパル,特 にレーザ ー ・ス トレージは,短 い アクセ

スタイムで,し か も著 しく高いキャパ シティを約 束して くれる。 新 しいス ト レ ー ジ ・プリンシパル

の研究はこの点 か ら,デ ータ処理 テクノロジー促進 の特別なポイン トとな る。

●

製造自動化

特有の回路技術及びパ ッケー ジ技 術の回路 を設計す る場合,並 びに 自動的製造 設備,テ ス ト設備 の

制御データ作成の場 合,計 算 機を利用しなければ解決で きないような,特 に複雑な最善化,シ ミュレー

ション問題及び トポ ロジックな問題 が発生す る。

計算機 アーキテクチャー

データ処理構造研究の課題 は,簡 単 な依頼 の配分及 び最善の作業過程を可能にす る最適 の アーキテ

クチ ャーを将来の技術及 びコンピュータ言語の為に発見す ることである。 この問題は.ハ ー ドウエア ・

コンポーネン トの技術的協力 と,い わゆる運転 システムによって依頼主に仲介 され る作業経過等 にも該

当す る。本質 的な目標はデータ リモー ト処理にお ける諸改善,リ アル タイム,タ イム シェアリング,

運転確実性 であ る。 その際大情 報量の内部管理 は,そ れぞれ異なった アクセス量,ア クセスタイムのスト

レー ジ ・ヒエラルキ ーにおいて,そ の複雑 さの為特別処理 を必要 とす る問題が出て来 る。

「

、

デー タ把握,人 間,機 械相互作用

デー タ処理装置の技術的,且 つプログラムされた構造が人間に対す る組織的なコンタク トをっ くり

出してい る間に,周 辺機器 は物理的なコンタク トを,コ ンピュータ言語は語義的且つ シンタクス的コ.

ンタク トを行 な う。

次の分野が特 に重要で ある。

一光学的 ・音響学的 コレスポ ンデンス設備

一直接 データ把握
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一問題指向的言語

一特殊 言語

一ダイアログ言語

周辺機器においては,一 般的傾 向 としては.人 間 と機械間の コ ミュニケーシ ョン において,人 間 と

人間の コミュニケー ションで も利用 され ると同 じ手段を投入している。光学的及 び音響学的なイン並

びに アウトプッ ト機器は この点で優先的 な研究対象である。更に機械 と環境 との交流においては,直

接 データ把握 が大 きな意味を持 って来 てい る。 これによって,デ ータ処理装置に よる交信 の為の特殊

データ保持媒体の高価 且っ人間集 約的な作成 を大幅に回避す ることができ る。

ALGOL,COBOL,FORTRAN等 大 きな応用分野を有す る"コ ン ピューータ言語"に おい

ては,相 当の国際的規格化が成功 された。 これに対 しPL/1等,他 の言語に関す る規格化の努力はま

だ最終的な話 しがな されていない。 この今後の開発は国際的な協力がなければ,成 果 をお さめ ること

がで きない。 これと並んで特殊応 用分野の問題表現言語の要求 が増加してい る。人間 ・機械 コミュニ

ケーションの為 の簡単なダイアログ言語の開発は,計 算キ ャパシティを公共情 報 ネッ トワークを通 じ

たサー ビス として,広 い範囲に適 用 させ る為 に必要である。

助成 され るべ きプロジェク トの選 択及 びその実施の コン トロールにおいては,6.5節,開 発 プロジ

ェク トに詳述 した と同 じくす ること。通常援助金受領者か ら50%の 負担 が要求 され る。

工業 レベルの研究助 成の 資金(連 邦教育科学省)は,工 業開発 資金(連 邦 教育科学省)(6.5節)

と一緒に提示。

6.5工 業 開 発

'

'

急激な技術革新,競 争の激化,利 用者の要求増加,そ してメーカーが行な う,ユ ーザー獲得による

市場の成長及び新サ ー ビスの準備等 の確保に関す る努力,こ れ らはこの数年 後のデータ処理 システム

の技術的進展予測 を非常 に難 し くしてい る。 ヨーロッパ ・ベースの企業 は,そ の競争相手 と同じく市

場を熱心に観察 し,そ れに生産計画を適合 させ,研 究結 果の広いポテ ンシャル及 び柔軟な開発 製造.

販 売組織をベースとして 迅 速 に 新 しい製品 を市場 に持 ち出すよ う強制 され る。

開発計画は,助 成の必要性及 び助 成価値が充分確認 され,研 究作業及び開発結果の利用が ドイツ連

邦共和国におけ る会社によって実施 され る限 り,第2次 データ処理計画の枠内で,開 発 コス トに対す

る国家援助金によ って助成 され るべ きもの とす る。

助 成の必要性

データ処理分野 における必要研究 の開発費 が競争企業,ド イツ連邦共和国に関していえば,電 子又

は事務機械技術ブ ランチにお ける通常の対売 上比 率を著 しく超 える場合にのみ助 成の必要性 を認め る。

競争企業が 有す るその開発研究費 の為の付加的資金源(例 えば,ド ィッ連邦共和国外か らの直接又 は

間接的助成)を この関連において考慮 しなければな らない。
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助成資格

各計画の助成 資格 は.専 らその実施が第2次 データ処理計画の,第2章 に述 べた目的実現の為 に遂

げうる寄与によ って審査 され る。

助成を受けた開発によ る生 産物 は,例 えば経済,科 学及 び公共 サー ビスの為のデータ処理利用普及

に寄与できる ものであ り,同 時に現在の国際技 術水準 を超 えて,

一加入者 システム,デ ータ リモー ト処理,及 び要求度の高い利用シス テムのインプル メン トに適 して

い る。

一著しい性能
,価 格比 の改善 を示す。

一特に広い利用 に必要 とされ る,又 は

一デ ータ処理装置の利用 を容易 にし,合 理化する。

基幹技術 としてのデータ処理 の助 成に とって,次 の点 は特 に重要であ る。

一科学 的 ・技 術的な新 しさ又 は作業の発明高度

一 データ処理分野以外におけ る研 究,開 発結 果の応用性

一他の国民経済的に重要 な分野,例 えば装置技術,工 作機 械製造,情 報技術,計 測技 術等の競争能力

とい った観 点からみて,開 発され るべ きデータ処理 システムに対 す る需要

開発 される生産物の売上予測又 は,そ の生産物が重要部品 とな ってい るシステムの売上予測の結果

坑 助成を受け るメーカーの市場占有率 を拡大す ると予想 され る場合,開 発作業はバ ランスの とれた

競争状態 をっ くる為に寄与す るこ とができる。 この前提 は充分な生産,販 売設備の所有,及 び近い将

来収支の推移 がバ ランスの とれた ものになると予測され る財政能力 である。

プロジェク トの コン トロール

プロジェク ト担 当者は個人的 に も,設 備完備後 も,開 発 コス ト自己負担 分支 出に関して も,こ の計

画を期間内に実施で きる状態 になけれ ばな らない。

助 成され るプロジェク トにっいてはすべて,予 め.確 実 な市場予測 と綿密な時間,コ ス ト計画 を行

なわなければな らない。 プロジェク トの進行については,定 期的に報告す る。 プロジェク トの失敗 が

認められた場合.そ の助成は中断され る。

未来指向の開発作業

未来指向の開発作業の助成 に関しては,現 時点において広大な範囲に及 ぶ次のプロジェク トを決行

す る。

大 型計算機開発

一 大型計算機開発 の継続助成

連邦政府 は次の理由か ら,大 型計算機加入者 システムの開発を.特 に助成すべ きものと見 る。

・この作業によ って ,シ ステム知識 が著し く豊富 になる。

・科学,デ ータバ ンクその他公共サー ビス等 に必要で ある。

、
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'

の

・こうしたシステム を用いたデー汐 ・リモー ト処理によって
,経 済的な点か ら自己の適 当な装置 を設

置することができない中小企業 も,デ ータ処理装置によった生産性上昇,合 理 化 とい う可能性 を

利用す ることがで きる。

・ドイツ産業界 がシステム中核 に適 当な装置 を有しているにして も,タ ーミナル及 びデータ ・リモー

ト・コントロール処理設備の重要性 を加 えっっある市場がよ り有利に開拓 され ることにな る。

ドイツ連邦共和国におけ る大型計算機開発の具体的 な計画及び期限については,KOnstanz

のAEG－ テ レフンケ ン社,情 報工学技術専門開発チーム400名 の準備体勢如何が大 きな決定要

素とな ってい る。同社の能力 と情 熱は非常な名声 を博 している。TR440に よ ってこれ迄達成 し

た売 り上げは,こ の専門分野の存在能力 を確実 なものにするにはまだ到っていない。その理由は,こ の

装置の対象 となる科学及び公共 データバンク関係 の市場が狭いこ と,商 業市 場へ進出 してい くには

幅広 いセールス網の作成,大 型計算機 の完全 なフ ァミリー構造化.コ マーシャルな利用者 ソフトウ

エアの大型パ ッケー ジ等が必要である,と い う点にあ る。こうした中にあ ってAEG－ テレフンケン

社及びニクス ドルフ ・コンピュータ株式会社 が設立計画中のテレフンケ ン ・コンピュータ株式会社

は,大 量台数販売を可能 にす るには適 当な ものであろ う。

コンス タンッの開発チームは,二 重の課題 を設定してい る。即 ちTR440を70年 代 の中頃迄,

幅広 い利用者に とって魅力 ある もの として維持 し,し か も同時 に新しいデ ー タ 処 理システム(作

業 タイ トル:TR550)を70年 代 後半 に開発す るとい うものであ る。

上 記第1の 目標に寄与す る もの としては,次 の ものがあげ られ る。即 ち多重プ ロ セ ッ サ装置の

開発,回 路 改善 及び半導体バ ッフ ァス トレー ジの組み込みによるプロセッサのオペ レーション速度

上昇,大 量 コァス トレージ及び高性 能大容量記 憶 装 置 の連結 による処理能力向上,イ ンプ ット,

ア ウ トプッ ト ・チャンネルの増加,シ ステム ・プログラムの拡張段階の開発である。

TR550は まだ定義段 階にあ り.1972年 に開始 する開発の助成 も考慮中 であ る。

これに対 しナショナルベースの超大型計算機開発の援助については,経 済的にみて意味がないと

考 え られる。超大型計算機 はまだ第1に,次 の点で大型計算機 と区別 され る。即 ち使用し うるあ ら

ゆ る手段によって達成 され え又,パ ラレル化によ って達成 され うるオペレーシ ョン速度が それであ

る。超大型電算機 は研究関係 の大容量計算問題,例 えば気象学,そ の他 軍事的問 題 とい ったご く限

られ た数 しか必要 とされず、 ヨー ロッパ数企業の協力による超大型計算機 を開発す る とい うヨーロ

ッパ共同体の イニシアテ ィブが市場及び実現 可能性の分析後放棄 され ることとな った今,こ れは外

国,特 にアメリカか ら輸入 されなければな らない ものである。

中小型ユニヴ ァーサル計算機,プ ロセス計算機

一 ジーメンス社新開発,NSF1及 びNSF2に 対 する助 成の継続

NSF1は.こ れ迄の4004ス ペ ク トルの諸装置 と同 じく,ヨ ーロッパ ・データ処理市場を重

点 として,最 適の能力 を開発す る,ユ ニヴ ァーサル計算機 ファ ミリーを意味 してい る。 なお ヨーロ

ッパ市場におけ る高能予装置へ の移行 を充分考慮する。
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新 し い 装 置は,著 しくモダンな回路,ス トレLジ 技術,特 に高速半導体 ス トレージを装備 され

る。価格 ・性 能比 は大幅 に改善 され,運 転 システムはよ り柔軟,高 性能 とな り,利 用者の要求 によ

り適 合され,ペ リフェラルを拡大す る。中,上 性能領域 において は,あ らゆる装 置におけるデータ

リモー ト処理 の可能性 といえる。加入者特性及び潜在的ス トレスが与え られている。

NSF2は 主 にプロセス問題に対処するものである。一般的な性 能向上 をこえて,構 造的改善,

特 にプロセス管理に重要 な中断システム,ア ドレス方式 及び システム ・ソフ トウエアがこれに該当

する。

-AEG－ テ レフンケ ン社 の統一プロセス計算機 ライン(EPL)の 助 成

EPLは4つ の構成 となっているが,1975年 以降,プ ロセス ・オー トメーション.特 に工業

界及び情報技術の分野においてのプロセス ・オー トメーションの全域 を補充するもの である。

この開発 は,デ ータ処理利用の枠内において"デ ータ処理装置に よるプロセス・コントロール"と

題して助成 される。

一 二クス ドルフ ・コンピ
ュータ株式会社 の中小 データ処理装置フ ァミリーの開発助成

この ファ ミリーは多国間協力の枠内で.主 にコマーシ ャル領域 を中心 として世界的に利用 されて

いる。ニクス ドルフ ・システム900の 継続開発が主眼であ り,こ れには,AEG－ テ レフンゲン

のTR86,及 び コン トロール ・データ社(CDC)の1700の ノ ウハ ウが用い られ る。

未来指向開発作業の助成 にあた っては,会 社 自体 も50%負 担 となる。研究 ・開発プロジェク トは

数年間 に亘 るため,援 助金交付者 と受領者間に は長期契約が求 め られている。

、

市場近接 的技術開発

市場近接的 な技術開発の助成 に際 しては,助 成され るデータ処理 メーカーの競争力の向.上又はその

短期維持が前面にあ る。 これ らメーカーは,市 場の要求及 び技術的開発に常 に適応す るとい う点 か ら

毎 年 新 し く出 され る連邦 公示 に従 って.次 の分野 のプロジェク トを提示 す る機会 を与え られ る。

一 コンブレッ トなデ ータ処理装置

一セン トラル ・ユニ ッ ト

ーペ リフェラル ・ユニ ッ ト
,及 びその経過制御 を含む

一機械指向の プログラム

ー問題指向の プログラム

助成条件 に適 合す るプロジェク トにおいては,開 発 コス トの一部にっいて,そ れに投 入可能な財政

資金の基準に従 って援助金 を融資す る。 この援助金 は開発成果の評価額 に基 づいて返却 しなければな

らない。一 部融資率 は通常25%で あ る。 プロジェク ト内容 が大 きな公共利益を有 してお り,又 有望

プロジェク トで あるか,そ の申請者 の資本力が小 さい とい った場 合は,35%迄 高 め ることがで きる。

その他 の開発コス トは.プ ロジェク ト担当者が自己の資金か ら融 資しなければな らない。

こ うして産業界 の独立責 任を完全に保護 しなが ら,競 争関係 を迅速に正常化 し,独 立 メユカーの生

産能力を 一 中小企業 において も一 売上金 によってコス トを補充 し,継 続的交付金 は必要 としない
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とい う状態 にまで もってい くことができるよ うになる。

・大型 コンピュータを含む産業 レベル研究(連 邦教育科学省)及 び開発(連 邦 経済 ・財 務省及び教育

科学省)助 成資金(100万DM)

連邦経済 ・財務省:市 場近接分野における産業開発

1967196819691970 1971 1972 19731974 1975

1&33α834.728.6 47 28 3335 45

' 1

連邦教育科学省

1967196819691970 1971 1972 19731974 1975
■

19。73442.63L9 116 113 117,993 77.5

=

r

'

●
」
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7.特 別 プ ロ グ ラ ム

7.1チ ー タ処 理 研 究 に 関 す る ドイ ツ学 術研 究 会 議(DFG)の 将来 の 助 成 措置

情報処理重点計画

DFGのtt情 報 処理"重 点計画におけ る情報工学の重要数部分域 に関す るこれまでの助成 は,一 連

の関係部署 を確 かに刺激することはで きたが.し かし資金が限 られてお り完全 とは言 えない。超地域

的な情 報工学研究計画に基づいて,連 邦及び州が共同で情報工学全域のベース融資を受 け継 いだ今,

"情 報処理"重 点の後継 計画 は
.2,3選 択 され,特 に緊急な総 合プ ログラムの トップ融 資を受 ける方

向にある。 こうして,特 に情 報工学の重要末端部にっいて も考慮 してい くもの とす る。 これ ら重点計

画の第1はttデ ィジタル情報 トランス ミッション ・システム"と 確立 されている。"半 導体 エレク ト

ロニクス"重 点計画は半 導体 基礎研 究の本質的強化を もた らす ことにな った。

●

特別研究領域

特別研究領域の枠内では,主 にコンピュータ言語,そ の理論及び応用に取 り組 む ミュンヘンの研究グ

ループが援助 されてい る。徐 々に開発 され る科学的なキ ャ パ シ テ ィを基準 として.近 い将来 その他

の研究領域 について も関係特別研究領域の形態 で1っ の機関設立を行な うことも可能であ り又必要で

もあ る。

通常方式

重点計画において 目指 され る助成措 置を補充 し又特別研究領 域によ って,個 々の独立テーマを持 つ

情報工学関係研究計画 も,DFGの 通 常方式によって融資 を受 けることができる。 この 目的の為DF

Gは 種 々の専門委員会 に情 報工学専門委員会(専 門:理 論情報工学.プ ログ ラム.計 算 機構造及び技

術)を 加 えた。

、

7.2数 学 ・チ ー タ処 理 有 限責 任会 社(GMD)

、

GMD研 究活動は,デ ータ処理 分野における知識水準 を引 きあげるための ものである。特に重要

な点 は公共的分野,と りわけ連邦所 管の問題におけるデ→ 処理装置利用の開拓,改 善 におかれ る。抜

本的 な調査 を行 ない,デ ータ処理 と経済 ・科学の生産性上昇の手段 を最適 に投 入 しうるよ うにす る。

作業 の結果 によ って,デ ータ処理産業 はハー ドウエア及び ソフ トウエア開発の改善 に対す るインパ

ク トを受ける。DFGが 科 学分野 にデータ処理装置を調達 する場 合及 び,助 成 プロジェク トを準備,

実施す る場 合にGMDが 介 入 し,そ れにょって同一尺度による効果的 な助 成を達成す る。
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会社構成者

GMDは1968年4月23日.有 限責任会社形態の研究機関 として設立 された。会社構成者 は ド

イツ連邦共和 国一一 連邦教育科学省によって代表 される 一(90%参 加),及 び ノル トライン'ウ

ェス トファーレ ン州 一一 州教育科学大臣によって代表 され る一(10%参 加)で あ る。

'

定款に定め る業務

GMDの 定 款に定め る業務は,数 学及 びデータ処理両分野間の相 互関係,連 邦データ処理全体 プログラ

ムの観点か らみた専門的,科 学的 な数学 ・データ処理再教育並 びに研究 とい うことであ る。又科 学的

目標のデータ処理装置の運転及 び科学的な助言 もその業務に属す る。

9

作業構造

GMDに お いて は,基 礎研究,利 用研 究,実 プロジェク ト作業及び教 育の密接な連結 を実現す る。

大 きな枠 を有す る研究機関 はこれ に必要な横の連結の作成及び理論的.実 際的作業の有効な前進の2

っ にとって適切 な前提 である。

GMDに お いては,こ の ような研究及び応用を集中的,継 続的且っメーカーへ の依存な く実施 する。な

おこの場 合,典 型的な例 として,産 業開発と専門大学研 究の間 に中間地帯が発生す る。以 上の作業は

公的な分野,デ ータ処理産業,ソ フ トウエア会社,専 門 大学分野並 びに国際的 なデータ処理協力等 に

一部原則的に .一 部直接 的に役立 っ ものである。業務分野 としては次 の ものがあげ られ る。

一基礎研究 と応用研 究

研 究は基礎的問題 に関 して長期 に亘 って行ない,又 利用面 と密接な関係 をはか りながら実際重要問

題 を処理する。実施 され た計画,実 践によって生 じた問題によって刺激 され る。開発 された理論は

応用計画によ ってその応用性 を検討する。特に対象 として次の分野が挙げ られ る。

・計算機利用の情報 システム間の相互作 用及びそれを利用す る機関を明確化 し,デ ータ処理装置の

有効な投 入を確保 す る為の調査。公的分野におけるデータ処理の有効性 に対す る好影響が予 測 さ

れ る。

・データ構造 及びアクセス方法の理論及び実践

・企 画 ・マネ ジメン ト関係に対す るデータ処理の投入。関連す るもの としては,オ ペレーション'

リサーチ,シ ミュレー ション方式,決 定 モデルの方法があ る

・ソフ トウエ ア作成の自動方式の開発(ソ フ トウエア技術)

・自動機 ,フ ォーマル言語 及びプ ログ ラミング言語の構造に関す る調査。 リアル回路の設計

・デ ータ処理実 用を有効に拡大 させ る数学的構造の開発。社会立法の シ ミュレーション・モデルの 開

発においては例えばダイァログニュメ リックの現代的可能性 を考慮に入れ る

・数学的研究に関す るデータ処理投入の可能性 の調査

一応用
,実 践的 プロジェク ト作業

GMDに おいて,原 則 的 な解決方式が実現 され.種 々の計画で実際にそれが投入 されてい る。特
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に公的な分野におけるデ ータ処理計画においてこれが該当す る。又知 られ るよ うにな った方式 を鑑

別 し,秩 序化し,そ の性能,応 用 ポテンシャルを検討す る。解決 が不充分 な実際 問題 を分析する。

各種の計画 において得た経験 を研究 において も取 り入れ る。実践的 プロジェクト作業の遂行 に当って

は,他 の プロジェク トパ ー トナー,一 方 ではソフ トウエア会社,他 方 は専門領域 の作業者 グループ

を介入させ る。

GMDは 次の業務 を行な う。

・公的分野にお けるデータ処理 利用の計画及び開拓に関する協力,こ の場 合GMDは 既 に官庁領域

におけ る責任者の 目的設定の作業で協力す る。 この場 合関係当局及び連邦内務省の調整,助 言部

署 と協 力す る。有効な官庁助言 は,総 合関係,コ ンパティビリテ ィの観点,イ ンテ グレーション

及び規格化を考慮す る。GMDの デ ータ処理装置は,テ ス ト及び検討の為に利用で きる。

・加入者 システム,連 邦 システム,機 械設備,運 転 システム,ス トレージ方式及びダイアログ方式

の設計,判 定に関す る技術的尺度の開発

・データ処理関係規 格化への協力,GMDが 備 え る多面的な専門知識 によって,根 本的,同 時にメ

ーカー依存のない規格 調査が可能であ る。 この場 合,一 般 的な規格 及び政府標準の作成 の枠 をこ

えて,将 来の データ処理,応 用 システムに とって重要 な意味を もって くる問題 につ いても考慮す

る(AnticipatingStandards)

・連 邦教育科学省 によって助成 されるデータ処理関係開発 プロジェク トへの介入。開発 され た機器

及びプログラムの検討

・科学及び連邦行政分野にお ける連邦 資金によるデータ処理装置調達 に関す る専門的助言

・問題指向的プログラム言語 の開発協力

・データ処理の決 定的な進歩要因 とな る,新 しいハ ー ドウ ェ ア,ソ フ トウエアの開発検討

一教育

教育活動 は各種の層 を対象 としてお り,多 数のテー マを有 している。

・公共関係者のデータ処理専門 員養成教育。 公務員に対す る,合 理化,管 理,計 画業務に対す るデ

ータ処理利用可能性 に関す るオ リエンテーシ
ョン

・客 員講師 として国際的 トップレベルの専門家 を招いて行な う専門 大学教員及 び卒業者に対す る数

カ月の コース及びセ ミナー,こ のアカデ ミー教育後の再教育 は,GMDに お ける専門大学教師客

員研究者制度によって補充 され る。

・データ処理教育 プログラム及び,デ ータ処理 ・ドキュメ ンテーション分野の教育教程等の開発に

おける調整,協 力。特に行政管理公務員 を教育す るような,デ ータ処理学校教程計画の開発を行

な う。

・主にGMDの 業 務に投 入 され る情 報工学 アシスタン トの教育;GMD内 部 再教育。

、
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国際的な連絡

GMDは 国 際的な分野において多数の連絡 を有 している。"国 際関係事務所"に よって,経 済'技

術的,管 理的観点か ら国際協力 計画 をフォローしてい る。

専門 誌及び独 自の雑誌等 のパ ブ リケ ーションによってGMDの 活 動結果 を一般 に公表 している。

成果コン トロール

GMDの 資金は,他 の研究機関 と同様 に,援 助金の形で個 々の時間を限 った プロジェク トに与えら

れ るものでなく,年 間経済計画の枠 で予 算 として出され る。 このため成 果 コン トロールに関 しては特

別な組 織前提がっ くられ る。 これに関す るものは次 の通 りであ る。

一年間研究・経済組み合 わせの計画
。これ は専 門的目的を付した計画,実 施中の個別計画に関す る概要,

第2次 デ ータ処理計画の 目的実現 に対する意味説明,外 機関との調整 及び必要 人員,物 件 費用の内

容明示,そ の他 この個別計画 を判 定す るに必要 なデータ等 を含む。

一実 施中及び完了 した個別計画の概 要を伴 う
,費 用証明付年間業務報告書(研 究'経 済 プランの原

則 に従 って構成)。 技術 ・科 学及び経済各実績データを含む。

一統一条件 に従
ってすべての研究設備 において行な う原価計算。原価計算 は重要 な経済確認 を可能に

し,内 部的,外 部的に比 較可能の,確 信のある数字 を形成す るものでなければな らない。

・GMD(連 邦 教育科学省
,連 邦負担分)資 金(100万DM)

196719681969197019711972197319741975

9.5 3.610.8 9.721.132.752.3 57.6 62.9

7.3ド イ ツ 計 算 セ ン タ ー(DRZ)

'

'

DRZの 過去 の使命

ドイツ計算 センター(DRZ)は1961年10月3日 に設立 された。現在 では,ド イツ連邦共和

国,ヘ ッセ ン州及びDFGの 私 権 的財 団で ある。設立にっいては1956年 来 のDFGの 計 画にまで

さかのぼ ることがで きる。 これ は超地域的な計算 セ ンターによ って.ロ ー カル計算 センターでは解決

で きない問題 を処理 しよ うとす る ものであ った。 同時にDRZは 研 究及び教育 を行な うよ う依頼 を受

けた。DRZの 組 織は現在,管 理,運 転.ニ ュメ リック,統 計,非 ニユメリック各部 か らな ってい る。

DRZの 設立以来,ド イツ連邦共和国内におけるデー タ処理装置保有量 は価額的 にみて
,20倍 以

上にな り,装 置の計算能力 は100倍 以 上にな ってい る。 これに伴 う専 門大学の計算需要急成長は
,

大 型計算機をDRZに だけでな く,地 方大型計算セ ンター及び専門大学計算セ ンターに も設置する必

要性 を もた らす こととな った。 これ らは時折現れ る急需 要を うま くバ ランス化す ることがで きる。従

って更に唯一 のセ ン トラル設備 を維持 す ることは経済的に も,技 術的 にも意味がない。

DRZの 研 究活動 は主に利用者 の援助 にあ り、 それに応 じて幅広 く且つ多様であ った。デ ータ処理
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開始 当初 にあってはこの事 は全 く妥 当であ った。 しかし本来DRZに 集 中 された問題が ドイツ連邦共

和国の他機関に集中処理 され るよ うにな って,DRZも 専 門化を余義な くされることに なる。

新 しい使命 の為 の条件

DRZ及 び そのス タッフはそ のまま維持 され る。 この構造改革の構想 に関 しては,職 員,科 学委員

会,DRZ設 立 者,計 算装置委員会及びDFG評 議 員会が参加 してい る。 それによると,長 期的にみ

てデータ処理の性能状 態に意味 を持 ち,こ れ迄 ドィッ連邦共和国内で充 分に取り組 まれ ていず,ダ ルム

シュタッ トの立地条件.人 員.装 備 がその解決に有利な前提 とな るとい った問題 を選 択す る。

データリモー ト処理利用に関するセ ンター

目下最 も将来性 を もってい ると思 われ るのはDRZを デ ータ リモー ト処理 利用セ ンターに転換 させ

ようとす る提言 であ る。数学 データ処理有限 責任会社の外部的部署 として組織す る。 セ ン タ ーの新

しい業務は,DRZの 従 業員の研修 で詳細に説明 された。

一データリモー ト処理 及び計算 機連結 システムの システム問題研究

一科学分野におけるデータ処理利用プログラムのモジュラー化及び標準化 に対する可能性 についでの

システ ム分析的調査,及 び 一 他 の部署 との協力で 一 その利用の為 の標 準プログ ラムの開発。

一科学設備用データ リモー ト処理 システムの試運転

一データ リモー ト処理 システム利用に関す る導入 コース,情 報工学者の教育(現 在,数 学技術 アシス

タン ト)

こ うした業務に関連 して くるもの としては,ダ ルム シュタッ トの ドィッ連邦郵政省 の中央通信技術

庁の局限化i多 重アクセ ス計 算装置の利用及びDRZと 離 れてい る科学研究所 との伝統的関係である。

、

◆

非ニ ュメ リック部

上記各項 と全 く関係 な く,DRZの 非 二=メ リック部の作業は,言 語学,歴 史研究及び その他精神

科学におけ るデー タ処理利用分野に留 まる。 この部にっいて はこれ迄の業 務を更に強化す る。

ダルムシュタッ ト工科大学の計算需要

過渡期 においては,ダ ルム シュタ ッ ト工科 大学及びその他利 用者がDRZの 計算装置 を適宜 使用す

る。

GMDへ の組 み入れ

ドイツ計算 セ ンターの解 散及びGMDの 外部部署 としての組 み入れば1972年1月1日 に予定する。

・DRZの 資金(連 邦教育科 学省.連 邦 負担分)(100万DM)
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196719681969197019711972197319741975

1.21.20.90.60.6

※1973年 以 降 はGMDに 提 示(P.67)

3.2
※ ※ ※

7,4カ ル ル ス ルー 工原 子 力 研 究所(有 限 責任 会 社)の デー タ処 理 技 術 研 究 所

カルルスル ー工原 子力研究所においては1971年 以来,デ ータ処理技 術研究所があ る。 この研究

所の使命 は,技 術プロセスにおけ る計測.操 作,制 御に対 するデータ処理 システムの投入に関す る研

究であ る。 これはカルルスルー工大学 と密接 な協力 を行な っている。 同研究所は,"デ ー タ処理装置

に よるプ ロセス・コントロール"プ ロジェク トの担 当を受 け継 ぐ(5.1.3節 参照)。

■

7.5原 子 力 関係 デ ー タ処 理

'

原子炉安全性 の理由,そ して原子力研究におけ る高価な機器 を合理的に利用す る為に,次 のよ うな

特別 プロジェク トが1967年 以 来助成 されてい る。

一原子力技術装 置の コン トロール及び制御用デ ータ処理 システム

この為に投 入 され るシステムは,特 に故障中断ないよ うにする事が強 く要求 され る。次の2つ の

処理の仕方が考 え られてい る。

・1台 の電算 機が待機 していて ,他 の計算機が中断 した場 合,直 ちにすべての業務を代行 し うるよ

うな2重 計算機

・多型 電算機 モジュラーに構成 されてお り.同 じタイプのモデュールを持 ち,他 の1つ 又 は数個

のモデュールが中断した場 合,完 全な部分の リコンフィギュレーションによって完全 に作業可能

状 態を保つ

この種のデ ータ・システムは,信 頼性 に極大な要求 をす る他の分野,例 えば飛行安全等に重要 な意

意味 を持 って くる。

一計算 機利用のエ レク トロニクス ・システム

計算 機利 用の実験 の構造の為一連の機器 ・プログ ラムを開発する。ハ ー ドウエア開 発 ソフ トウ

エア開発 と もに外国における開発 と調和 をはか っていく(CAMAC－ システム)

・原子力 関係デー タ処理資金(100万DM)(連 邦 教育科学省)

196719681969197019711972197319741975

0.4 1.2 1.5 1.5 4.2 3.8 1.7
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8国 際 協 力

8.1ヨ ー ロ ッパ 共 同 体

現在の ヨー ロッパにおける研究 ・開発協力 は国内的,国 際的措置,計 画,プ ロジェク トに対する国

際調整の不足 とい うことによって特徴づけ られ る。各国は国家単位で様 々な分野で努力 をし,目 的 を

調和させ,ヨ ーロッパ内 協力の利点を充分に利用 していない。

連邦政府 は過去再 三に耳 って,ヨ ーロッパ共同体内の協力強 化を呼 びかけて きた。その為 本計画作

成に当って,提 案 された措置が,こ の分野におけ る将来 の共同政策を妨害 しないよ う考慮 した。 これ

は1969年12月1/2日 に各国,政 府首 相がデンバ ークにおいて決定 した(最 終 コ ミュニケーシ

ョンー第8号)目 標によって導き出 され る。各 国元首,政 府首相は,共 同体の技術的な活動を強力に

し,共 同体計画によ って,重 要 トップ分野 におけ る産 業 レベルの研究,開 発を調整 し,促 進 し,こ れ

に必要な融資資金 を確保す る意志を強めるに至 った。 共同政策への第1歩 として連邦政府 は,共 同体

の各国間におけ る,国 家 的,国 際的な分野の研究政策 目標への接 近に寄与す る調整方式 を開発,実 現

す るよう提言 した。 これは長期的 なプロセスであ り,強 力な相互の情報及びデ ィスカッシ ョンを通 じて,

国家的態度 の調整 及びより強 化され,調 整 された,ヨ ーロッパ,更 に は国際的な協力へ と導 くもので

あ る。

この調整は,定 期 的な"コ ンサルテーション"に よって研究 ・開発分野の国際的措 置を,又 継続的

な"コ ンフロンテーション"の 形 で加盟 国の国家計画を把握す るものであ る。 ヨーロッパ共同体の枠

内で"科 学 ・技 術研究分野 における政策"研 究グループ(Aigrainグ ルー プ)に よって作成 され

た提案に基づ き.1970年 春 以来,ヨ ーPッ パ6カ 国の交渉で,一 部多数 ヨーロッパ第3者 国の参

加 を得て,研 究 ・開発の多数分野における計画.プ ロジェク ト協力強化の可能性 を検 討した。 連邦政

府 は参加各 国の大 きな,非 単相的 な範囲にかかわ らず調査した計画に関す る具体的な決定 を実現 する

よう努力す る。

データ処理分野においては.第3国 の参加 によって次の アクションを とる。

、

、

パイロッ ト ・データ伝送ネ ッ トワーク

2,3の 国家 的研究センター及び共同体の研究機関のデータ処理装置は通常 の トランス ミッシ ョンレ

ー トの,郵 政 当局の回線 を利用して連結 され る。 このセンターの利用者 はその問題をすべて又 は一部

を他の連結セ ンターのプログラム及びデータ処理手段によって処理で きるようにす る。大型 データバ

ンクの遠隔 コール アップも.ダ イアログシス テムを前提 とす るもの を可能 とす る。 こ うして種 々のメ

ーカーの遠隔データ処理装置の連結における異 な
ったプログラ ミング用語による問題及び トランス ミ

ッション問題 を調査 する。
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計算 プログラムに関するヨー ロッパ情 報セ ンター

共同活動の目標は,ヨ ーロッパベースにおいてソフ トウエアの応用性改善 をす るインスティテ ユー

ションをつ くることである。異な ったデータ処理 システムの調和不足
,そ して又一方で はソフ トウエ

ア部門の着 々進 む商業化 といった ものか ら発生す る多様な問題に直面して
,こ うした目標は一歩一歩

しか実現 することがで きない。第1の ステップはソフトウエアの情報 ・ドキ
ュメンテーション・センタ

ーである。 その使命は,ソ フ トウエア記述 に関す る一般 的な標準 をっ くり
,利 用可能な ソフ トウエ ア

生産 に関する幅広 い ドキ ュメンテーションをっ くることにある。以下のス テップを実現す る事 は
,こ

の第1ス テップによ って集め られ た経験 に著 しく左右 され る。

～

ら

●

コンパテ ィビリティー

ヨ一口ッパ数社が協力 して ,超 大型計算機 を開発しようとする本来の計 画は.市 場 及び実現可能性

の分析の後放棄 された。

その代 りに参加企業の提案によ って.デ ータ処理の分野におけ るヨーロ ッパ産業 の協 力を共同標準

の作成によって助 成す る。 その 目的はプログラム及び機器の完全 な融通性 を達成す ることにあ る
。 こ

れは,個 々の機器の生産及び個 々の プログラムの開発を特定 メーカーに集中 する為 の前提であ る
。多

数台数の生産及び重 複開発の回避に よって,個 々の企業 におけ るコス ト節減 をし,こ れに参加 した企

業の競争能力 を改善す ることがで きる。

フランスのCII社.英 国のICL ,ア メ リカのCDC各 社 の共同姉妹会社 であるMarti-

nationalData社 が行 なった原則 的研究において,こ れ ら企業は,共 同スタ ンダー ドの作成

に 伴 う著 しい支出が生産 ・開発における検約に ょって補ない うるか否かを解明 しよ うとしている。

現在共同体6カ 国 は次の活 動を開始 してい る。

マ

f

情 報工学分野の教育

非常に高いレベルを目的 とす る共 同体 レベルの短期教程 を調整 してジ リーズ として行な うことが予

定 されている。 この コースの第1目 標 は専門大学教師の再教育に寄与す ることであ る
。 ベル ギー,ド

イツ,フ ランス,イ タ リア,オ ランダは1972年 夏前 に,国 際的参加によ る5っ の調整 され た実験

コースを開催 し,各 国が1コ ースの オーガニゼーシ
ョンを担 当す る意図を持 ってい る。将来 の為 に,

コース計画を拡大し,常 任 の調整 機関の設立によってヨーロッパ的性格 を強調するよう努力す る
。

デ ータ処理装置による重症患者 の監視

利用者 ソフ トウエアの開発にお ける協 力分野のパ イロッ ト・アクシ
ョンとしてデータ処理装置 を利

用した重症患者の監視に関 し.共 同体6カ 国の範囲内で,研 究 ・開発作業 の調和並 びに研究者 の交換

が行なわれた。
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8.2欧 州 会 議

欧州会議の閣議 は1969年1つ の委員会 を設立 した。その使命 は,コ ン ビi－ 夕へ の大量の法律

データをス トレージす るに関す る種 々の方法 を調整 し,そ れによ っ てこの分野 にコンパ テ イ ビリテ

ィを達成 する。委員会の活動結果 は加盟各 国政府に対 する勧告 となる。 この"コ ンピュータに対する

法律 データス トレージ方法の調和化の為 の専門委員会"は 国際 法上の契約 の把握様式 を作成 した。 こ

れは目下テス ト中であ る。 国内法の関係で は,統 一的な把握様式 をつ くる努力が されている。 その他

同委員会 は電子 データ処理による法務統計の調和化に対す る可 能性 を調査 す る。更 に法律関係情報工

学の分野にお ける経験 交流 に集中強化す る努力 をもしてい る。

8.30ECD

ヨーロッパ諸国,日 本,カ ナダ,ア メ リカが加入するOECDの 範 囲内 において,デ ータ処理 分野に

関す るスタデ ィと勧告 を実施 している。

1968年3月11,12日 の 第3回 科学大 臣会議 の発議 によって,OECDの 科 学政策委員会 は

次の権限 を有す るデータ処理利用専門家 グループを設立 した。

一 データ処理利用に関す る政 策決定におけ る加盟各 国の援助

一計算機利用情報 システムに関す る情 報交換:利 用
,コ ンセプ ト,具 体 的経験

一 データ処理 装置利用に関す る国家単位の調査 の統一綱領作成

現在次の問題に関す る調査及びスタディを実施 中。

一行政管理におけ るデ一夕バ ンク

ー デ ィジタル'イ ンフォメーシ ョン ・システム及びプライベー ト圏の保護

一地方行政管理におけ るデータ処理 の利用

一 デー タリモー ト・トランス ミッシ
ョン ・サ ービス:技 術性 能,市 場,オ ーガニゼ ーション,料 金

一 デー タ処理専門要員:職 業
,教 育 システム,需 要

一 データ処理装置の保有量 と利用

この問題の他に将来 の作 業の重点 として次の ものがあげ られ る。

一 データ処理装置及び利用 システムの性能比 較及び経済性

一 ソフ トウエアの権 利保護

一 データ処理分野におけ る研究開 発政策

一標準化問題

、
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8. .4ソ フ トウ エ ア ・エ ン ジ ニ ア リン グ 国 際 研 究 所

ヨー ロッパ諸 国,カ ナダ及 びアメリカの間で現在 ソフトウエア ・エンジニア リングの為 の国際研 究所

設立に関す る予備会談が行 なわれている。この研究所 の主 目的は,次 の様な方式 の開発 とい う点にある。

すなわ ち,特 殊 な要求 に容易に適応 し,種 々のデータ処理装置に簡単に トランス ミッション出来,モ

ジュラーに大型 プログラム・システムに構成出来,こ れに よってソフ トウエアが作成出来 るとい った方

式 であ る。

8.51ntergovernmentalCoouncilforAutomaticDataProcessing

(ICA)

ICAは 西 側世界の数多 くの国の行政管理 におけるデータ処理利用調整 を管 轄す る政府部署 によっ

て,代 表され る組織であ る。ICAの 指 令は,強 力 な情 報,経 験交流,並 びに政府間協力の イニシヤ

テ ィブ である。

8.6非 国 家 的 国際 機構

科学 的経験交 流及び,デ ータ処理分野におけ る技術的進歩 は,2.3の 非 国家的 国際機構によって.

著 し く促進 され る。連邦政府は従 って,ド イツ諸 団体が この機構の活動に高 価な貢献を出来 る様援助

する。

第1に あげ られ る もの としては,"InternationalInformationforStandar

dization(ISO),ジ ュ ネ ー ブのそのTechnicalComuniteeISO/TC

97"ComputerandInformationProeessingで あ る。ISOの 目的及び 目

標は,世 界の規格に関する開発助 成 とい う事で あ り,こ の目的 としては次の点 にある。 すなわ ち,サ

ービス及び物資の国際交流 を簡易 化す る
,知 性,科 学,技 術,経 済各分野におけ る協力 を進展 させ る

とい う事であ る。ISO/TC97は,各 概 念につ いて下部委 員会を持 っている。それ ら概念 とは,

コー ド保有,コ ー ド化,コ ー ド認識,イ ン プット,ア ウ トプッ ト(デ ータ保持媒体),プ ログラム言

語,デ ィジタル ・データ トランス ミッション,問 題記述,作 業機械のニュメ リック制御 であ る。IS

O内 の ドイツ加盟団体 は,ベ ル リンの ドイツ規格委員会(DNA)で あ る。 デー タ処理の分野に関 し

てはDNA・ の情報処理専門規格委員会(FNI)が 担 当す る。現在45の 規 格 及びFNI案 が ある。

ほ とん どの部分がISO/TC97の 協 同作業で構成 され る。InternationalFedera-

tionforlnformationProcessing(IFIP)は,情 報処 理分野におけ る科学的

な諸機 関の世界的な トップ組織であ り,ロ ンドンに所在す る。 同協会は,3年 毎 に科学会議 を行ない,

それ と並んで特別なテーマ を有す る専門大会を行な う。特別の コ ミティーにおいてデータ処理専門用

語 の問題その他 プログラム言語,デ ータ処 理教育,医 学関係データ処理利用の諸問題 を究明 する。 ド
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イッか ら,加 入 してい るの は,"ド イツ計算装置作業研究会"(DARA)で あ り,こ れは,IFI

P内 の 協同代表で,デ ータ処 理分野活動の科学 団体等に よって結成 された ものである。

8.72国 間 協 力

ドイツ連邦共和国及び外 国の個 々の科学者,専 門大学,研 究機構,諸 会社 間においては,プ ライベ

ー ト又 は国家 的イニシヤティブによるデータ処理 分野における科学的
,技 術的な コンタク トが数多 く

存在す る。 その例 をあげるとアメリカに おける ドイツ情 報工学者留学制度及び客員講師制度,マ サチュ

セ ッツ技術研究所 とベル リン工科大学間の科学 的協力,数 学データ処理研究有限責任会社 と自動情報

研究協会,(パ リ),ナ シ ョナル ・フィジィカル ・ラボ ラ トリイとの経験交 流。

外国各機間 との経験交流 は,こ れによ って明 らかな様 に,国 家助成 を得 るのは,ご く例外的な場 合

であ る。 この場 合,た とえば ヨーロッパ外諸国との科学的協力に関す る取 り決めの中 に定め られた。

国際協力 を維持す る為 に,数 学 データ処理研究有限責任会社内 に,国 際関係 事務所を設立 した。

、

雀

■

'.

第8節 に関す る資金準 備

上記 の国際的活動を実施す る為 には,ド イツ連邦 共和 国として も,そ れぞれの助成措置に予定 され

ている資金の うちか ら,財 政的 に負担 をす る。但 し.そ れは現在の時点か ら考 えて.具 体的なプロジ

ェク トが進展 され る場 合に限 る。

現時点の状況 を考えた場 合,ヨ ーロッパ協同体の"情 報工学分野 におけ る教育"活 動の枠 内におい

て,ド イツ連邦共和国におけ る夏期 教育 コース計画の1っ を用意するコス ト及び"ソ フ トウエア'エ

ンジニアリングの為 の国際研究所"へ の参加 に関す る費用が発生すると考 え られ る。 これに対す る資

金 は,3.4乃 至6.4に 予 定 され る額 か ら振 り当て られ る。

】
∩
'

▼
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9.第2次 デ ータ処理計画遂行のための資金需要及び管轄

ダ

[

大 きな機能分野に従 って(第7表 参照)1971～1975年 の総 額を次の様に配分す る。

専門大学分野における措置
'

百 万 マ ル ク
757.9" 31%

職 業教育 セ ンター(デ ータ処理のための) 162〃 7%

コ ン ピ ュ ー タ 利 用 558〃 23%

工業研究および開発 705.4〃 29%

特別計画 240.2〃 10%

合 計 2423.5〃 100%

これ と比 較す る為 に,1967～1970年 に用意 された資金 を示す。(連 邦教育科学省:第1

次 データ処理計画,地 方大型 計算 センター,ド イツ計算 セ ンター;連 邦経済財務省;連 邦労働省;連

邦内務省)

専門大学分野における措置 百万 マルク
43〃 12%

職 業教育セ ンター(デ ータ処理のための) 4〃 1%

コ ン ピ ュ ー タ 利 用 57〃

ン

16%

工業研究および開発 215〃 59%

特別計画 42〃 12%

合 計 361〃 100%

第8表 、は,第2次 データ処 理計画の目標 に必要なその他費用の推定概要であ る。

4

,

,
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第7表 第2次 データ処理計画の措置に関する資金(100万DM)

ー

o◎

ら

ー

目 標 管轄部署章/タ イ トル 1971 1972 1973 1974 ・97519あ"5

専門大学分野におけ る措置

一情 報工学研究計画

一地方大型計算センター

一専門大学分野におけ る計算 キャパシ ィテ ィの拡張

一経験交流

、

BMBW

・3107/68301u.89301

1971auch3104/

・88205

1327405060190

30L230353535165.2

-1560115185375

34366.67,827.7

小 計 46.276.3141206.6287.87579

デ ー タ処理職業教育セ ンターの機構助成
BMBW310τ る8301

und89301

一7206075162

小 計
一7206075162

コンピュータ利用助 成

一新利用の開拓

一標準化 された ソフ トウエ ア ・パ ッケージ

BMBW

3107/68301u.89301
BMWFO902/68531

4987105116122479

141515152079

小 計 63102120131142558

工業研究及び開発
一未来指向工業開発及び工業研究

一市場接近工業開発

BMBW3107/6●01

BMWFO9(ル68331

116113117.99377.5517.4

4728333545188

小 計 163141150L91281225705.4

特別 プログラム

ー数学データ処理研究有限責任会社

一 ドイツ計算セ ンター(1973年 以降GMDへ)

一 原子力関係 データ処理

BMBW310〃68550

und69350

BMBW3104bzw.

BMBW310〃69307

21,132,752,357.663226.7

0L632-一 一3.8

423.81.7--9.7

小 計 25.939.754057663.024(±2

総 計 298.1366.0485.9583.269α32423.5

注1関 係管轄部署 によって用意 され る資金の総括

(BMBW－ 連邦教 育科学省 の貸出は2,156,5百 万DM)

(BMWF-=連 邦経済 ・財務省の資出は267.0百 万DM)
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第8表 第2次 データ処理計画目標に必要なその他費用予測に関する概要

章/タ イ トル 目 標 1971-1975の 総 計

BMBWの 措置

(タ イ トル資金の1部 額の み)

3103/88201 専門大学建設助成法による専門大学の 200～250

デ ー タ処理措置

3105/68550und89350 原子力研究社の技術関係データ処理研 23

究所

6 BMWFの 措置

輌 (タ イ トル資金の1部 額のみ) 、

中小企業の生産性上昇の為のデータ処

理装置に関す るERPク レジッ ト

0902/68510 工作関係におけるデータ処理投入助成 10

BMVGの 措 置

(総 額資金の1部 額のみ)

1420/55101und デ ー タ処理機器及 びプログラムの開 発, 85

1420/55111 同時に非軍事 目標にも通ずる情報工学

分野における防衛研究

ドイツ連邦郵政省の措置

テ レ ッ ク ス,ゲ ン テ ッ ク ス ネ ッ ト ワ ー 400

クの改装

ドイツ学術研究会議の措置

(総 額資金の1部 額のみ)

3104/68551及 びDFG 専門大学分野におけるデータ処理装置 150

財政に対する各州寄与 (経済計画におけるこれまでの資金額

継続)

♪
t!デ ィ ジ タ ル 情 報 トラ ン ス ミ

ッ シ ョ ン 7
●

システム"重 点計画
〆

"半 導体情報工学"重 点計画
10

"エ レ ク トロニカル計算装置"特 別研
10

究分 野,ミ ュンヘン統計

DFG総 計 177

一85一
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